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 【和泉市地域防災計画 変更箇所一覧】  

（新）和泉市地域防災計画（本編）（案） （旧）和泉市地域防災計画（本編）（平成 30 年 12 月） 

目次 

第１編 総則 

第１節 目的等 

略 

第３編 災害応急対策 

 第１章 活動体制の確立 

  第１節 組織動員 

 略 

■災害予防対策 各節担当課確認表 

第２編 災害予防対策 関係機関 頁 

第１章 防災体制の整備 

 

第１節 総合的防災体制の整備 

 

各課・室、各関係機関共通 25～36 

第２節 情報収集伝達体制の整備 

いずみアピール課、政策企画室、公

民協働推進室、産業振興室、都市整

備室、消防本部 

37～39 

 

第３節 消火・救助・救急体制の

整備 

 

消防本部 40～41 

第４節 災害時医療体制の整備 

健康づくり推進室、和泉市立総合医

療センター、医師会・歯科医師会・

薬剤師会 

42～45 

第５節 緊急輸送体制の整備 

公民協働推進室、都市整備室、土木維

持管理室、近畿地方整備局、鳳土木事

務所、西日本高速道路（株） 

46～47 

第６節 避難受入れ体制の整備 

公民協働推進室、税務室、滞納債権整

理回収課、産業振興室、福祉総務課、

高齢介護室、障がい福祉課、生活福祉

課、健康づくり推進室、都市政策室、

建築・開発指導室、建築住宅室、都市

整備室、土木維持管理室、学校園管理

室 

48～53 

 

第７節 緊急物資確保体制の整備 

 

公民協働推進室、契約検査室、経営

総務課 
54～56 

第８節 ライフライン確保体制の

整備 

都市整備室、土木維持管理室、経営

総務課、水道工務課、浄水課、下水

道整備課、関西電力（株）、関西電

力送配電(株) 、大阪ガス(株) 、西日

本電信電話(株)、（株）ＮＴＴドコ

モ（関西支社）、ＫＤＤＩ(株)、ソ

フトバンク(株) 

57～61 

第９節 交通確保体制の整備 

都市整備室、土木維持管理室、西日

本旅客鉄道(株) 、泉北高速鉄道

(株) 、南海バス(株) 

62 

第１０節 要配慮者支援体制の整

備 

公民協働推進室、人権・男女参画室、

福祉総務課、高齢介護室、障がい福祉

課、生活福祉課、子育て支援室、健康

づくり推進室、消防本部、こども未来

室、生涯学習推進室、社会福祉協議

会 

63～66 

第１１節 帰宅困難者支援体制の

整備 
公民協働推進室、産業振興室 67 

第２章 地域防災力の向上 

 

第１節 防災意識の高揚 
各課・室共通 68～70 

目次 

第１編 総則 

第１節 目的 

 略 

第３編 災害応急対策 

 （新設） 

  第１節 組織動員 

 略 

■災害予防対策 各節担当課確認表 

第２編 災害予防対策 関係機関 頁 

第１章 防災体制の整備 

 

第１節 総合的防災体制の整備 

 

各課・室、各関係機関共通 23～33 

第２節 情報収集伝達体制の整備 

政策企画室、公民協働推進室、いずみ

アピール課、農林課、道路河川室、消

防本部 

34～36 

 

第３節 消火・救助・救急体制の

整備 

 

消防本部 37～38 

第４節 災害時医療体制の整備 

病院経営管理課、健康づくり推進室、

和泉市立総合医療センター、医師会・

歯科医師会・薬剤師会 

39～42 

第５節 緊急輸送体制の整備 

公民協働推進室、道路河川室、土木維

持管理室、近畿地方整備局、鳳土木事

務所、西日本高速道路株式会社 

43～44 

第６節 避難受入れ体制の整備 

公民協働推進室、税務室、健康づくり

推進室、福祉総務課、高齢介護室、障

がい福祉課、生活福祉課、都市政策課、

建築・開発指導室、建築住宅課、公園

緑地課、道路河川室、土木維持管理室、

教育総務室 

45～50 

 

第７節 緊急物資確保体制の整備 

 

公民協働推進室、契約検査室、経営総

務課 
51～52 

第８節 ライフライン確保体制の

整備 

道路河川室、土木維持管理室、経営総

務課、水道工務課、浄水課、下水道整

備課、大阪広域水道企業団、関西電力

(株) 、大阪ガス(株) 、西日本電信電

話(株) 

53～57 

第９節 交通確保体制の整備 

道路河川室、土木維持管理室、西日本

旅客鉄道(株) 、泉北高速鉄道(株) 、

南海バス(株) 

58 

第１０節 要配慮者支援体制の整

備 

公民協働推進室、人権・男女参画室、

健康づくり推進室、高齢介護室、福祉

総務課、障がい福祉課、生活福祉課、

こども未来室、消防本部、市社会福祉

協議会 

59～62 

第１１節 帰宅困難者支援体制の

整備 

いずみアピール課、公民協働推進室、

商工労働室 
63 

第２章 地域防災力の向上 

 

第１節 防災意識の高揚 

 

各課・室共通 64～66 

第２節 自主防災体制の整備 
いずみアピール課、公民協働推進室、

消防本部 
67～69 
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第２節 自主防災体制の整備 公民協働推進室、消防本部 71～73 

第３節 ボランティアの活動環境

の整備 

公民協働推進室、福祉総務課、社会

福祉協議会 
74 

 

第４節 企業防災の促進 

 

公民協働推進室、産業振興室 75～76 

第３章 災害予防対策の推進 

第１節 都市防災機能の強化 

政策企画室、公民協働推進室、生活環

境課、産業振興室、都市政策室、建築・

開発指導室、建築住宅室、都市整備室、

土木維持管理室、経営総務課、水道工

務課、下水道整備課、浄水課、文化遺

産活用課、関西電力（株）、関西電力

送配電(株)、大阪ガス(株) 、西日本電

信電話(株)、（株）ＮＴＴドコモ（関

西支社）、ＫＤＤＩ(株)、ソフトバン

ク(株)、日本放送協会、泉北環境整備

施設組合 

77～82 

第２節 地震災害予防対策の推進 

公民協働推進室、産業振興室、建

築・開発指導室、建築住宅室、都市

整備室、土木維持管理室、消防本

部、各施設所管課 

83～85 

 

第３節 津波災害予防対策の推進 

 

公民協働推進室、都市整備室 86～88 

第４節 水害予防対策の推進 
産業振興室、都市整備室、土木維持

管理室、下水道整備課 
89～92 

第５節 土砂災害予防対策の推進 

公民協働推進室、産業振興室、建

築・開発指導室、都市整備室、消防

本部 

93～95 

 

第６節 危険物等災害予防対策の

推進 

 

環境保全課、健康づくり推進室、消

防本部 
96～98 

 

第７節 火災予防対策の推進 

 

産業振興室、建築・開発指導室、消

防本部 
99～100 

 

■災害応急対策 各節担当課確認表 

第３編 災害応急対策 関係機関 頁 

第１章 活動体制の確立 

 

第１節 組織動員 

 

各課・室、各関係機関共通 103～107 

 

第２節 自衛隊の災害派遣 

 

公民協働推進室、自衛隊 108～110 

第３節 広域応援等の要請・受入

れ・支援 
公民協働推進室、消防本部 111～113 

 

第４節 災害緊急事態 

 

各課・室共通 114 

第２章 情報収集伝達・警戒活動 

 

第１節 警戒期の情報伝達 

 

各課・室共通 115～122 

 

第２節 警戒活動 
各課・室共通 123～129 

第３節 ボランティアの活動環境

の整備 

公民協働推進室、福祉総務課、市社会

福祉協議会 
70 

 

第４節 企業防災の促進 

 

公民協働推進室、商工労働室 71 

第３章 災害予防対策の推進 

第１節 都市防災機能の強化 

政策企画室、公民協働推進室、生活環

境課、農林課、都市政策課、建築・開

発指導室、建築住宅課、公園緑地課、

道路河川室、土木維持管理室、経営総

務課、水道工務課、下水道整備課、浄

水課、文化財振興課、関西電力(株)、大

阪ガス(株) 、西日本電信電話(株)、日

本放送協会、泉北環境整備施設組合 

72～76 

第２節 地震災害予防対策の推進 

公民協働推進室、農林課、道路河川

室、建築・開発指導室、建築住宅課、

土木維持管理室、消防本部、各施設所

管課 

77～79 

 

第３節 津波災害予防対策の推進 

 

公民協働推進室、道路河川室 80～82 

第４節 水害予防対策の推進 
農林課、道路河川室、土木維持管理

室、下水道整備課 
83～85 

第５節 土砂災害予防対策の推進 
公民協働推進室、農林課、建築・開発

指導室、道路河川室、消防本部 
86～88 

 

第６節 危険物等災害予防対策の

推進 

 

環境保全課、健康づくり推進室、消防

本部 
89～91 

 

第７節 火災予防対策の推進 
農林課、建築・開発指導室、消防本部 91～93 

 

 

 

 

 

 

 

 

■災害応急対策 各節担当課確認表 

第３編 災害応急対策 関係機関 頁 

第１章 活動体制の確立 

 

第１節 組織動員 

 

各課・室、各関係機関共通 95～99 

 

第２節 自衛隊の災害派遣 

 

公民協働推進室、自衛隊 100～102 

第３節 広域応援等の要請・

受入れ・支援 

いずみアピール課、公民協働推進室、消防本

部 
103～105 

 

第４節 災害緊急事態 

 

各課・室共通 106 

第２章 情報収集伝達・警戒活動 

 

第１節 警戒期の情報伝達 

 

各課・室共通 107～112 

 

第２節 警戒活動 
各課・室共通 113～118 



資料１ 

- 3 - 
 

（新）和泉市地域防災計画（本編）（案） （旧）和泉市地域防災計画（本編）（平成 30 年 12 月） 

 

 

第３節 発災直後の情報収集伝達 

 

各課・室共通 130～132 

 

第４節 災害広報 

 

各課・室共通 133～134 

第３章 消火、救助、救急、医療救護 

第１節 消火・救助・救急活動 
公民協働推進室、消防本部、消防団、

和泉警察署、自衛隊 
135～136 

第２節 医療救護活動 

健康づくり推進室、和泉市立総合医

療センター、医師会・歯科医師会・薬

剤師会 

137～139 

第４章 避難行動 

 

第１節 避難誘導 

 

各課・室共通、消防団、和泉警察署、

自衛隊 
140～145 

 

第２節 避難所の開設・運営等 

 

各課・室共通 146～148 

第３節 避難行動要支援者等への支

援 

福祉総務課、高齢介護室、障がい福祉

課、生活福祉課、保険年金室、子育て

支援室、健康づくり推進室、こども未

来室、社会福祉協議会 

149～150 

 

第４節 広域一時滞在 

 

各課・室共通 151 

第５章 交通、緊急輸送活動 

第１節 交通規制・緊急輸送活動 

公民協働推進室、総務管財室、都市整

備室、土木維持管理室、消防本部、和

泉警察署、泉北高速鉄道(株)、西日本

旅客鉄道(株) 

152～156 

第２節 交通の維持復旧 

都市整備室、土木維持管理室、西日本

旅客鉄道(株)、泉北高速鉄道(株)、西

日本高速道路(株)、南海バス(株) 

157～158 

第６章 二次災害防止、ライフライン確保 

第１節 公共施設応急対策 

各建築物所管課、産業振興室、建築・

開発指導室、都市整備室、土木維持管

理室、和泉警察署 

159～160 

第２節 民間建築物等応急対策 

公民協働推進室、産業振興室、都市政

策室、建築・開発指導室、建築住宅室、

都市整備室、土木維持管理室、文化遺

産活用課、消防本部、和泉警察署 

161～162 

第３節 ライフラインの確保 

土木維持管理室、経営総務課、お客さ

まサービス課、水道工務課、下水道整

備課、浄水課、関西電力（株）、関

西電力送配電(株)、大阪ガス(株)、西

日本電信電話(株)、（株）ＮＴＴドコ

モ（関西支社）、ＫＤＤＩ(株)、ソフ

トバンク（株） 

163～165 

第４節 農産物等応急対策 

産業振興室、泉州農と緑の総合事務

所、いずみの農業協同組合、大阪府森

林組合 

166～167 

第７章 被災者の生活支援 

 

第１節 災害救助法の適用 

 

各課・室共通 168～170 

第２節 緊急物資の供給 
公民協働推進室、契約検査室、福祉総

務課、経営総務課、お客さまサービス
171～173 

 

 

第３節 発災直後の情報収集

伝達 

 

各課・室共通 119～121 

 

第４節 災害広報 

 

各課・室共通 122～123 

第３章 消火、救助、救急、医療救護 

第１節 消火・救助・救急活

動 

公民協働推進室、消防本部、消防団、和

泉警察署、自衛隊 
124～125 

第２節 医療救護活動 
健康づくり推進室、市立病院、医師会・

歯科医師会・薬剤師会 
126～128 

第４章 避難行動 

 

第１節 避難誘導 

 

各課・室共通、消防団、和泉警察署、自

衛隊 
129～134 

 

第２節 避難所の開設・運営

等 

 

各課・室共通 135～137 

第３節 避難行動要支援者等

への支援 

健康づくり推進室、保険年金室、高齢介

護室、福祉総務課、障がい福祉課、生活

福祉課、こども未来室、総合福祉会館、

北部総合福祉会館、市社会福祉協議会 

138～139 

 

第４節 広域一時滞在 

 

各課・室共通 140 

第５章 交通、緊急輸送活動 

第１節 交通規制・緊急輸送

活動 

公民協働推進室、総務管財室、道路河川

室、土木維持管理室、消防本部、和泉警

察署、泉北高速鉄道(株)、西日本旅客鉄

道(株) 

141～145 

第２節 交通の維持復旧 

道路河川室、土木維持管理室、西日本旅

客鉄道(株)、泉北高速鉄道(株)、西日本高

速道路(株)、大阪府道路公社、南海バス

(株) 

145～147 

第６章 二次災害防止、ライフライン確保 

第１節 公共施設応急対策 

各建築物所管課、農林課、建築・開発指

導室、道路河川室、土木維持管理室、和

泉警察署 

148～149 

第２節 民間建築物等応急対

策 

公民協働推進室、農林課、都市政策課、

建築・開発指導室、建築住宅課、道路河

川室、土木維持管理室、文化財振興課、

消防本部、和泉警察署 

150～151 

第３節 ライフラインの確保 

土木維持管理室、経営総務課、お客さま

サービス課、水道工務課、下水道整備課、

浄水課、関西電力(株)、大阪ガス(株)、西

日本電信電話(株)、ＫＤＤＩ(株) 

152～154 

第４節 農産物等応急対策 
農林課、泉州農と緑の総合事務所、いず

みの農業協同組合、大阪府森林組合 
155～156 

第７章 被災者の生活支援 

 

第１節 災害救助法の適用 

 

各課・室共通 157～159 

第２節 緊急物資の供給 

いずみアピール課、公民協働推進室、契

約検査室、経営総務課、お客さまサービ

ス課、水道工務課、浄水課、教育総務室、

大阪広域水道企業団 

160～162 
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課、水道工務課、浄水課、学校園管

理室 

第３節 住宅の応急確保 

 
公民協働推進室、建築住宅室 174～175 

第４節 応急教育 

 
教育・こども部 176～178 

第５節 自発的支援の受入れ 
公民協働推進室、福祉総務課、社会福

祉協議会、日本郵便(株) 
179～181 

第８章 社会環境の確保 

第１節 保健衛生活動 
生活環境課、健康づくり推進室、学

校園管理室 
182～183 

第２節 廃棄物の処理 

環境保全課、生活環境課、産業振興

室、土木維持管理室、泉北環境整備施

設組合 

184～186 

第３節 遺体対策等 

市民室、消防本部、和泉市立総合医療

センター、和泉警察署、医師会・歯科

医師会・薬剤師会 

187～188 

第４節 社会秩序の維持 産業振興室、和泉警察署、商工会議所 189 

 

■事故等災害応急対策 各節担当課確認表 

第４編 事故等災害応急対策 関係機関 頁 

第１節 鉄道災害応急対策 

公民協働推進室、消防本部、和泉警

察署、西日本旅客鉄道(株)、泉北高

速鉄道(株) 

193 

 

第２節 道路災害応急対策 
 

都市整備室、土木維持管理室、和泉

警察署、消防本部 
194 

第３節 危険物等災害応急対策 

公民協働推進室、環境保全課、健康

づくり推進室、消防本部、消防団、

和泉警察署 

195～198 

 

第４節 高層建築物、市街地災害応

急対策 
 

公民協働推進室、消防本部、消防

団、和泉警察署、大阪ガス(株) 
199～201 

 

第５節 林野火災応急対策 
 

産業振興室、消防本部、消防団、和

泉警察署 
202～203 

 

第６節 その他事故等災害応急対策 
 

各課・室共通 204 

 

 

■災害復旧・復興対策 各節担当課確認表 

第５編 災害復旧・復興対策 関係機関 頁 

第１章 災害復旧対策 
 

第１節 復旧事業の推進 
 

各課・室共通 207 

 

第２節 被災者の生活確保 
 

公民協働推進室、税務室、滞納債

権整理回収課、くらしサポート

課、都市政策室、建築住宅室、社

会福祉協議会 

208～211 

 

第３節 中小企業の復旧支援 
 

産業振興室 212 

 

第４節 農林業関係者の復旧支援 
 

産業振興室 213 

第５節 ライフライン等の復旧 

土木維持管理室、経営総務課、水道

工務課、下水道整備課、浄水課、関

西電力（株）、関西電力送配電

(株)、大阪ガス(株)、西日本電信電

話(株)、（株）ＮＴＴドコモ（関

西支社）、ＫＤＤＩ(株)、ソフトバ

ンク（株）、西日本旅客鉄道(株)、泉

北高速鉄道(株)、日本放送協会 

214～216 

第２章 災害復興対策 

 

第３節 住宅の応急確保 

 

公民協働推進室、建築住宅課 163～164 

 

第４節 応急教育 

 

教育総務室、こども未来室、指導室 165～167 

第５節 自発的支援の受入れ 

いずみアピール課、公民協働推進室、生

活福祉課、市社会福祉協議会、日本郵便

(株) 

168～170 

第８章 社会環境の確保 

第１節 保健衛生活動 
生活環境課、健康づくり推進室、浄水課、

教育総務室 
171～172 

第２節 廃棄物の処理 
環境保全課、生活環境課、農林課、土木

維持管理室、泉北環境整備施設組合 
173～175 

第３節 遺体の処理、火葬等 
市民室、消防本部、市立病院、和泉警察

署、医師会・歯科医師会・薬剤師会 
176～177 

第４節 社会秩序の維持 
いずみアピール課、商工労働室、和泉警

察署、商工会議所 
178 

 

■事故等災害応急対策 各節担当課確認表 

第４編 事故等災害応急対策 関係機関 頁 

第１節 鉄道災害応急対策 

公民協働推進室、消防本部、和泉警察

署、西日本旅客鉄道(株)、泉北高速鉄道

(株) 

181 

 

第２節 道路災害応急対策 
 

道路河川室、土木維持管理室、和泉警

察署、消防本部 
182 

第３節 危険物等災害応急対

策 

公民協働推進室、環境保全課、健康づ

くり推進室、消防本部、消防団、和泉

警察署 

183～186 

 

第４節 高層建築物、市街地

災害応急対策 
 

公民協働推進室、消防本部、消防団、

和泉警察署、大阪ガス(株) 
187～189 

 

第５節 林野火災応急対策 
 

農林課、消防本部、消防団、和泉警察

署 
190～191 

 

第６節 その他事故等災害応

急対策 
 

各課・室共通 192 

 

■災害復旧・復興対策 各節担当課確認表 

第５編 災害復旧・復興対策 関係機関 頁 

第１章 災害復旧対策 
 

第１節 復旧事業の推進 
 

各課・室共通 195 

 

第２節 被災者の生活確保 
 

公民協働推進室、税務室、福祉総務

課、生活福祉課、都市政策課、建築住

宅課 

196～199 

 

第３節 中小企業の復興支援 
 

商工労働室 200 

 

第４節 農林業関係者の復興

支援 
 

農林課 201 

第５節 ライフライン等の復

旧 

土木維持管理室、経営総務課、お客様

サービス課、水道工務課、下水道整備

課、浄水課、関西電力(株)、大阪ガス

(株)、西日本電信電話(株)、ＫＤＤＩ

(株)、西日本旅客鉄道(株)、泉北高速鉄

道(株)、日本放送協会 

202～204 

第２章 災害復興対策 

 各課・室共通 205 



資料１ 

- 5 - 
 

（新）和泉市地域防災計画（本編）（案） （旧）和泉市地域防災計画（本編）（平成 30 年 12 月） 

 

第１節 復興に向けた基本的な考え

方 
 

各課・室共通 217 

 

第２節 復興に向けた組織・体制整

備 
 

各課・室共通 218 

 

第３節 復興に向けた取組み 
 

各課・室共通 219 

 

第１編 総則 

第１節 目的等 

略 

第１ 計画の構成 

 この計画の構成は、目的、防災関係機関の業務の大綱等基本的事項及び各編共通の事項を定

める総則、被害を予防するため災害発生前に行うべき諸対策について定める災害予防対策、災

害発生直後または発生するおそれがある場合に、被害の拡大を防止するために行うべき諸対策

について定める災害応急対策、災害発生から一定期間経過後、被災地の社会経済活動を災害発

生前の状態へ回復させるために行うべき諸対策について定める災害復旧･復興対策の各編に分

けることを基本的な構成とする。 

各編においては、各種災害に比較的共通する事項を基本事項としてまとめ、市域で想定され

る各々の災害種別において個別の対策が必要な場合は、災害種別毎に必要な事項を定める。 

 

第２節 市域の概況 

第１ 地理的条件 

１ 位置 

本市は、大阪府南西部に位置し、大阪都心から約 25km、関西国際空港から約 20km の距離に

ある。 

略 

 

２ 地勢 

 本市の地形は、南部が和泉山脈よりなる山地で、これに続く中部が傾斜のゆるい丘陵地であ

り、北部が大阪湾に向かって広がるなだらかな平地である。 

 河川は槇尾川・松尾川の二級河川が、南部の山地から北部の平地に向かって流れている。 

 ため池は、中部の丘陵地を中心に大小 231 箇所（台帳管理されているため池を対象にカウン

ト。水防ため池 59 箇所、一般ため池 172 箇所）が散在している。 

略 

第３ 気象 

 本市の年間平均気温は 16.5℃であり、雨量は、年平均 1,232.9mm である（大阪管区気象台 

堺（統計期間：1991-2020 年）平年値）。 

 また、台風は、年に 3度程度接近している（接近とは台風の中心が近畿地方のいずれかの気

象官署から 300km 以内に入った場合を指し、接近数は近畿地方の平年値を指す）。 

 

略 

第４ 社会的条件 

 １ 人口 

 本市の人口は、令和 3年 1月末日現在 185,118 人となっている。 

「トリヴェール和泉」を中心とした住宅開発の進展により、人口が増加してきたが、本格的

な少子高齢化・人口減少社会の到来の波は非常に大きく、本市においても、人口の減少は避け

られない状況にある。 

年齢別では、年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15 歳～64 歳）が減少し、老年人口（65

歳以上）が増加している。 

略 

 （削除） 

 

 

 

 

 

 

略 

第１節 復興に向けた基本的

な考え方 
 
 

第２節 復興に向けた組織・

体制整備 
 

各課・室共通 206 

 

第３節 復興に向けた取組み 
 

各課・室共通 207 

 

第１編 総則 

第１節 目的…P3 

略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 市域の概況…P4 

第１ 地理的条件 

１ 位置 

本市は、大阪府南部の泉州地域に位置しており、北は堺市、高石市に、西は泉大津市、

岸和田市、忠岡町に、東は河内長野市に、南は和泉山脈を境に和歌山県かつらぎ町に隣接して

いる。 

略 

２ 地勢 

 本市の地形は、南部が和泉山脈よりなる山地で、これに続く中部が傾斜のゆるい丘陵地であ

り、北部が大阪湾に向かって広がるなだらかな平地である。 

 河川は槇尾川・松尾川の二級河川が、南部の山地から北部の平地に向かって流れている。 

 ため池は、中部の丘陵地を中心に大小 232 箇所（台帳管理されているため池を対象にカウン

ト。水防ため池 60 箇所、一般ため池 172 箇所）が散在している。 

略 

第３ 気象  

 本市は、瀬戸内式気候に属しているため、温暖小雨で比較的しのぎやすい気候である。 

 年間の平均気温は 15.9℃であり、雨量は、年平均 1,187mm である（大阪管区気象台堺観測所

の平年値）。 

 また、台風は、年に３度程度接近している（接近とは台風の中心が近畿地方のいずれかの気

象官署から 300km 以内に入った場合を指し、接近数は近畿地方の平年値を指す）。 

略 

第４ 社会的条件 

１ 人口 

 本市の人口は、平成 30 年 3月末日現在 185,936 人となっている 

本市においては、和泉中央丘陵新住宅市街地開発事業（トリヴェール和泉）などの開発によ

り、人口が増加している。 

 

 

 

略 

２ 都市構造 

 北部の平地部は、国道 26 号や大阪和泉泉南線などの広域幹線道路のほかにＪＲ西日本阪和線

が通っており、その沿線には市街地が広がり、人口密度が高く、本市の都心機能が集中してい

る。 

 また中部の丘陵部は、和泉中央丘陵新住宅市街地開発事業（トリヴェール和泉）により、泉北

高速鉄道、近畿自動車道松原すさみ線、国道 170 号等広域幹線道路も整備され、今後も発展し

ていく地域である。 

略 
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資料編  ○ １－１ 近年の災害時における和泉市内の被害状況 

     ○ １－２ 府における主要被害地震 

 

第３節 防災の基本方針 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 節 災害の想定 

略 

第３ 南海トラフ防災対策推進地域 

(１) 震度に関する基準 
   震度 6 弱以上（関係都府県等が管轄地域内の防災対策を検討するために個別地域の

状況を踏まえて実施した被害想定や防災アセスメントの結果、震度 6 弱以上となる市

町村を含む。） 

(２) 津波に関する基準 

   「大津波」（3ｍ以上）が予想される地域のうちこの水位よりも高い海岸堤防がない

地域 

(３) 過去の地震による被害 

   ○ 過去に発生した南海トラフ地震で、特殊な地形の条件等により大きな被害を受

けた地域については、次の南海トラフ地震でも同様の被害を受けないとはいえな

いため、これを配慮した地域とする。 

   ○ 「過去に発生した地震により大きな被害を受けた地域」という判断は、確かな

古文書・調査記録などに記録された個々の市町村の被害記録を基に、当該地域の

揺れを震度階級に換算したものが震度 6 弱以上となる市町村とする。 

(４) 防災体制の確保等の観点 

   「周辺の市町村が連携することによってはじめて的確な防災体制がとれる地域につ

いては、防災体制等の観点からこれを配慮した地域とする。」こととし、その具体的運

用は以下の通りとする。 

   ・広域防災体制の一体性（消防、水防、医療、ごみ処理、上水道など） 

   ・周囲を指定候補市町村に囲まれている市町村 
 

第５節 防災関係機関の業務大綱 

略 

第１ 和泉市 

略 

３ 総務部（総務管財室、財政課、税務室、滞納債権整理回収課、契約検査室、人権・男女参

画室）議会事務局、行政委員会総合事務局、会計室 

(１) 物資、資機材及び車両の調達体制の整備に関すること。 

(２) 災害用物資、資機材及び車両の調達に関すること。 

(３) 仮設電話の設置に関すること。 

(４) 市議会議員との連絡調整に関すること。 

(５) 災害対策に係る財政措置及び予算執行に関すること。 

資料編  ○ １－１ 近年の災害時における市内の被害状況 

     ○ １－２ 府における主要被害地震 

 

第３節 防災の基本方針…P6 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 節 災害の想定…P7 

略 

第３ 南海トラフ防災対策推進地域 

(１) 震度に関する基準 
   震度６弱以上となる地域を基準とする。 
(２) 津波に関する基準 
   海岸での津波の高さ、陸上での津波の浸水深、海岸堤防の整備状況を考慮し、次の

条件を満たす地域とする。 
   ・「大津波」（３ｍ以上）もしくは満潮時に陸上の浸水深が２ｍ以上の津波が予想さ

れる地域のうち、これらの水位よりも高い海岸堤防がない地域 
(３) 推進地域の指定単位について 
   防災対策の基礎単位でもある市町村単位とする。 
   なお、市町村の一部地域について、著しい被害が生ずるおそれがある場合について

は、指定の単位は市町村単位とするが、対策については、各市町村の中で予想される

被害に合わせた対応とすることも必要である。 
(４) 防災体制の確保等の観点からの指定について 
   周辺の市町村が連携することによってはじめて的確な防災体制をとれる地域につい

ては、防災体制等の観点からこれを配慮した地域とする。 
   また、過去に発生した南海トラフ地震等で、特殊な地形の条件等により実際に大き

な被害を受けた地域については、次の南海トラフ地震でも同様の被害を受けないとは

いえないため、これを配慮した地域とする。 

 

 

第５節 防災関係機関の業務大綱…P10 

略 

第１ 和泉市 

略 

３ 総務部（総務部・議会事務局・行政委員会総合事務局・会計室） 

(１) 物資、資機材及び車両の調達体制の整備に関すること。 

(２) 災害用物資、資機材及び車両の調達に関すること。 

(３) 仮設電話の設置に関すること。 

(４) 市議会議員との連絡調整に関すること。 

(５) 災害対策に係る財政措置及び予算執行に関すること。 

(６) 災害関係経費の支払いに関すること。 
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(６) 災害関係経費の支払いに関すること。 

(７) 建築物及び宅地等の被災調査及び被災程度の判定並びに罹災証明書の交付に関するこ

と。 

 

４ 環境産業部（環境保全課、生活環境課、産業振興室） 

(１) し尿及び廃棄物の処理体制並びに防疫体制の整備に関すること。 

(２) し尿、ごみ及びがれきの処理に関すること。 

(３) 仮設トイレの設置に関すること。 

(４) 防疫に関すること。 

(５) 被災地及び各避難所の環境衛生及び環境保全に関すること。 

(６) 被災商工業者の被害状況調査に関すること。 

(７) 被災商工業者に対する災害特別融資に関すること。 

(８) 被災農林業者の被害状況調査に関すること。 

(９) 被災農林業者に対する災害特別融資に関すること。 

(10) 農林業施設の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

 

 

 

 

５ 福祉部（福祉総務課・高齢介護室・障がい福祉課・生活福祉課） 

(１) 福祉避難所及び避難行動要支援者の収容に係る体制の整備に関すること。 

(２) 避難行動要支援者の安否確認、避難誘導及び救援に関すること。 

(３) 社会福祉施設等との連絡調整に関すること。 

(４) 義援金、救援物資の受入れ及び配分に関すること。 

(５) 日本赤十字社との連絡調整に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

６ 市民生活部（市民室、保険年金室、くらしサポート課） 

(１)  物資等の搬送及び配給に関すること。 

(２） 遺体の火葬等に関すること。 

(３） 被災者の転入、転出等異動状況の把握に関すること。 

(４） 被災者の保険診療に関すること。 

(５） 災害弔慰金、見舞金等の支給に関すること。 

(６） 災害援護資金等の貸付に関すること。 

７ 子育て健康部 （子育て支援室、健康づくり推進室） 

(１） 応急医療に係る和泉市立総合医療センターとの連絡調整に関すること。 

(２） 応急医療･健康維持活動に係る体制の整備に関すること。 

(３） 応急医療に係る医師会・歯科医師会・薬剤師会との連絡調整に関すること。  

(４)  医療機関の被害状況調査に関すること。 

(５)  被災者の健康管理に関すること。 

８ 都市デザイン部（都市政策室、建築・開発指導室、建築住宅室、都市整備室、土木維持管

理室） 

(１) 市街地の整備計画に関すること。 

(２) 防災空間の確保に関すること。 

(３) 建築物の耐震化、防火及び安全化に関すること。 

(４) 宅地及び建築物の応急危険度判定に係る体制の整備に関すること。 

(５) 都市基盤施設の防災機能の強化に関すること。 

(６) 応急復旧資機材の備蓄に関すること。 

(７) 宅地及び建築物の応急危険度判定に関すること。 

(８) 被災者の市営住宅等への一時入居に関すること。 

(９) 応急仮設住宅に関すること。 

(10) 被災住宅の応急修理及び障害物除去に関すること。 

(11) 住宅相談に関すること。 

(12) 市有建築物の応急復旧に関すること。 

(13) 土木施設の耐震対策に関すること。 

(７) 建築物及び宅地等の被災調査及び被災程度の判定並びにり災証明書の交付に関するこ

と。 

(８) 応急医療に係る和泉市立総合医療センターとの連絡調整に関すること。 

(９) 多言語化による相談支援体制に関すること。 

４ 環境産業部 

(１) し尿及び廃棄物の処理体制並びに防疫体制の整備に関すること。 

(２) 物資等の搬送及び配給に関すること。 

(３) し尿、ごみ及びがれきの処理に関すること。 

(４) 仮設トイレの設置に関すること。 

(５) 防疫に関すること。 

(６) 被災地及び各避難所の環境衛生及び環境保全に関すること。 

(７) 被災商工業者の被害状況調査に関すること。 

(８) 被災商工業者に対する災害特別融資に関すること。 

(９) 被災農林業者の被害状況調査に関すること。 

(10) 被災農林業者に対する災害特別融資に関すること。 

(11) 農林業施設の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

(12) 遺体の火葬等に関すること。 

(13) 被災者の転入、転出等異動状況の把握に関すること。 

(14) 被災者の保険診療に関すること。 

５ 生きがい健康部 

(１) 応急医療･健康維持活動に係る体制の整備に関すること。 

(２) 福祉避難所及び避難行動要支援者の収容に係る体制の整備に関すること。 

(３) 応急医療に係る医師会・歯科医師会・薬剤師会との連絡調整に関すること。 

(４) 医薬品等の調達に係る薬剤師会との連絡調整に関すること。 

(５) 医療機関の被害状況調査に関すること。 

(６) 被災者の健康管理に関すること。 

(７) 避難行動要支援者の安否確認、避難誘導及び救援に関すること。 

(８) 社会福祉施設等との連絡調整に関すること。 

(９) 災害弔慰金、見舞金等の支給に関すること。 

(10) 災害援護資金等の貸付に関すること。 

(11) 義援金、救援物資の受入れ及び配分に関すること。 

(12) 日本赤十字社との連絡調整に関すること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

６ 都市デザイン部 

 

(１) 市街地の整備計画に関すること。 

(２) 防災空間の確保に関すること。 

(３) 建築物の耐震化、防火及び安全化に関すること。 

(４) 宅地及び建築物の応急危険度判定に係る体制の整備に関すること。 

(５) 都市基盤施設の防災機能の強化に関すること。 

(６) 応急復旧資機材の備蓄に関すること。 

(７) 宅地及び建築物の応急危険度判定に関すること。 

(８) 被災者の市営住宅等への一時入居に関すること。 

(９) 応急仮設住宅に関すること。 

(10) 被災住宅の応急修理及び障害物除去に関すること。 

(11) 住宅相談に関すること。 

(12) 市有建築物の応急復旧に関すること。 

(13) 土木施設の耐震対策に関すること。 
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(14) 土砂災害の防止に関すること。 

(15) 河川、水路の水害防止に関すること。 

(16) 水防活動に関すること。 

(17) 土砂災害応急対策活動に関すること。 

(18) 避難路及び緊急交通路の確保並びに関係機関との連絡調整に関すること。 

(19) 道路障害物の除去に関すること。 

(20) 道路、橋梁等の被災調査及び応急復旧に関すること。 

(21) 河川、水路等の被災調査及び応急復旧に関すること。 

９ 上下水道部（経営総務課、お客さまサービス課、水道工務課、下水道整備課、浄水課） 

(１) 上下水道施設の整備及び防災対策に関すること。 

(２) 上下水道施設の公衆衛生対策に関すること。 

(３) 道路障害物（上下水道施設）の除去に関すること。 

(４) 上下水道施設及び管理型浄化槽の被災調査及び応急復旧に関すること。 

(５) 応急復旧資機材の備蓄、調達に関すること。 

(６) 給水活動に関すること。 

(７) 水防活動に関すること。 

10 消防本部（総務課、警備課、予防課、消防署） 

(１) 防火等に係る啓発に関すること。 

(２) 火災予防対策に関すること。 

(３) 危険物等災害及び予防対策に関すること。 

(４) 消防力の充実に関すること。 

(５) 活動体制の整備に関すること。 

(６) 活動資機材の備蓄及び調達体制の整備に関すること。 

(７) 広域消防応援体制の整備に関すること。 

(８) 消防団の活動に関すること。 

(９) 災害情報の収集・伝達に関すること。 

(10) 避難の指示及び誘導に関すること。 

(11) 消火、救助、救急活動に関すること。 

(12) 行方不明者の捜索に関すること。 

(13) 緊急消防援助隊（広域消防応援隊）の受入れ及び配備に関すること。 

(14) 水防活動に関すること。 

11 教育委員会事務局（教育・こども部、生涯学習部） 

(１) 防災教育に関すること。 

(２) 災害時の応急教育に関すること。 

(３) 児童及び生徒の避難に関すること。 

(４) 被災児童及び生徒の就学援助に関すること。 

(５) 被災児童の就園援助に関すること。 

(６) 被災児童及び生徒の救護に関すること。 

(７) 避難所の開設等に対する協力に関すること。 

(８) 応急保育の実施に関すること。 

(９) 文化財応急対策に関すること。 

(10) 多言語による支援体制に関すること。 

 

第２ 大阪府 

１ 大阪府危機管理室 

災害予防、災害応急対策等に関する市及び関係機関との連絡調整に関すること。 

略 

 

第６ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

略 

３ 西日本電信電話株式会社、ＮＴＴコミュニケ－ションズ株式会社（関西営業支店）及び株

式会社ＮＴＴドコモ（関西支社） 

略 

４  ＫＤＤＩ株式会社（関西総支社） 

(１) 電気通信設備の整備と防災管理に関すること。 

(２) 応急復旧用通信施設の整備に関すること。 

(３) 津波警報、気象警報の伝達に関すること。 

(４) 災害時における重要通信確保に関すること。 

(５) 災害関係電報・電話料金の減免に関すること。 

(６) 被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること。 

(14) 土砂災害の防止に関すること。 

(15) 河川、水路の水害防止に関すること。 

(16) 水防活動に関すること。 

(17) 土砂災害応急対策活動に関すること。 

(18) 避難路及び緊急交通路の確保並びに関係機関との連絡調整に関すること。 

(19) 道路障害物の除去に関すること。 

(20) 道路、橋梁等の被災調査及び応急復旧に関すること。 

(21) 河川、水路等の被災調査及び応急復旧に関すること。 

７ 上下水道部 

(１) 上水道施設の整備及び防災対策に関すること。 

(２) 下水道施設の整備及び防災対策に関すること。 

(３) 上水道施設の被災調査及び応急復旧に関すること。 

(４) 下水道施設の被災調査及び応急復旧に関すること。 

(５) 給水活動に関すること。 

 

（新設） 

８ 消防本部 

(１) 防火等に係る啓発に関すること。 

(２) 火災予防対策に関すること。 

(３) 危険物等災害及び予防対策に関すること。 

(４) 消防力の充実に関すること。 

(５) 活動体制の整備に関すること。 

(６) 活動資機材の備蓄及び調達体制の整備に関すること。 

(７) 広域消防応援体制の整備に関すること。 

(８) 消防団の活動に関すること。 

(９) 災害情報の収集・伝達に関すること。 

(10) 避難の勧告・指示及び誘導に関すること。 

(11) 消火、救助、救急活動に関すること。 

(12) 行方不明者の捜索に関すること。 

(13) 緊急消防援助隊（広域消防応援隊）の受入れ及び配備に関すること。 

(14) 水防活動に関すること。 

９ 教育部（学校教育部・こども部・生涯学習部） 

(１) 防災教育に関すること。 

(２) 災害時の応急教育に関すること。 

(３) 児童及び生徒の避難に関すること。 

(４) 被災児童及び生徒の就学援助に関すること。 

(５) 被災児童の就園援助に関すること。 

(６) 被災児童及び生徒の救護に関すること。 

(７) 避難所の開設等に対する協力に関すること。 

(８) 応急保育の実施に関すること。 

(９) 文化財応急対策に関すること。 

（新設） 

 

第２ 大阪府 

１ 大阪府政策企画部危機管理室 

 災害予防、災害応急対策等に関する市及び関係機関との連絡調整に関すること。 

略 

 

第６ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

略 

３ 西日本電信電話株式会社（大阪支店）、ＮＴＴコミュニケ－ションズ株式会社（関西営業支

店）及び株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社） 

略 

４  ＫＤＤＩ株式会社（関西総支社） 

(１) 電気通信設備の整備と防災管理に関すること。 

(２) 応急復旧用通信施設の整備に関すること。 

(３) 津波警報、気象警報の伝達に関すること。 

(４) 災害時における重要通信確保に関すること。 

(５) 災害関係電報・電話料金の減免に関すること。 

(６) 被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること。 
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(７) 「災害用伝言ダイヤル」の提供に関すること。 

略 

５ ソフトバンク株式会社 

(１) 電気通信設備の整備と防災管理に関すること。 

(２) 応急復旧用通信施設の整備に関すること。 

(３) 津波警報、気象警報の伝達に関すること。 

(４) 災害時における重要通信確保に関すること。 

(５) 災害関係電報・電話料金の減免に関すること。 

(６) 被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること。 

(７) 「災害用伝言ダイヤル」の提供に関すること。 

６ 日本赤十字社（大阪府支部） 

(１) 災害医療体制の整備に関すること。 

(２) 災害救護用医薬品並びに血液製剤等の供給に関すること。 

(３) 災害時における医療助産等救護活動の実施に関すること。 

(４) 義援金品の募集、配分等の協力に関すること。 

(５) 避難所奉仕、ボランティアの受入れ・活動の調整に関すること。 

(６) 救援物資の備蓄に関すること。 

(７) 被災者等へのこころのケア活動の実施に関すること 

７ 日本放送協会（大阪放送局） 

８ 西日本高速道路株式会社（関西支社） 

９ 大阪ガス株式会社（南部導管部） 

10 日本通運株式会社（大阪国際輸送支店） 

11 関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社 

12 光明池土地改良区 

13 一般社団法人和泉市医師会 

14 一般社団法人和泉市歯科医師会 

15 和泉市薬剤師会 

(１) 災害時における医療救護及び公衆衛生の活動に関すること。 

(２) 医薬品の確保及び供給に関すること。 

16 一般社団法人大阪府ＬＰガス協会 

(１) ＬＰガス施設の整備と防災管理に関すること。 

(２) 災害時におけるＬＰガスによる二次災害防止に関すること。 

(３) 災害時におけるＬＰガス及びＬＰガス器具等の供給確保に関すること。 

(４) 被災ＬＰガス施設の復旧事業の推進に関すること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

第７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

（削除） 

 

 

 

 １ 泉北環境整備施設組合 

(１) 災害時におけるごみ、がれきの処理に関すること。 

(２) 災害時におけるし尿の処理に関すること。 

(３) 王子川都市下水路における被害調査及び応急復旧対策に関すること。 

 

２ その他公共的活動を営むもの 

 いずみの農業協同組合、和泉商工会議所等の産業経済団体、社会福祉協議会等の社

会福祉事業団体、町会・自治会、自主防災組織等の地域住民組織、大量の危険物を貯

蔵及び取り扱う事業所、ため池管理者、その他公共的活動を営むものは、市の行う防

災活動に対して公共的業務に応じて協力する。 

 

第６節 住民、事業者の基本的責務 

災害による被害を最小限にとどめるためには、公助（市や消防、警察等の行政機関の取組

み）に加え、自分の命は自分で守る「自助」と、共に助け合い自分たちの地域を守る「共助」

（新設） 

略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

５ 日本赤十字社（大阪府支部） 

(１) 災害医療体制の整備に関すること。 

(２) 災害救護用医薬品並びに血液製剤等の供給に関すること。 

(３) 災害時における医療助産等救護活動の実施に関すること。 

(４) 義援金品の募集、配分等の協力に関すること。 

(５) 避難所奉仕、ボランティアの受入れ・活動の調整に関すること。 

(６) 救援物資の備蓄に関すること。 

（新設） 

６ 日本放送協会（大阪放送局） 

７ 西日本高速道路株式会社（関西支社） 

８ 大阪ガス株式会社（南部導管部） 

９ 日本通運株式会社（堺支店） 

10 関西電力株式会社（岸和田営業所） 

11 光明池土地改良区 

12 一般社団法人和泉市医師会 

13 和泉市歯科医師会 

14 和泉市薬剤師会 

(１) 災害時における医療救護及公衆衛生の活動に関すること。 

(２) 医薬品の確保及び供給に関すること。 

15 一般社団法人大阪府ＬＰガス協会 

(１) ＬＰガス施設の整備と防災管理に関すること 

(２) 災害時におけるＬＰガスによる二次災害防止に関すること 

(３) 災害時におけるＬＰガス及びＬＰガス器具等の供給確保に関すること 

(４) 被災ＬＰガス施設の復旧事業の推進に関すること 

16 大阪広域水道企業団 

(１) 水道用水・工業用水道施設の耐震化等に関すること。 

(２) 水道用水・工業用水道の被害情報に関すること。 

(３) 災害時の緊急物資（飲料水）の確保に関すること。 

(４) 水道用水及び工業用水の供給確保に関すること。 

(５) 応急給水及び応急復旧に関すること。 

(６) 大阪広域水道震災対策中央本部組織の整備に関すること。 

第７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

 １ 泉北水道企業団 

(１) 水道施設の整備に関すること。 

(２) 水道施設における被害調査及び応急復旧対策に関すること。 

(３) 応急給水に関すること。 

 ２ 泉北環境整備施設組合 

(１) 災害時におけるごみ、がれきの処理に関すること。 

(２) 災害時におけるし尿の処理に関すること。 

(３) 王子川都市下水路における被害調査及び応急復旧対策に関すること。 

 

３ その他公共的活動を営むもの 

 いずみの農業協同組合、和泉商工会議所等の産業経済団体、市社会福祉協議会等の

社会福祉事業団体、町会・自治会、自主防災組織等の地域住民組織、大量の危険物を

貯蔵及び取り扱う事業所、ため池管理者、その他公共的活動を営むものは、市の行う

防災活動に対して公共的業務に応じて協力する。 

 

第６節 住民、事業所の基本的責務…P18 

「自らの安全は自ら守る」のが防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時から、食品、

飲料水その他の生活必需物資の備蓄や防災訓練への参加等、災害に対する備えを心がけるとと
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による防災活動を推進し、社会全体で防災意識を醸成させていくことが重要である。 

住民及び事業者は、自助、共助の理念のもと、平常時より災害に対する備えを進めるととも

に、多様な機関と連携・協力して様々な防災活動に取り組み、地域防災力の向上に努めなけれ

ばならない。 

第１ 住民の基本的責務 

住民は、自助、共助の理念のもと、平常時より災害に対する備えを心がけるとともに、災害

時には自らの安全を守るよう行動し、防災関係機関及び地域が行う防災活動との連携・協力、

過去の災害から得られた教訓の伝承に努める。 

 

１ 災害等の知識の習得 

(１) 防災訓練や防災講習等への参加 

(２) 地域の地形、危険場所等の確認 

(３) 過去の災害から得られた教訓の伝承 

２ 災害への備え 

(1) 家屋等の耐震化・適正管理、家具等の転倒・落下防止 

(２) 避難場所、避難経路の確認 

(３) 家族との安否確認方法の確認 

(４) 最低 3日分、できれば 1週間分の生活必需品等の備蓄 

(５) 災害時に必要な情報の入手方法の確認 

３ 地域防災活動への協力等 

(１) 地域の防災活動等への積極的な参加 

(２) 初期消火、救出救護活動への協力 

(３) 避難行動要支援者への支援 

(４) 地域住民による避難所の自主的運営 

(５) 国、府、市が実施する防災・減災対策への協力 

 

第２ 事業者の基本的責務 

事業者は、自助、共助の理念のもと、災害時に果たす役割を十分に認識し、災害時に重要業

務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、企業防災を推進するとともに、地域の

防災活動等に協力・参画するよう努めなければならない。 

また、災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業と

する者は、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するよう努める。 

 

 

 

１ 災害等の知識の習得 

(１) 従業員に対する防災教育、防災訓練の実施 

(２) 地域の地形、危険場所等の確認 

２ 災害への備え 

(１)  事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や非常時マニュアル等の整備 

(２) 事業所等の耐震化・適正管理、設備等の転倒・落下防止 

(３) 避難場所、避難経路の確認 

(４) 従業者及び利用者等の安全確保 

(５) 従業員の安否確認方法の確認 

(６) 最低３日分の生活必需品等の備蓄 

３ 出勤及び帰宅困難者への対応 

(１) 発災時のむやみな移動開始の抑制 

(２) 出勤及び帰宅困難者の一時的な受入れへの協力 

(３) 外部の帰宅困難者用の生活必需品等の備蓄 

(４) 災害時に必要な情報の入手・伝達方法の確認 

４ 地域防災活動への協力等 

(１) 地域の防災活動等への積極的な協力・参画 

(２) 初期消火、救出救護活動への協力 

(３)  国、府、市が実施する防災・減災対策への協力 

 

第３ ボランティアやＮＰＯ等多様な機関との連携 

市民及び事業者は、ボランティアやＮＰＯ等多様な機関と連携・協力して、防災訓練や防災

講習等を実施することで、災害時の支援体制を構築し、地域防災の担い手を確保するとともに、

避難行動要支援者の安否確認や自主的な避難所運営等の災害対応を円滑に行えるよう努めなけ

ればならない。 

もに、災害時には自らの安全を守るよう行動し、初期消火、近隣の負傷者・避難行動要支援者へ

の援助、避難所の自主的運営のほか、防災関係機関が行う防災活動との連携・協力、過去の災害

から得られた教訓の伝承に努める。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業所は、災害時に果たす役割（従業員や利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域への貢献）を十分に認識し、各事業者において、災害時に重要業務を継続するための事業

継続計画（ＢＣＰ）を作成するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐震

化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施するなど防災活動の維持に

努める。 

また、災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とす

る者は、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関

し、市が実施する防災に関する施策に協力するように努める。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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略 

第２編 災害予防対策 

 

第１章 防災体制の整備 

第 1節 総合的防災体制の整備 

 

第１ 組織体制の整備 

１ 市の組織体制の整備 

(１) 市は、総合的な防災対策を推進するため、防災に係る組織体制の整備・充実を図る。 

(２) 市は、災害時の応急対策活動を迅速かつ的確に実施できるよう、職員の配備体制・

勤務時間外における体制の整備を図るとともに、災害対策本部事務局の拠点の設置や

防災関係機関の現地情報連絡員を含めた情報共有の仕組みを構築する等、運営方法の

整備に努める。 

(３) 市と府は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制のもと、適切な

対応がとれるよう努める。 

(１) 平常時から活動する組織 

略 

イ 市防災推進会議 

  和泉市庁議等会議規程に基づく「部長会議」を活用し、平常時における総合的、計画的な

防災対策の推進を図る。 

 ＜部長会議構成員＞ 

  ・市長 

  ・副市長 

  ・部長(行政委員会総合事務局長、議会事務局長を含む) 

  ・副市長が指名するもの 

略 

２ 市の動員体制の整備 

  市は、災害時の組織体制の整備と併せて、応急対策活動を迅速かつ的確に実施できるよう、

職員の配備体制及び参集体制の整備を図る。 

(１) 職員の配備基準及び配備体制 

ア 事前配備  

  危機管理監は、次の配備基準に該当する場合には、関係部長と協議の上、市長の指示によ

り事前配備を指令する。 

略 

 

４ 防災中枢機能等の確保、充実 

市は、発災時に速やかな体制をとれるように、防災中枢機能等の確保、充実を図る。 

(１) 防災中枢施設の整備 

   市は、災害対策本部室等の防災中枢施設を整備するよう努める。 

   また、代替施設の選定などバックアップ対策を講じるとともに、保有する施設・設備に

おいて、電力供給が途絶した場合に備え、自家発電設備等の整備をはじめ多様な手段によ

る電力確保に努め防災拠点の自家発電設備等の整備を図り、十分な期間（最低 3 日間）の

発電が可能となるよう燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努めるものとする。 

略 

第２ 防災拠点機能の確保・充実 

略 

(２) 物資輸送拠点     緊急物資集積場所（市立市民体育館、市立コミュニティ体育館）、 

              ヘリポート（和泉市総合スポーツセンター、和泉市立光明池緑

地運動場） 

略 

(５) 応援部隊活動拠点   市コミュニティセンター､市立人権文化センター､和泉シティプ

ラザ､北部リージョンセンター、生涯学習サポート館、消防本部 

略 

 

第３ 装備資機材等の備蓄 

市は、応急対策及び応急復旧に、迅速に対応するため、必要な人材、装備・資機材等の確保、

整備に努める。特に、3次医療機関等の人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライン施

設については、早期に復旧できるよう体制等を強化することとする。 

また、資機材等の調達先、調達方法等についても災害時に迅速に活用できるよう、協力体制の

整備を推進する。 

略 

第２編 災害予防対策 

 

第１章 防災体制の整備 

第 1節 総合的防災体制の整備…P23 

 

第１ 組織体制の整備 

１ 市の組織体制の整備 

市は、総合的な防災対策を推進するため、防災に係る組織体制の整備・充実を図るとともに、

災害時の応急対策活動を迅速かつ的確に実施できるよう、職員の配備体制・勤務時間外におけ

る参集体制の整備を図る。 

 また、市と府は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制のもと、適切な対応

がとれるよう努める。 

 

 

(１) 平常時に活動する組織 

略 

イ 市防災推進会議 

  和泉市庁議等会議規程に基づく「部長会議」を活用し、平常時における総合的、計画的な防

災対策の推進を図る。 

  ＜部長会議構成員＞ 

   ・市長 

   ・副市長 

   ・部長(行政委員会総合事務局長、議会事務局長及び教育次長 を含む) 

   ・副市長が指名するもの 

略 

２ 市の動員体制の整備 

  市は、災害時の組織体制の整備と併せて、応急対策活動を迅速かつ的確に実施できるよう、

職員の配備体制及び参集体制の整備を図る。 

(１) 職員の配備基準及び配備体制 

ア 事前配備  

  市長公室長は、次の配備基準に該当する場合には、関係部長と協議の上、市長の指示によ

り事前配備を指令する 

略 

 

４ 防災中枢機能等の確保、充実 

  市は、発災時に速やかな体制をとれるように、防災中枢機能等の確保、充実を図る。 

(１) 防災中枢施設の整備 

   市は、災害対策本部室等の防災中枢施設を整備するよう努める。 

   また、代替施設の選定などのバックアップ対策、自家発電設備等の整備などに努める。 

 

 

 

略 

第２ 防災拠点機能の確保・充実 

略 

(２) 物資輸送拠点   緊急物資集積場所（市立市民体育館、市立コミュニティ体育館）、 

ヘリポート（関西トランスウェイスポーツスタジアム、和泉市総合

スポーツセンター、光明池緑地運動広場） 

略 

(５) 応援部隊活動拠点   市コミュニティセンター､市立人権文化センター､和泉シティプ

ラザ､北部リージョンセンター、南部リージョンセンター、生涯

学習サポート館、消防本部 

略 

第３ 装備資機材等の備蓄 

市は、応急対策及び応急復旧に、迅速に対応するため、必要な人材、装備・資機材等の確保、

整備に努める。 

また、資機材等の調達先、調達方法等についても災害時に迅速に活用できるよう、協力体制の

整備を推進する。 
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略 

第４ 防災訓練の実施 

略 

７ 避難訓練 

(１) 市 

 和泉警察署等防災関係機関の協力を得て、災害時に安全に避難できるよう、避難方法、避難

指示の伝達及び避難誘導等の訓練を行う。訓練の際には住民等の協力を得て実施するものとす

るが、特に高齢者、障がい者等の避難行動要支援者の積極的な参加を呼び掛け、より現実に即

した訓練を行う。 

略 

第５ 広域防災体制の整備 

市は、平常時から、大規模災害をも視野に入れ、訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手

続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意しながら、広域的な視点に立った防災体制の整備

を図る。 

略 

５ 応援受入れ体制の整備 

 市は、応援要請後、他市町村からの応援部隊が効率的に応援活動を実施できるよう、受入れ

窓口や指揮連絡系統の明確化した和泉市災害時受援計画を活用するとともに、職員への周知徹

底を図る。なお、平常時から協定を締結した他市町村との間で、訓練、情報交換等を実施する。 

 また、被災市区町村応援職員確保システムを活用した応援職員の受入れについて、訓練等を

通じて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努めるものとする。 

略 

７ 緊急消防援助隊の受入れ体制の整備 

 市は、国内で発生した地震等の大規模災害時における消防活動をより効果的に実施するため

設置されている「緊急消防援助隊」との連携、受入れ体制の整備を図る。 

 

第７ 防災に関する調査研究の推進 

市は、災害の未然防止と被害の軽減を図り、かつ総合的、計画的な防災対策を推進するため、

災害要因、被害想定及び防災体制等について、調査研究を継続的に実施する。 

また、市は府と連携し、地震・津波の想定にあたっては、古文書等の分析、地形・地質の調

査、津波堆積物調査など科学的知見に基づく調査結果を踏まえ、できるだけ過去に遡って地震・

津波の発生等をより正確に把握し、地震活動の長期評価を行っている地震調査研究推進本部と

連携するものとする。 

なお、情報通信技術の発達を踏まえ、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピューティング技術、Ｓ

ＮＳなど、ＩＣＴの防災施策への積極的な活用に努める。 

略 

第８ 自治体被災による行政機能の低下等への対策 

略 

３ 応援・受援体制の整備 

略 

 (２) 計画に定める主な内容 

ア  組織体制の整備 

イ  他の自治体等から応援のために派遣される職員による人的応援の要請・受入れ 

ウ  人的応援に係る担当部局との調整 

エ  災害ボランティアの受入れ 

オ  人的支援等の提供の調整 

カ  全国の自治体等に対する物的応援の要請・受入れ 

キ  人的・物的資源の管理及び活用 

略 

第 10 事業者・ボランティアとの連携 

市は、企業等との間で連携強化を進め、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災

情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、民間事業者との間で協定を

締結するなど、協力体制を構築することにより、民間事業者のノウハウや能力等を活用しなが

ら、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努めるとともに、

協定締結等の連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手続等の確認を

行うなど、実効性の確保に留意する。また、市は、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管

理する施設の把握に努める。 

また、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の重要性を踏まえ、その自

主性を尊重しつつ、災害対策全般において、ボランティア団体等と連携した取組みが行えるよ

う、ボランティアの活動環境の整備、ミスマッチ解消に向けたコーディネート、防災協定の締

略 

第４ 防災訓練の実施 

略 

７ 避難訓練 

(１) 市 

 和泉警察署等防災関係機関の協力を得て、災害時に安全に避難できるよう、避難方法、避難

の勧告・指示の伝達及び避難誘導等の訓練を行う。訓練の際には住民等の協力を得て実施する

ものとするが、特に高齢者、障がい者等の避難行動要支援者の積極的な参加を呼び掛け、より

現実に即した訓練を行う。 

略 

第５ 広域防災体制の整備 

市は、平常時から、大規模災害をも視野に入れ、広域的な視点に立った防災体制の整備を図る。 

略 

 

 

５ 応援受入体制の整備 

 市は、応援要請後、他市町村からの応援部隊が効率的に応援活動を実施できるよう、受入窓

口や指揮連絡系統の明確化及びマニュアルの整備を推進するとともに、職員への周知徹底を図

る。また、平常時から協定を締結した他市町村との間で、訓練、情報交換等を実施する。 

 

 

略 

７ 緊急消防援助隊の受入体制の整備 

 市は、国内で発生した地震等の大規模災害時における消防活動をより効果的に実施するため

設置されている「緊急消防援助隊」との連携、受入体制の整備を図る。 

 

第７ 防災に関する調査研究の推進 

市は、災害の未然防止と被害の軽減を図り、かつ総合的、計画的な防災対策を推進するため、

災害要因、被害想定及び防災体制等について、調査研究を継続的に実施する。 

略 

 

 

 

 

 

 

第８ 自治体被災による行政機能の低下等への対策 

略 

３ 応援・受援体制の整備 

略 

(２) 計画に定める主な内容 

ア  組織体制の整備 

イ  他の自治体等から応援のために派遣される職員による人的応援の要請・受け入れ 

ウ  人的応援に係る担当部局との調整 

エ  災害ボランティアの受け入れ 

オ  人的支援等の提供の調整 

カ  全国の自治体等に対する物的応援の要請・受け入れ 

キ  人的・物的資源の管理 

略 

第 10 事業者・ボランティアとの連携 

市は、企業等との間で連携強化を進め、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災

情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、民間事業者との間で協定を締

結するなど、協力体制を構築することにより、民間事業者のノウハウや能力等を活用しながら、

災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努める。また、市は、

輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設の把握に努める。 

また、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の重要性を踏まえ、その自

主性を尊重しつつ、災害対策全般において、ボランティア団体等と連携した取組みが行えるよ

う、防災協定の締結やコーディネート機能の強化に努める。 

 

 



資料１ 

- 13 - 
 

（新）和泉市地域防災計画（本編）（案） （旧）和泉市地域防災計画（本編）（平成 30 年 12 月） 

結等に努める。 

資料編  ○ ２－１ 相互応援協定一覧    

 

 

第２節 情報収集伝達体制の整備 

関係機関 
いずみアピール課、政策企画室、公民協働推進室、産業振興室、都市整備室、

消防本部 

市は、災害発生時に被害情報を迅速に収集するとともに、相互の情報連絡が円滑に行えるよ

う、平常時から大規模停電を含めた情報収集伝達体制の確立に努める。また、災害の未然防止

及び被害の軽減のため、気象等観測体制の整備に努める。 

さらに、全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）と市防災行政無線及び市メールマガジン（い

ずみメール）等と接続し、災害情報等を瞬時に伝達するシステムとして活用する。 

第１ 災害情報収集伝達システムの基盤整備 

市及び防災関係機関は、無線通信網の多重化対策、施設設備の耐震化対策及び停電対策を一層

強化するとともに、相互に連携して防災情報システムの構築を図る。また、電気通信回線は、

災害時の使用を考慮し，十分な回線容量を確保する。 

各防災関係機関は、非常用電源設備を整備するとともに、無線設備や非常用電源設備の保守点

検の実施と的確な操作の徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所や洪水等

による浸水のない階層への設置やかさ上げ等を図る。 

市は、被災者等への情報伝達手段として、特に市防災行政無線等の無線系機能の充実を図ると

ともに、インターネット配信や携帯電話の活用も含め、要配慮者にも配慮した多様な情報伝達

手段の整備に努める。 

略 

第２ 情報収集・伝達体制の強化 

 市は、被害情報の収集体制の整備、伝達窓口の明確化に努めるとともに、様々な環境下にあ

る住民や職員に対し、津波警報等が確実に伝わるよう関係事業者の協力を得つつ、防災行政無

線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ、災害情

報共有システム（Ｌアラート）、市ホームページやメール、ソーシャルネットワーキングサービ

ス（ＳＮＳ）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ワンセグ、フルセグ等を用いた伝達手

段の多重化・多様化を図り、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める等、情報収集伝

達体制の強化を進める。また、職員の情報分析力の向上を図るとともに被害情報及び関係機関

が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要約・検索するため、最新の

情報通信関連技術の導入に努めるなど、情報収集伝達体制の強化を進める。 

 特に、突発的な災害発生の場合に備え、情報収集伝達が行えるよう緊急対策員をあらかじめ

指名しておくとともに、合わせて消防本部が 24 時間体制の確立を図る。 

 勤務時間外の体制は、次のとおりとする 

 

 

 

 

略 

第３ 災害広報・広聴体制の整備 

２ 災害時の広聴体制の整備 

 府、市及びライフライン事業者は、住民等から寄せられる被害状況や応急対策状況等に関す

る問い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応できるよう、あらかじめ専用電話や専用ファ

ックス、相談窓口などの体制を整備する。 

略 

４ 停電時の住民への情報提供 

   府、市及び電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被

害情報等の伝達に係る体制の整備に努めるものとする。 

５  被災者への情報伝達体制の整備 

   総務省及び電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者へ

の周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備

を図るものとする。 

略 

 

第３節 消火・救助・救急体制の整備 

略 

第１ 消防力の充実 

 

資料編  ○ ２－１ 相互応援協定等一覧    

 

 

第２節 情報収集伝達体制の整備…P34 

関係機関 
政策企画室、公民協働推進室、いずみアピール課、農林課、道路河川室、消防

本部 

市は、災害発生時に被害情報を迅速に収集するとともに、相互の情報連絡が円滑に行えるよ

う、平常時から情報収集伝達体制の確立に努める。また、災害の未然防止及び被害の軽減のた

め、気象等観測体制の整備に努める。 

さらに、全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）と市防災行政無線及び市メールマガジン（い

ずみメール）等と接続し、災害情報等を瞬時に伝達するシステムとして活用する。 

第１ 災害情報収集伝達システムの基盤整備 

市及び防災関係機関は、無線通信網の多重化対策、施設設備の耐震化対策及び停電対策を一層

強化するとともに、相互に連携して防災情報システムの構築を図る。また，電気通信回線は，災

害時の使用を考慮し，十分な回線容量を確保する。 

各防災関係機関は、非常用電源設備を整備するとともに、無線設備や非常用電源設備の保守点

検の実施と的確な操作の徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所や洪水等

による浸水のない階層への設置やかさ上げ等を図る。 

市は、被災者等への情報伝達手段として、特に市防災行政無線等の無線系機能の充実を図ると

ともに、インターネット配信や携帯電話の活用も含め、要配慮者にも配慮した多様な情報伝達

手段の整備に努める。 

略 

第２ 情報収集・伝達体制の強化 

 市は、被害情報の収集体制の整備、伝達窓口の明確化に努めるとともに、様々な環境下にあ

る住民や職員に対し、津波警報等が確実に伝わるよう関係事業者の協力を得つつ、防災行政無

線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ、災害情報

共有システム（Ｌアラート）、市ホームページやメール、ソーシャルネットワーキングサービス

（ＳＮＳ）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化・

多様化を図る。また、職員の情報分析力の向上を図るとともに被害情報及び関係機関が実施す

る応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関

連技術の導入に努めるなど、情報収集伝達体制の強化を進める。 

 特に、突発的な災害発生の場合に備え、情報収集伝達が行えるよう緊急対策員をあらかじめ

指名しておくとともに、合わせて消防本部が 24 時間体制の確立を図る。 

 

 勤務時間外の体制は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

略 

第３ 災害広報・広聴体制の整備 

２ 災害時の広聴体制の整備 

 住民等から寄せられる被害状況や応急対策状況等に関する問い合わせ、要望、意見等に対し

て適切に対応できるよう、あらかじめ専用電話や専用ファックス、相談窓口などの体制を整備

する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

略 

 

第３節 消火・救助・救急体制の整備…P37 

略 

第１ 消防力の充実 

消防本部 （伝達系統） 関係課職員 

危機管理監 関係部局・機関 

関係部局･機関 消防本部 （伝達系統） 関係課職員 

防災担当部長 関係部局・機関 

関係部局・機関 
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本市には、常備消防として和泉消防署、中央消防署、北分署、南分署を配置しており、また

非常備消防として消防団本部及び市内に 9個の消防分団を配置している。 

略 

資料編 ○ ２－８ 消防本部・消防団における消防力等の現況 

    ○ ２－９ 消防水利の現況 

 

第４節 災害時医療体制の整備 

関係機関 
健康づくり推進室、和泉市立総合医療センター、医師会・歯科医師会・薬剤

師会 

 

 市は、災害時の医療救護活動が迅速かつ連続して適切に行えるよう、府及び医療関係機関と

連携しながら、災害時医療体制を整備する。府は、医療の応援について近隣府県間における協

定の締結を促進する等、医療活動相互応援体制の整備に努めるとともに、関西広域連合とも連

携し、災害医療コーディネーター（災害時小児周産期リエゾンなどを含む）及び災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）の充実強化や実践的な訓練の実施、関西広域連合管内のドクターヘリによ

る災害時の機動的かつ効果的な運航体制の構築、ドクターヘリ運航要領に定める災害時の運用、

複数機のドクターヘリ等が離着陸可能な参集拠点等の確保等を通じて、救急医療活動等の支援

体制の整備に努める。 

また、大規模災害発生時において医療救護活動等が中長期にわたることも見据え、主に急性期

医療を担う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）から中長期的な医療を担う医療救護班への円滑な

移行等を図るため、災害医療コーディネーター（災害時小児周産期リエゾンなどを含む）も参

加する訓練等を通じて、派遣調整を行うスキームの一層の改善に努めるとともに、被災地域外

からの医療救護班の受入れや派遣についてのコーディネート機能の整備等に努める。さらに、

他府県が被災した場合に、被災地域への医療救護班の派遣や患者の受入れについても支援に努

める。 

第１ 災害医療の基本的考え方 

略 

１ 現地医療活動 

患者がまず最初に受ける応急手当あるいは一次医療を、医療救護班等が「救護所」において

実施する。 

略 

(３) 和泉保健所内に保健所保健医療調整本部が設置された場合であり、市単独では十分対応

できない程度の災害の場合は、和泉保健所に医療救護班の派遣調整を要請する。 

略 

２ 後方医療活動 

略 

(４) 医療機関を機能別・地域別に体系化し、重症度、緊急度にあった適切な患者の搬送・受入

れを行う。 

略 

第６ 患者等搬送体制の確立 

略 

１ 患者搬送 

市は、特定の医療機関へ患者が集中しないよう、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

の受入れ可能病床情報等に基づく適切な搬送体制を確立する。 

略 

３ 医薬品等物資の輸送 

医薬品等の受入れ及び救護所等への配送供給体制を確立する。 

略 

第８ 関係機関協力体制の確立 

 市は、和泉保健所健康危機管理会議を活用し、災害時の医療救護方策の検討や訓練の実施

など、地域の実情に応じた災害時医療体制を構築する。 

略 

 

第５節 緊急輸送体制の整備 

関係機関 
公民協働推進室、都市整備室、土木維持管理室、近畿地方整備局、鳳土木事務

所、西日本高速道路(株) 

 

市は、災害発生時に救助・救急、医療、消火並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施す

るため、緊急輸送体制の整備に努めるとともに、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべ

本市には、常備消防として和泉市消防署及び池田分署、北分署、南分署、松尾出張所を配置し

ており、また非常備消防として消防団本部及び市内に９個の消防分団を配置している。 

略 

資料編  ○ ２－８ 市消防本部・消防団における消防力等の現況 

     ○ ２－９ 消防水利の現況 

 

第４節 災害時医療体制の整備…P39 

関係機関 
病院経営管理課、健康づくり推進室、和泉市立総合医療センター、医師会・歯

科医師会・薬剤師会 

 

 市は、災害時の医療救護活動が迅速かつ連続して適切に行えるよう、医療関係機関と連携し

ながら、災害時医療体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 災害医療の基本的考え方 

略 

１ 現地医療活動 

患者がまず最初に受ける応急手当あるいは一次医療を、医療救護班等が「救護所」において

実施する。 

略 

(３) 和泉保健所内に地域災害医療本部が設置された場合であり、市単独では十分対応できな

い程度の災害の場合は、和泉保健所に医療救護班の派遣調整を要請する。 

略 

２ 後方医療活動 

略 

 (４) 医療機関を機能別・地域別に体系化し、重症度、緊急度にあった適切な患者の搬送・受

入を行う。 

略 

第６ 患者等搬送体制の確立 

略 

１ 患者搬送 

市は、特定の医療機関へ患者が集中しないよう、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

の受け入れ可能病床情報等に基づく適切な搬送体制を確立する。 

略 

３ 医薬品等物資の輸送 

医薬品等の受け入れ及び救護所等への配送供給体制を確立する。 

略 

第８ 関係機関協力体制の確立 

 市は、和泉保健所管内健康危機管理関係機関連絡会議を活用し、災害時の医療救護方策の

検討や訓練の実施など、地域の実情に応じた災害時医療体制を構築する。 

略 

 

第５節 緊急輸送体制の整備…P43 

関係機関 
公民協働推進室、道路河川室、土木維持管理室、近畿地方整備局、鳳土木事務

所、西日本高速道路株式会社 

 

市は、災害発生時に救助・救急、医療、消火並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施する

ため、緊急輸送体制の整備に努めるとともに、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき
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き道路、鉄道等の輸送施設及びトラックターミナル、体育館等の輸送拠点について把握・点検

する。                          

略 

第１ 陸上輸送体制の整備 

１ 緊急交通路の選定 

(１) 広域緊急交通路 

 府は、災害時の応急活動を迅速かつ的確に実施するため、府県間を連絡する主要道路、府域

の広域防災拠点、後方支援活動拠点などを連絡する主要道路、各市町村の輸送拠点及び災害拠

点病院を連絡する主要道路を広域緊急交通路（重点路線：国道 26 号、大阪和泉泉南線 その他

の路線：国道 170 号、泉大津美原線、国道 480 号、富田林泉大津線、三林岡山線、市道伯太 2

号線 自動車専用路線：阪和自動車道、堺泉北道）として選定している。 

略 

６ 重要物流道路の指定等 

国土交通大臣は、災害時も含めた安定的な輸送を確保するため、府及び道路管理者と協議の 

うえ、物流上重要な道路輸送網を重要物流道路として指定し、機能強化及び重点支援を実施す

る。 

７ 備品等の整備 

 通行禁止等を示す看板やカラーコーン等、必要な備品の整備に努める。 

８ 道路障害物除去対策の検討 

  障害物を除去する道路の優先順位及び除去方法について検討する。 

略 

                                           

第６節 避難受入れ体制の整備                   

関係機関 

公民協働推進室、税務室、滞納債権整理回収課、産業振興室、福祉総務課、

高齢介護室、障がい福祉課、健康づくり推進室、生活福祉課、都市政策室、

建築・開発指導室、建築住宅室、都市整備室、土木維持管理室、学校園管理

室 

市は、災害から住民を安全に避難させるため、避難場所、避難路、避難所を選定し、住民に

周知するとともに、総合的、計画的な避難対策を推進し、住民の安全を確保する。 

なお、指定緊急避難場所については、災害種別に応じて被災が想定されない安全区域内に立

地する施設等又は安全区域外に立地するが災害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等

の水位以上の高さに避難者の受入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災

害発生時に迅速に避難場所の開放を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定する。ま

た、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生する

おそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、

日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相

互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当である場

合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。また、指定緊急避難場所や

避難所に避難した避難者について、住民票の有無等に関わらず適切に受入れられるよう、地域

の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受入れる方策について定める

よう努めるものとする。 

略 

第３ 指定避難所等の指定、整備 

略 

１ 指定避難所の指定 

 指定避難所は、非構造部材も含めた耐震化・不燃化の促進、非常用電源の確保等、避難の実

施に必要な設備・機器の整備に努める。具体的には次のとおりとする。 

(１) 学校等の公共的施設等を対象に、できるだけ津波による浸水の危険性の低い場所に、地

域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で、被災者

が避難生活を送るための指定避難所をあらかじめ指定し、住民への周知徹底を図る。 

略 

(２) 指定避難所については、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速や

かに被災者等を受入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害

による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定する。 

 

略 

(４) 指定避難所の施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、

照明等の設備の整備に努める。また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、

感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携

して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。さ

道路、鉄道等の輸送施設及びトラックターミナル、体育館等の輸送拠点について把握・点検す

る。 

略 

第１ 陸上輸送体制の整備 

１ 緊急交通路の選定 

(１) 広域緊急交通路 

 府は、災害時の応急活動を迅速かつ的確に実施するため、府県間を連絡する主要道路、府域

の広域防災拠点、後方支援活動拠点などを連絡する主要道路、各市町村の輸送拠点及び災害拠

点病院を連絡する主要道路を広域緊急交通路（重点路線：国道 26 号、大阪和泉泉南線 その他

の路線：国道 170 号、泉大津美原線 自動車専用路線：近畿自動車道、堺泉北有料道路）とし

て選定している。 

略 

（新設） 

 

 

 

６ 備品等の整備 

 通行禁止等を示す看板やカラーコーン等、必要な備品の整備に努める。 

７ 道路障害物除去対策の検討 

 障害物を除去する道路の優先順位及び除去方法について検討する。 

略 

 

第６節 避難受入れ体制の整備…P45 

関係機関 

公民協働推進室、税務室、健康づくり推進室、福祉総務課、高齢介護室、障が

い福祉課、生活福祉課、都市政策課、建築・開発指導室、建築住宅課、公園緑

地課、道路河川室、土木維持管理室、教育総務室 

市は、災害から住民を安全に避難させるため、避難場所、避難路、避難所を選定し、住民に周

知するとともに、総合的、計画的な避難対策を推進し、住民の安全を確保する。 

なお、指定緊急避難場所については、災害種別に応じて被災が想定されない安全区域内に立

地する施設等又は安全区域外に立地するが災害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等

の水位以上の高さに避難者の受入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災

害発生時に迅速に避難場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定する。ま

た、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生する

おそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、

日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相

互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当である場

合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

 

 

 

略 

第３ 指定避難所の指定、整備 

略 

１ 指定避難所の指定 

指定避難所は、非構造部材も含めた耐震化・不燃化の促進、非常用電源の確保等、避難の実施

に必要な設備・機器の整備に努める。具体的には次のとおりとする。 

(１) 学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、災害に対する安全性等に

配慮し、その管理者の同意を得た上で、被災者が避難生活を送るための指定避難所をあらかじ

め指定し、住民への周知徹底を図る。 

略 

(２) 指定避難所については、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速や

かに被災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災

害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定す

る。 

略 

(４) 指定避難所の施設については、必要に応じ、避難生活の環境を良好に保つために、換気、

照明等の設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ

等の機器の整備を図る。 
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らに、被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図るとともに、

通信設備の整備等を進め、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるものとする。 

略 

３ 避難所の管理運営体制の整備 

 市は、府が示した「避難所運営マニュアル作成指針」及び内閣府が示した「男女共同参画の

視点からの防災・復興ガイドライン」を踏まえて、以下の点に留意して、避難所運営マニュア

ルを作成する。 

また、併せて、管理運営体制を整備するとともに、住民等に対し、あらかじめ、避難所の運

営管理のために必要な知識等の普及に努める。 

(１) 避難所の良好な生活環境を確保するための運営基準やその取組み方法を明確にする。 

(２) 要配慮者に対する必要な支援を明確にする。 

(３) 市職員以外の者でも避難所を立ち上げることができるようわかりやすい内容とする。 

第４ 避難所、避難場所及び避難路の周知 

避難所や避難場所・避難路の指定にあたり、市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を

設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対

応した避難場所であるかを明示するよう努める。あわせて、市は、災害種別一般図記号を使っ

た避難場所標識等の見方に関する周知に努める。 

 また、避難場所標識等については、案内図記号（ＪＩＳ Ｚ8210）の「災害種別一般図記号」

及び図記号を使った表示方法に係る「災害種別避難誘導標識システム（ＪＩＳ Ｚ9098）」を用

いる。 

 なお、指定した避難所や避難場所、避難路については、洪水、土砂災害、津波ハザードマッ

プ等により日頃から周知に努める。 

さらに、避難場所のうち、臨時へリポートに指定されているところにあっては、上空から施

設を確認できるよう、施設名の対空表示に努める。 

また、近畿地方測量部は、発災時の避難誘導や応急活動を支援するため、避難路、緊急輸送

道路など防災上重要な経路を構成する道路や災害時の拠点となる公共施設、指定緊急避難場所

等を反映した地理空間情報の整備、公開に努めるものとする。 

第５ 避難誘導体制の整備  

 被災者を安全な場所に迅速適切に避難させるため、平素から特に次のような点に留意して、

避難誘導 体制の確立を図る。 

１ 市 

発災時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成する。 

なお、防災訓練の実施や避難誘導については、防災マップの作成・配布等により、災害の概

要その他避難に資する情報の提供に努めるものとする。 

また、地域特性を考慮した避難誘導体制の整備に努めるとともに、避難行動要支援者の誘導

に配慮し、集団避難が行えるよう町会・自治会などの地域住民組織や自主防災組織、民生委員・

児童委員、福祉サービス事業者、ボランティア等と連携した体制づくりを図る。その際，水害

と土砂災害，複数河川の氾濫，台風等による高潮と河川洪水との同時発生等，複合的な災害が

発生することを考慮するよう努める。  

さらに、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保といった避難情報について、河川管理者，

水防管理者、気象庁等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報

を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、伝達方法、警戒レベルに対応した避難行動や避難の際

の留意点等を明確にしたマニュアルを作成し、住民への周知に努める。特に、土砂災害につい

ては，危険な急傾斜地から離れる方向に速やかに避難する訓練を行うなど、実践的な避難訓練

の実施等による住民の意識啓発に努める。 

なお、このマニュアルの作成に関しては、「大阪府版避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成

ガイドライン」（平成 19 年 11 月）を参考にするとともに、近年の都市型豪雨や大型台風等に対

応するため、タイムライン等の最新の知見を参考にするなど、適宜、改訂する。 

略 

第６ 広域避難体制の整備 

 市は、円滑な広域避難が可能となるよう、他の自治体との広域一時滞在に係る応援協定締結

や被災者の搬送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定締結、発災時の具体的な避難・

受入れ方法を含めた手順等をあらかじめ定めるよう努める。 

略 

第８ 応急危険度判定体制の整備 

略 

２ 被災宅地危険度判定制度の整備 

(１) 被災宅地危険度判定士の養成、登録 

 市は、府と連携協力し、危険度判定講習会を開催し、被災宅地危険度判定士の養成、登録を

行う。 

 

 

略 

３ 避難所の管理運営体制の整備 

 市は、府が示した「避難所運営マニュアル作成指針」及び内閣府が示した「男女共同参画の視

点からの防災・復興の取組指針」を踏まえて、以下の点に留意して、避難所運営マニュアルを作

成する。 

また、併せて、管理運営体制を整備するとともに、住民等に対し、あらかじめ、避難所の運営

管理のために必要な知識等の普及に努める。 

(１) 避難所の良好な生活環境を確保するための運営基準やその取組み方法を明確にする。 

(２) 要配慮者に対する必要な支援を明確にする。 

(３) 市職員以外の者でも避難所を立ち上げることができるようわかりやすい内容とする。 

第４ 避難所、避難場所及び避難路の周知 

避難所や避難場所・避難路の指定にあたり、市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を

設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対

応した避難場所であるかを明示するよう努める。あわせて、市は、災害種別一般図記号を使っ

た避難場所標識等の見方に関する周知に努める。 

 また、避難場所標識等については、案内図記号（ＪＩＳ Ｚ8210）の「災害種別一般図記号」

及び図記号を使った表示方法に係る「災害種別避難誘導標識システム（ＪＩＳ Ｚ9098）」を用

いる。 

 なお、指定した避難所や避難場所、避難路については、洪水、土砂災害、津波ハザードマップ

等により日頃から周知に努める。 

さらに、避難場所のうち、臨時へリポートに指定されているところにあっては、上空から施設

を確認できるよう、施設名の対空表示に努める。 

 

 

 

第５ 避難誘導体制の整備 

 被災者を安全な場所に迅速適切に避難させるため、平素から特に次のような点に留意して、

避難誘導 体制の確立を図る。 

１ 市 

発災時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成する。 

また、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により、その内容の住民等に対する周知

徹底を図るための措置を講じる。 

また、地域特性を考慮した避難誘導体制の整備に努めるとともに、避難行動要支援者の誘導

に配慮し、集団避難が行えるよう町会・自治会などの地域住民組織や自主防災組織、民生委員・

児童委員、福祉サービス事業者、ボランティア等と連携した体制づくりを図る。その際，水害と

土砂災害，複数河川の氾濫，台風等による高潮と河川洪水との同時発生等，複合的な災害が発

生することを考慮するよう努める。 

さらに、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）、といった避難情報につい

て、河川管理者，水防管理者、気象庁等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、

収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、伝達方法及び避難の際の留意点等を明

確にしたマニュアルを作成し、住民への周知に努める。特に、土砂災害については，危険な急傾

斜地から離れる方向に速やかに避難する訓練を行うなど、実践的な避難訓練の実施等による住

民の意識啓発に努める。 

なお、このマニュアルの作成に関しては、「大阪府版避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガ

イドライン」（平成 19 年 11 月）を参考にするとともに、近年の都市型豪雨や大型台風等に対応

するため、タイムライン等の最新の知見を参考にするなど、適宜、改訂する。 

略 

第６ 広域避難体制の整備 

 市は、円滑な広域避難が可能となるよう、他の自治体との広域一時滞在に係る応援協定締結

や被災者の搬送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定締結、発災時の具体的な避難・

受入方法を含めた手順等をあらかじめ定めるよう努める。 

略 

第８ 応急危険度判定体制の整備 

略 

２ 被災宅地危険度判定制度の整備 

(１) 被災宅地危険度判定士の養成、登録 

 市は、府と連携協力し、危険度判定講習会を開催し、被災宅地危険度判定士の養成、登録を行

う。 
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(２) 実施主体の整備 

 市は、判定主体として、資器材の整備、被災宅地危険度判定士受入れ体制の整備など、実施

体制の整備を図る。 

第９ 応急仮設住宅等の事前準備 

 府の被害想定調査結果に基づく応急仮設住宅の建設用地確保のため、市は、あらかじめ都市

公園、公共空地等の中から、建設候補地の選定に努める。なお当面は下表のとおりとする。 

また、災害時には関係団体と連携し迅速に斡旋できる体制の整備に努める。 

 

施     設     名 所   在   地 面   積 

和泉市総合スポーツセンター  下宮町 160 番地  9,946ｍ2 

和泉市立光明池緑地運動場  光明台三丁目36番1号 15,680ｍ2 

和泉市立光明池球技場 室堂町 1066 番地 12,600ｍ2 

略 

 

第１１ 罹災証明書の発行体制の整備 

 市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明書の

交付の担当部局を定め、家屋被害認定調査員の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協

定の締結、住家被害認定調査及び罹災証明書発行業務の要員名簿の作成等を計画的に進めるな

ど、り災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。また、住家被害の調査や罹災

証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局とが非常時の情報共有体制についてあらか

じめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住

家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めるものとするとともに、被災建築物の応急危

険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、住宅に関する各種調査が個

別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険

損害調査との違い等について、被災者に明確に説明するものとする。 

 市は、罹災証明書の交付が遅滞なく行えるよう、家屋被害認定調査員のための研修等により、

災害時の家屋被害認定の迅速化を図るとともに育成した調査の担当者の名簿への登録、他の市

町村や民間団体との応援協定の締結等により、応援体制の強化を図る。 

略 

 

第７節 緊急物資確保体制の整備 

略 

第１ 給水体制の整備 

１ 応急給水体制の整備 

市は、震災による断水が発生した場合に備え、市内 6 箇所の配水池に緊急遮断弁を設置し、

また市内 6 箇所の小中学校の耐久性緊急貯水槽を整備し、災害時においても市民が最低限の生

活を維持するための水道水を確保できるよう努めている。また、大阪広域水道企業団や近隣市

との相互応援協定や日本水道協会への応援要請により応急給水体制を整えることとしている。 

(１) 相互応援体制の整備 

 迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を相互に行うために、

市は、日本水道協会、大阪広域水道企業団等と連携した体制を整備する。 

(２) 応急給水活動計画の整備 

(３) 給水車等の配備、給水用資機材やアルミ缶備蓄水の備蓄及びその情報交換等の体制の整

備 

略 

 

 

 

第２ 食料・生活必需品の確保 

 市は、府及び防災関係機関と相互に協力して、食料・生活必需品の確保に努める。 

１ 食料・生活必需品の備蓄 

(１) 重要物資の備蓄 

 市は、府の地震被害想定に基づく必要量を参考に、次の重要物資を年次的、計画的に備蓄す

る。 

 なお、府の地震被害想定に基づく備蓄等の考え方及び備蓄の現況は、資料編に掲載のとおり

である。 

ア アルファ化米、ビスケットなど 

市は、要給食者の 1食分を備蓄する。 

イ 高齢者用食、粉ミルク、液体ミルク（乳アレルギーに対応したものを含む。）、哺乳瓶 

(２) 実施主体の整備 

 市は、被災宅地危険度判定士受入れ体制の整備など、実施体制の整備を図る。 

 

第９ 応急仮設住宅等の事前準備 

 府の被害想定調査結果に基づく応急仮設住宅の建設用地確保のため、市は、あらかじめ都市

公園、公共空地等の中から、建設候補地の選定に努める。なお当面は下表のとおりとする。 

また、災害時における被災者用の住居として利用可能な公共住宅や民間住宅の空家等の把握

に努め、災害時に迅速に斡旋できる体制の整備に努める。 

施     設     名 所   在   地 面   積 

関西トランスウェイスポーツスタジアム 

（和泉市総合スポーツセンター） 
 下宮町 160 番地  9,946ｍ2 

光明池緑地運動広場  光明台三丁目36番 16号 15,680ｍ2 

光明池球技場 室堂町 1066 番地 12,600ｍ2 

略 

第１１ り災証明書の発行体制の整備 

 市は、災害時にり災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明書の

交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応

援協定の締結等を計画的に進めるなど、り災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努

める。また、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査な

ど、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性

や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者に明確に説明するものと

する。 

 市は、り災証明書の交付が遅滞なく行えるよう、家屋被害認定調査員のための研修等により、

災害時の家屋被害認定の迅速化を図るとともに育成した調査の担当者の名簿への登録、他の市

町村や民間団体との応援協定の締結等により、応援体制の強化を図る。 

 

 

 

略 

 

第７節 緊急物資確保体制の整備…P51 

略 

第１ 給水体制の整備 

１ 給水体制の整備 

市は、府及び大阪広域水道企業団と相互に協力して、災害発災後３日間は１日１人あたり３

の飲料水を供給し、それ以降は順次供給量を増加できるよう体制の整備に努める。 

(１) 給水拠点の整備（浄水場・配水池容量の増強、緊急遮断弁及び自家発電設備を有するポ

ンプ設備〔拠点給水設備〕、給水栓付き空気弁〔あんしん給水栓〕、飲料水専用耐震性緊急貯水槽

等の整備等） 

(２) ボトル水等の備蓄 

(３) 給水車等の配備、給水用資機材の備蓄、陸路・海路による調達及びその情報交換等の体

制の整備 

(４) 応急給水マニュアルの整備 

(５) 相互応援体制の整備 

   迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うために、市

は、府及び大阪広域水道企業団と相互に協力して大阪広域水道震災対策中央本部体制を整

備する。 

略 

第２ 食料・生活必需品の確保 

市は、府及び防災関係機関と相互に協力して、食料・生活必需品の確保に努める。 

１ 食料・生活必需品の備蓄 

(１) 重要物資の備蓄 

 市は、府の地震被害想定に基づく必要量を参考に、次の重要物資を年次的、計画的に備蓄す

る。 

 なお、府の地震被害想定に基づく備蓄等の考え方及び備蓄の現況は、資料編に掲載のとおり

である。 

ア アルファ化米、ビスケットなど 

市は、要給食者の１食分を備蓄する。 

イ 高齢者用食、粉ミルク、哺乳瓶 
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市は、高齢者用食 1食分、粉ミルク、液体ミルク（乳アレルギーに対応したものを含む。）を 1

日分以上、哺乳瓶は必要量を備蓄する。 

ウ 毛布 

市は、避難者のうち高齢者、年少者等配慮を要する者の必要量を備蓄する。府は、その他の避

難者の必要量を備蓄する。 

エ 衛生用品（おむつ、生理用品等） 

市は、1日分を備蓄する。 

オ 仮設トイレ 

市は、男女を配慮し必要量を確保する。 

(２) その他の物資の確保 

 下記の物資については流通備蓄等により、確保体制の整備に努める。 

ア 主食（精米、即席麺など） 

イ 飲料水（ボトル水など） 

ウ 副食（野菜、漬物、菓子類など） 

エ 被服（肌着等） 

オ 炊事道具・食器類（鍋、炊飯用具等） 

カ 光熱用品（ＬＰガス、ＬＰガス器具、簡易コンロ、乾電池、懐中電灯等） 

キ 日用品（石けん、タオル、ティッシュペーパー、歯ブラシ、ラップ等） 

ク 医薬品等（常備薬、救急セット、マスク、消毒液） 

ケ ブルーシート、土のう袋 

コ 仮設風呂・仮設シャワー 

サ 簡易ベッド、間仕切り等 

シ 要援護高齢者、障がい者等用介護機器、補装具、日常生活用具等（車いす、トイレ、視覚

障がい者用つえ、補聴器、点字器等） 

ス 棺桶、遺体袋等 

２ 備蓄・供給体制の整備 

(１) 市は、災害に備え和泉市立総合医療センター、和泉市総合スポーツセンター、フチュー

ル和泉、和泉シティプラザ、北部リージョンセンター、南部リージョンセンター等の備蓄拠点

及び各指定避難所に備蓄倉庫を配備し、分散備蓄を推進し、備蓄拠点から各指定避難所への物

資の配送及び支給体制の整備に努める。 

(２) 定期的に備蓄物資の点検及び更新を行う。 

(３) 定期的に流通在庫量を調査しておくとともに、手持ち備蓄物資が不足する場合に備えて、

あらかじめ協定等の締結を推進し、食品業者等からの調達体制（共同備蓄や相互融通を含む。）

を確立する。 

(４) 備蓄箇所の増設に努める。 

(５)  物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録

に努める。 

略 

第３ 物資等の事前状況確認 

 大規模な災害発生のおそれがある場合、府及び市は、事前に物資調達・輸送調整等支援シス

テムを用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速

やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するな

ど、備蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努める。 

 また、府、国及び電気事業者等は、それぞれが所有する電源車、発電機等の現在時点の配備

状況等を確認の上、リスト化するよう努めるものとする。加えて、国は、災害応急対策に係る

重要施設を有する所管事業者に対して、あらかじめ、燃料備蓄の補給状況等、災害に備えた事

前の準備状況の確認を行うものとし、府は、災害応急対策に係る重要施設の管理者に対して、

同様の確認を行うよう努める。 

 

第８節 ライフライン確保体制の整備 

関係機関 

都市整備室、土木維持管理室、経営総務課、水道工務課、浄水課、下水道整備

課、関西電力（株）、関西電力送配電(株) 、大阪ガス(株) 、西日本電信電話

(株)、（株）ＮＴＴドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ（株）、ソフトバンク（株） 

略 

第１ 上水道 

１ 取組方針 

 上水道施設の災害時の被害を最小限にとどめ、速やかに被害施設の復旧を図ることを目的と

する。 

２ 上水道施設災害予防の取り組み 

 上水道施設の被害軽減のための諸対策を実施し、災害時の被害を最小限にとどめるよう万全

市は、高齢者用食１食分、粉ミルクを１日分以上、哺乳瓶は必要量を備蓄する。 

ウ 毛布 

市は、避難者のうち高齢者、年少者等配慮を要する者の必要量を備蓄する。府は、その他の避難

者の必要量を備蓄する。 

エ 衛生用品（おむつ、生理用品等） 

市は、１日分を備蓄する。 

オ 仮設トイレ 

市は、男女を配慮し必要量を確保する。 

 

(２) その他の物資の確保 

 下記の物資については流通備蓄等により、確保体制の整備に努める。 

ア 主食（精米、即席麺など） 

イ 飲料水（ボトル水など） 

ウ 副食（野菜、漬物、菓子類など） 

エ 被服（肌着等） 

オ 炊事道具・食器類（鍋、炊飯用具等） 

カ 光熱用品（ＬＰガス、ＬＰガス器具、簡易コンロ、乾電池、懐中電灯等） 

キ 日用品（石けん、タオル、ティッシュペーパー、歯ブラシ、ラップ等） 

ク 医薬品等（常備薬、救急セット） 

ケ 仮設風呂・仮設シャワー 

コ 簡易ベッド、間仕切り等 

サ 要援護高齢者、障がい者等用介護機器、補装具、日常生活用具等（車いす、トイレ、盲人用

つえ、補聴器、点字器等） 

シ 棺桶、遺体袋等 

 

２ 備蓄・供給体制の整備 

(１) 市は、災害に備え和泉市立総合医療センター、和泉市立総合スポーツセンター、フチュ

ール和泉、和泉シティプラザ、北部リージョンセンター、南部リージョンセンター等の備蓄拠

点及び各指定避難所に備蓄倉庫を配備し、分散備蓄に努める。 

 

(２) 定期的に備蓄物資の点検及び更新を行う。 

(３) 定期的に流通在庫量を調査しておくとともに、手持ち備蓄物資が不足する場合に備えて、

あらかじめ協定等の締結を推進し、食品業者等からの調達体制（共同備蓄や相互融通を含む。）

を確立する。 

(４) 備蓄箇所の増設に努める。 

（新設） 

 

略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８節 ライフライン確保体制の整備…P53 

関係機関 

道路河川室、土木維持管理室、経営総務課、水道工務課、浄水課、下水道整

備課、大阪広域水道企業団、関西電力(株) 、大阪ガス(株) 、西日本電信電

話(株) 

略 

第１ 上水道（市、大阪広域水道企業団） 

１ 計画方針 

 上水道施設の耐災害性を強化し、災害時の被害を最小限にとどめ、速やかに被害施設の復旧

を図ることを目的とする。 

２ 上水道施設災害予防計画 

 上水道施設の被害軽減のための諸対策を実施し、災害時の被害を最小限にとどめるよう万全
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の予防措置を講ずる。 

(１) 施設の整備事業については、日本水道協会制定の「水道施設設計指針」、「水道施設耐震

工法指針」等によって、施設の耐震化を推進する。 

(２) 常時監視及び巡回点検を実施し、施設設備の維持保全に努める。 

(３) 施設の老朽度に応じ、更新を計画的に推進する。 

３ 応急復旧体制の強化 

(１) 施設の被害状況等を迅速に把握し、復旧活動等及びその支援を的確に行うためのネット

ワークを活用する。 

(２) 関係機関との協力体制を整備する。 

(３) 応急復旧マニュアル等を整備する。 

略 

 

 

 

 

 

 

６ 相互応援体制の整備 

 迅速な復旧活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を相互に行うために、市は、

日本水道協会、大阪広域水道企業団等と連携した体制を整備する。 

第２ 下水道 

１ 計画方針 

 災害時における被害の拡大防止、衛生的生活環境の維持及び迅速かつ的確な応急復旧を行う

ために、防災体制を整備する。 

２ 下水道施設災害予防の取り組み 

 災害による下水道施設の被害を最小限にとどめ、雨水、汚水の迅速な排除により低地域の浸

水等を防止するため、次の措置を講ずる。 

(１) 下水道施設の整備 

(２) 下水道施設の点検・調査 

(３) 下水道施設の改築・修繕 

(４) 電気設備の動力源の確保 

略 

 

４ 災害対策用資機材の整備、点検 

(１) 災害時必要な復旧用資機材を把握し、調達、備蓄により確保する。 

(２) 資機材の点検に努め、緊急時の体制を確保する。 

略 

６ 相互応援体制の整備 

 施設の点検、復旧要員の確保を図るため、大阪府を通じ、近畿ブロック支援に関する申し合

わせに基づく相互応援体制及び、日本下水道管路管理業協会からの協定に基づく支援体制等を

活用するとともに、他市町村との相互応援体制を整備する。 

第３ 電力（関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社） 

 災害時における被害の拡大防止、電力の安定供給及び迅速かつ的確な応急復旧を行うために、

防災体制を整備する。 

１ 応急復旧体制の強化 

(１) 被害状況を迅速かつ的確に把握する体制、システムの整備・強化に努める。 

(２) 災害対策組織をあらかじめ定めておく。また、災害により拠点が被災した場合の災害対

策活動拠点についてもあらかじめ定めておく。 

(３) 対策要員の動員体制を整備する。 

(４) 重要施設への電力を確保するため、優先復旧についてあらかじめ計画を策定する。 

(５) 平時から市防災会議への参加により災害時の情報提供、収集など相互連携体制を整備し

ておく。 

(６) 防災関係機関との連携強化により平時の各種訓練の相互参画、定期的な会議及び情報交

換の実施、災害発生時の連絡体制の確立、相互協力を行う。 

略 

第４ ガス（大阪ガス株式会社） 

略 

第５ 電気通信（西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ株式

会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

略 

の予防措置を講ずる。 

(１) 市及び大阪広域水道企業団の行う配水管整備事業については、日本水道協会制定の「水

道施設設計指針」、「水道施設耐震工法指針」等によって、施設の耐震化を推進する。 

(２) 施設の耐震性及び供給体制等について、施設等の総合的な点検検討を行い、その結果に

基づいて必要な施設等の整備増強を図る。 

(３) 浄水場・配水池容量の増強、管路の多重化（連絡管等の整備）、水源の複数化等バックア

ップ機能を強化する。 

(４) 常時監視及び巡回点検を実施し、施設設備の維持保全に努める。 

(５) 施設の老朽度に応じ、更新、予備施設の整備等を計画的に推進する。 

３ 応急復旧体制の強化 

(１) 施設の被害状況等を迅速に把握し、復旧活動等及びその支援を的確に行うための情報通

信システム（水道情報通信ネットワーク）を整備する。 

(２) 管路の多重化等によりバックアップ機能を強化する。 

(３) 関係機関との協力体制を整備する。 

(４) 応急復旧マニュアル等を整備する。 

(５) 管路図等の管理体制を整備する。 

略 

６ 相互応援体制の整備 

 上水道においては、迅速な復旧活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うため

に、府及び大阪広域水道企業団と協力して大阪広域水道震災対策中央本部体制を整備する。 

第２ 下水道（市） 

１ 計画方針 

 災害時における被害の拡大防止、衛生的生活環境の維持及び迅速かつ的確な応急復旧を行う

ために、防災体制を整備する。 

２ 下水道施設災害予防計画 

 災害による下水道施設の被害を最小限にとどめ、雨水、汚水の迅速な排除により低地域の浸

水等を防止するため、次の措置を講ずる。 

(１) 下水道施設の整備 

(２) 老朽管等の敷設替え 

(３) 構築物の更新、補強 

(４) 機械設備の更新、補強 

(５) 動力源の確保 

略 

４ 災害対策用資機材の整備、点検 

(１) 災害時必要な復旧用資機材を把握し、調達、備蓄により確保する。 

(２) 資機材の点検に努め、緊急時の輸送体制を確保する。 

略 

６ 協力応援体制の整備 

 施設の点検、復旧要員の確保を図るため、府及び他市町村間との協力応援体制を整備する。 

 

 

第３ 電力（関西電力株式会社岸和田営業所） 

 災害時における被害の拡大防止、電力の安定供給及び迅速かつ的確な応急復旧を行うために、

防災体制を整備する。 

１ 応急復旧体制の強化 

(１) 被害状況を迅速かつ的確に把握する体制、システムの整備に努める。 

(２) 災害対策組織をあらかじめ定めておく。また、災害により拠点が被災した場合の災害対

策活動拠点についてもあらかじめ定めておく。 

(３) 対策要員の動員体制を整備する。 

(４) 重要施設への電力を確保するため、優先復旧についてあらかじめ計画を策定する。 

(５) 平時から市防災会議への参加により災害時の情報提供、収集など相互連携体制を整備し

ておく。 

(６) 防災関係機関との連携強化により平時の各種訓練の相互参画、定期的な会議及び情報交

換の実施、災害発生時の連絡体制の確立、相互協力を行う。 

略 

第４ ガス（大阪ガス株式会社南部導管部）  

略 

第５ 電気通信（西日本電信電話株式会社（大阪支店）、（株）NTT ドコモ（関西支社）、ＫＤＤ

Ｉ株式会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

略 
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第６ 住民への広報 

ライフラインに関わる事業者は、災害時の対応について広報活動を実施し、利用者の意識 

の向上を図る。 

１ 市は、飲料水等の備蓄の重要性、節水並びに水質汚濁防止や非常時の下水排除の制限等に

ついて広報する。 

２ 関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社並びに大阪ガス株式会社は、飛散物による停

電の拡大や、感電、漏電、ガスの漏洩、爆発、出火等の二次災害を防止するため、災害時に

おける注意事項等について広報する。 

３ 西日本電信電話株式会社等は、災害時の通信輻輳の緩和のため、緊急通話以外の電話の自

粛並びに緊急通話する場合にかかりやすい公衆電話等、災害と電話について広報する。 

 

第９節 交通確保体制の整備 

関係機関 
都市整備室、土木維持管理室、西日本旅客鉄道(株) 、泉北高速鉄道(株) 、南

海バス(株) 

略 

第１０節 要配慮者支援体制の整備 

関係機関 

公民協働推進室、人権・男女参画室、福祉総務課、高齢介護室、障がい福祉課、

生活福祉課、子育て支援室、健康づくり推進室、消防本部、こども未来室、生

涯学習推進室、社会福祉協議会 

略 

第１ 避難行動要支援者に対する支援体制整備 

１ 避難行動要支援者支援プラン等の作成 

市は、地域や近隣住民による自助・共助を基本として、災害時の安否確認（被災状況の把握

等を含む）や避難誘導などを円滑に行うなど、地域の実情に応じた避難行動要支援者の支援対

策を推進するため、災害対策基本法の改正を踏まえ、国が市町村を対象に策定した「避難行動

要支援者の避難行動支援に関する取組指針（令和 3年 5月改定）」及び府が改訂する「避難行動

要支援者支援プラン作成指針」（旧：災害時要援護者支援プラン作成指針）に基づき、次の事項

の考え方をもとに「避難行動要支援者支援プラン」を定めるとともに、平常時より避難行動要

支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿及び避難行動要支援者同意台帳（両名簿

については以下、「名簿」という。）を作成する。 

また、災害時の避難支援等を実効性があるものとするため、全体計画に加え、名簿の作成に

合わせて、平常時から、個別支援計画の策定を進める。その際には、地域の特性や実情を踏ま

えつつ、名簿情報に基づき、個別に避難行動要支援者等と調整し、策定することに努める。 

(１) 避難支援等関係者になり得る者 

避難支援等関係者になり得る者は、町会・自治会、消防団、警察機関、民生委員・児童委

員、社会福祉協議会に限らず、地域に根差した幅広い団体の中から、活動実態を把握して、

地域の実情により、避難支援等関係者を決定する。 

(２) 名簿に掲載する者の範囲 

市内に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に

自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支

援を要する者とし、以下の要件を目安とする。 

要件の設定にあたっては、要介護状態区分、各障がい手帳の等級等の要件に加え、地域に

おいて真に重点的・優先的支援が必要と認められる者が支援対象から漏れないようにするた

めの要件を設ける。 

以下のア～オに該当し在宅で居住する者を対象とする。 

ア 身体障がい者手帳 1級・2級（呼吸器以外の内部障がいを除く） 

イ 療育手帳Ａ 

ウ 精神障がい者保健福祉手帳 1級 

エ 要介護 3・4・5と認定された者  

オ 上記のほか、自力で避難所まで移動すること又は避難所の場所を理解することが困難な者

で、避難支援等関係者が推薦する者 

(３) 名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

名簿には、掲載者の氏名、生年月日、性別、住所、電話番号その他の連絡先、避難支援等

を必要とする事由、その他避難支援等の実施に必要な事項を掲載する。その入手方法として、

避難行動要支援者登録申請書兼同意書の提出等に基づいて行う。また、平常時から避難支援

等関係者に名簿情報を提供することについては、避難行動要支援者登録申請書兼同意書にて

同意する旨を確認したうえで行う。 

(４) 名簿の更新に関する事項 

名簿を更新する期間や仕組みをあらかじめ構築し、可能な限り名簿情報を最新の状態に保つ。 

また、転居や死亡等により、避難行動要支援者の異動が住民登録の変更等により確認された

第６ 住民への広報 

ライフラインに関わる事業者は、災害時の対応について広報活動を実施し、利用者の意識の

向上を図る。 

１ 市は、飲料水等の備蓄の重要性、節水並びに水質汚濁防止や非常時の下水排除の制限等に

ついて広報する。 

２ 関西電力株式会社並びに大阪ガス株式会社は、感電、漏電、ガスの漏洩、爆発、出火等の二

次災害を防止するため、災害時における注意事項等について広報する。 

 

３ 西日本電信電話株式会社等は、災害時の通信輻輳の緩和のため、緊急通話以外の電話の自

粛並びに緊急通話する場合にかかりやすい公衆電話等、災害と電話について広報する。 

 

第９節 交通確保体制の整備…P58 

関係機関 
道路河川室、土木維持管理室、西日本旅客鉄道(株) 、泉北高速鉄道(株) 、南

海バス(株) 

略 

第１０節 要配慮者支援体制の整備…P59 

関係機関 

公民協働推進室、人権・男女参画室、健康づくり推進室、高齢介護室、福祉総

務課、障がい福祉課、生活福祉課、こども未来室、消防本部、市社会福祉協議

会 

略 

第１ 障がい者・高齢者等に対する支援体制整備 

１ 避難行動要支援者支援プラン等の作成 

市は、地域や近隣住民による自助・共助を基本として、災害時の安否確認（被災状況の把握等

を含む）や避難誘導などを円滑に行うなど、地域の実情に応じた避難行動要支援者の支援対策

を推進するため、災害対策基本法の改正を踏まえ、国が市町村を対象に策定した「避難行動要

支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成 25 年８月策定）」及び府が改訂する「避難行動

要支援者支援プラン作成指針」（旧：災害時要援護者支援プラン作成指針）に基づき、次の事項

の考え方をもとに「避難行動要支援者支援プラン」の全体計画を定めるとともに、平常時より

避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

また、災害時の避難支援等を実効性があるものとするため、全体計画に加え、避難行動要支

援者名簿の作成に合わせて、平常時から、個別計画の策定を進める。その際には、地域の特性や

実情を踏まえつつ、名簿情報に基づき、個別に避難行動要支援者と具体的な打合せを行いなが

ら、策定することに努める。 

(１) 避難支援等関係者になり得る者 

避難支援等関係者になり得る者は、町会・自治会、消防団、警察機関、民生委員・児童委

員、市社会福祉協議会に限らず、地域に根差した幅広い団体の中から、活動実態を把握して、

地域の実情により、避難支援等関係者を決定する。 

(２) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

市内に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に

自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支

援を要する者とし、以下の要件を目安とする。 

要件の設定にあたっては、要介護状態区分、各障がい手帳の等級等の要件に加え、地域に

おいて真に重点的・優先的支援が必要と認める者が支援対象から漏れないようにするための

要件を設ける。 

ア 身体障がい者手帳 1級・2級（呼吸器以外の内部障がいを除く） 

イ 療育手帳Ａ 

ウ 精神保健福祉手帳 1級 

エ 要介護 3・4・5のうち施設入所していない者 

オ 上記のほか、登録を希望する者のうち避難支援者の推薦がある者 

 

 

(３) 避難行動要支援者名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

避難行動要支援者名簿（以下、「名簿」という。）には、掲載者の氏名、生年月日、性別、

住所、電話番号その他の連絡先、避難支援等を必要とする事由、その他避難支援等の実施に

必要な事項を名簿に掲載する。また、その入手方法として、名簿に掲載された者に対して、

平常時から避難支援等関係者に対して名簿情報を提供することについて同意の確認を行う。 

(４) 名簿の更新に関する事項 

名簿を更新する期間や仕組みをあらかじめ構築し、可能な限り名簿情報を最新の状態に保つ。 

また、転居や死亡等により、避難行動要支援者の異動が住民登録の変更等により確認された

場合は、更新時に名簿から削除する。 
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場合や（2）の要件に満たない者は、更新時に名簿から削除する。 

(５) 名簿情報の適切な管理 

庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の

適切な管理に努める。 

(６) 名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するための措置 

以下の事項を徹底する。 

ア 名簿には秘匿性の高い個人情報も含まれるため、名簿は、当該避難行動要支援者を担当す

る地域の避難支援等関係者に限り提供する。 

イ 避難行動要支援者に関する個人情報が無用に共有、利用されないよう指導する。 

ウ 災害対策基本法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを十分に

説明する。 

エ 施錠可能な場所への名簿の保管等、保管については適切に行うよう指導する。 

オ 受け取った名簿を必要以上に複製しないよう指導する。 

カ 名簿の提供先が個人ではなく団体である場合には、その団体内部で名簿を取扱う者を限定

するよう指導する。 

キ 名簿情報の取扱状況を必要に応じ報告させる。 

ク 名簿の提供先に対し、個人情報の取扱いに関する研修を開催する。 

(７) 避難行動要支援者が円滑に避難の立退きをできるための通知又は警告の配慮 

避難支援等関係者が名簿を活用して着実な情報伝達及び早い段階での避難行動を促進でき

るよう、その発令及び伝達にあたっては、以下の点に留意する。 

ア 高齢者や障がい者等にも分かりやすい言葉や表現を用いた説明により、一人一人に的確に

伝わるようにする。 

イ 同じ障がいであっても、必要とする情報伝達の方法等は異なることに留意する。 

ウ 高齢者や障がい者に合った、必要な情報を提供する。 

エ 防災行政無線や広報車による情報伝達に加え、携帯端末等を活用し、緊急速報メールを活

用するなど、複数の手段を有機的に組み合わせる。 

オ 避難行動要支援者自身が情報を取得できるよう、テレビ、携帯電話等への災害情報の伝達

を活用する。 

(８) 避難支援等関係者の安全確保 

避難支援等関係者は、本人又はその家族等の生命及び身体の安全を守ることが大前提である

ことから、可能な範囲で避難支援等を行えるよう、避難支援等関係者の安全確保に十分に配

慮する。 

２ 避難行動要支援者の情報把握 

 福祉担当や防災担当をはじめとする関係部署や町会・自治会、民生委員・児童委員、介護保

険事業者、障がい福祉サービス事業者、ボランティア団体等が連携し、避難行動要支援者の情

報把握に一層努める。 

３ 支援体制の整備 

 事前に把握した避難行動要支援者の情報をもとに、安否確認や避難誘導、避難所での支援な

どを円滑に実施するため、市社会福祉協議会、町会・自治会や自主防災組織、民生委員・児童

委員、社会福祉協議会、福祉サービス事業者、ボランティア団体等と連携を図り、必要な支援

体制の整備に努める。 

４ 福祉避難所における体制整備 

 府と連携を図りながら、福祉避難所（二次的避難所）等において、避難行動要支援者の相談

や介護等に必要な支援対策が円滑に実施できる要員の確保に努める。 

 また、避難所の設置を継続するような規模の災害が発生した場合、府と連携し、高齢者や障

がい者、子どものほか、傷病者といった地域における災害時要配慮者に対する福祉支援を行う

大阪府災害派遣福祉チーム（大阪ＤＷＡＴ）を市へ派遣できるように関係機関と共に体制を整

備するものとする 

【ＤＷＡＴ（ディーワット）】 

災害時における、長期避難者の生活機能低下や要介護度の重度化など二次被害防止のため、

一般避難所で要配慮者（高齢者や障がい者、子ども等）に対する福祉支援を行う民間の福祉専

門職で構成するチーム 

略 

第３ 福祉避難所の指定 

市は、府と連携を図りながら、社会福祉施設、公共宿泊施設等の管理者との協議により、指

定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な要配慮者のため、福祉避難所を指定

する。また、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、災害が発生した

場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮

者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保される施設を、福祉避難所として指定する

とともに、福祉避難所の役割について住民に周知する。 

(５) 名簿情報の適切な管理 

庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の

適切な管理に努める。 

(６) 名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するための措置 

以下の事項を徹底する。 

ア 名簿には秘匿性の高い個人情報も含まれるため、名簿は、当該避難行動要支援者を担当す

る地域の避難支援等関係者に限り提供する。 

イ 地域の自主防災組織等に対して市内全体の名簿を提供しないなど、避難行動要支援者に関

する個人情報が無用に共有、利用されないよう指導する。 

ウ 災害対策基本法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを十分に

説明する。 

エ 施錠可能な場所への名簿の保管を行うよう指導する。 

オ 受け取った名簿を必要以上に複製しないよう指導する。 

カ 名簿の提供先が個人ではなく団体である場合には、その団体内部で名簿を取扱う者を限定

するよう指導する。 

キ 名簿情報の取扱状況を報告させる。 

ク 名簿の提供先に対し、個人情報の取扱いに関する研修を開催する。 

(７) 要配慮者が円滑に避難するための立退きを行うことができるための通知又は警告の配慮 

避難支援等関係者が名簿を活用して着実な情報伝達及び早い段階での避難行動を促進できる

よう、その発令及び伝達にあたっては、以下の点に留意する。 

ア 高齢者や障がい者等にも分かりやすい言葉や表現、説明などにより、一人一人に的確に伝

わるようにする。 

イ 同じ障がいであっても、必要とする情報伝達の方法等は異なることに留意する。 

ウ 高齢者や障がい者に合った、必要な情報を提供する。 

エ 防災行政無線や広報車による情報伝達に加え、携帯端末等を活用し、緊急速報メールを活

用するなど、複数の手段を有機的に組み合わせる。 

オ 避難行動要支援者自身が情報を取得できるよう、テレビ、携帯電話等への災害情報の伝達

を活用する。 

(８) 避難支援等関係者の安全確保 

避難支援等関係者は、本人又はその家族等の生命及び身体の安全を守ることが大前提である

ことから、可能な範囲で避難支援等を行えるよう、避難支援等関係者の安全確保に十分に配

慮する。 

２ 避難行動要支援者の情報把握 

 福祉担当や防災担当をはじめとする関係部署や民生委員・児童委員、介護保険事業者、障が

い福祉サービス事業者、ボランティア団体等が連携し、避難行動要支援者の情報把握に一層努

める。 

３ 支援体制の整備 

 事前に把握した避難行動要支援者の情報をもとに、安否確認や避難誘導、避難所での支援な

どを円滑に実施するため、市社会福祉協議会、町会・自治会や自主防災組織、民生委員・児童委

員、福祉サービス事業者等と連携を図り、必要な支援体制の整備に努める。 

 

４ 福祉避難所における体制整備 

 府と連携を図りながら、福祉避難所（二次的避難所）等において、避難行動要支援者の介護・

医療的ケアなど相談や介助などの支援対策が円滑に実施できる要員の確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

第３ 福祉避難所の指定 

市は、府と連携を図りながら、社会福祉施設等の管理者との協議や民間事業者との協力によ

り、要配慮者が相談や介護・医療的ケアなどの必要な生活支援が受けられるなど、安心して生

活ができる体制を整備した、福祉避難所（二次的避難所）の指定をするとともに、福祉避難所の

役割について住民に周知する。 
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略 

第４ 外国人に対する防災対策の充実 

市は、日本語の理解が十分でない外国人のために、市内在住の外国人と来市外国人旅行者で

は行動特性や情報ニーズが異なることを踏まえ、大阪府国際交流財団（ＯＦＩＸ）や市国際交

流協会、国際協力活動を行うＮＰＯ、ＮＧＯと連携しながら、多言語による防災に関するマッ

プやパンフレットを作成・配布し、防災知識の普及・啓発に努める。 

〈具体的対応〉 

１ 多言語による相談支援体制の整備 

 災害時には、原則として地域の避難所への避難で対応するものとしているが、日本語でのコ

ミュニケーションが十分にできない外国人が、日常生活に不安を抱かないように各種関係団体

との連携強化及び多言語による相談支援体制の整備に努める。 

２ 多言語版防災マップの作成 

 英語等主要多言語による「防災マップ」「パンフレット」を作成する。 

３ 多言語による情報提供 

 日本語でのコミュニケーションが十分にできない外国人に対し、災害時に安心して生活でき

るよう市国際交流協会と連携を図り、多言語、やさしい日本語表記、ルビふり等により情報を

提供する。 

また、気象庁をはじめとする国の防災関係機関は、防災・気象情報が確実に伝達できるよう、

多言語化等の環境の整備を図る。 

４ 来市外国人旅行者に対する支援 

 来市外国人旅行者に対しては、早期帰国等に向けた災害情報等を多言語で提供するためのポ

ータルサイトやＳＮＳを通じて発信する等、外国人に配慮した支援に努める。 

また、観光案内所等における多言語での情報提供の充実に努める。 

５ 気象庁をはじめとする国の防災関係機関は、防災・気象情報が確実に伝達できるよう、多

言語化等の環境の整備を図る。 

第５ 避難行動要支援者以外の要配慮者に対する配慮 

市は、避難行動要支援者以外の要配慮者に対しても、災害時における情報提供や避難誘導そ

の他の必要な支援において、配慮に努める。 

 

資料編  ○ ２－１６ 福祉避難所一覧 

○ ２－１８ 社会福祉施設一覧 
 

第１１節 帰宅困難者支援体制の整備 

関係機関 公民協働推進室、産業振興室 

大規模地震等により公共交通機関等が停止した場合、自力で帰宅できない帰宅困難者が多数

発生することが予想される。 

帰宅困難者が一斉に徒歩帰宅を開始した場合、混雑による集団転倒や火災、沿道建物からの落

下物等により死傷する危険性があるとともに、救助・救急活動や緊急輸送活動など応急対策活

動が妨げられるおそれもある。 

このため、市は、府と連携して、一斉帰宅の抑制を図るため、「むやみに移動を開始しない」

という基本原則の広報等を行うとともに、事業所に対して、交通機関の運行が停止した際に従

業員や観光客等を待機させることや、その際に必要となる備蓄などについて働きかけ、可能な

範囲で地域における「共助」の活動を事業者等に働きかける。 

道路・鉄道情報の共有について、市は府と連携して主要幹線道路の情報や鉄道の運行状況を

関係者で情報共有する仕組みを確立するとともに、市民に対しこれらの情報入手方法について

普及啓発を図る。 

また、情報の提供にあたっては、防災関係機関が連携し、利用者自らが次の行動を判断でき

るよう、利用者視点での情報提供に取り組む。 

なお、具体的な対策としては、関西広域連合が策定した「関西広域帰宅困難者対策ガイドラ

イン」に基づき実施される訓練などを通じ、実効性のある帰宅困難者支援の取組みを行う。 

第１ 帰宅困難者対策の普及・啓発活動 

 災害発生後、従業員等がむやみに移動を開始して二次災害が発生することを防止するため、

市は、府と連携して、企業等に対して次のような施設内待機等に係る計画を策定するための働

きかけを行う。 

１ むやみに移動を開始することは避ける。 

２  発災時間帯別に企業等が従業員等にとるべき行動。 

３ 企業等内に滞在するために必要な物資を確保し、男女別のスペースを設置する。 

４ 従業員等に対する情報入手、伝達方法を周知する。 

５ 従業員等が家族等の安否確認を行う手段を確認（家族間であらかじめ決定）する。 

６ 大規模な集客施設等の管理者は、利用者の誘導体制を整備する。 

略 

第４ 外国人に対する防災対策の充実 

市は、日本語の理解が十分でない外国人のために、市内在住の外国人と来市外国人旅行者で

は行動特性や情報ニーズが異なることを踏まえ、大阪府国際交流財団（OFIX）や市国際交流協

会、国際協力活動を行うＮＰＯ、ＮＧＯと連携しながら、多言語による防災に関するマップや

パンフレットを作成・配布し、防災知識の普及・啓発に努める。 

〈具体的対応〉 

１ 多言語による相談支援体制の整備 

 災害時には、原則として地域の避難所への避難で対応するものとしているが、日本語でのコ

ミュニケーションが十分にできない外国人が、日常生活に不安を抱かないように多言語による

相談支援体制の整備に努める。 

２ 多言語版防災マップの作成 

 英語等主要多言語による「防災マップ」「パンフレット」を作成し配布する。 

３ 多言語による情報提供 

 日本語でのコミュニケーションが十分にできない外国人に対し、災害時に安心して生活でき

るよう市国際交流協会と連携を図り、多言語、やさしい日本語表記、ルビふり等により情報を

提供する。 

４ 来市外国人旅行者に対する支援 

 来市外国人旅行者に対しては、早期帰国等に向けた災害情報等を多言語で提供するためのポ

ータルサイトを通じて発信する等、外国人に配慮した支援に努める。 

 

 

 

（新設） 

 

第５ その他の要配慮者に対する配慮 

市は、避難行動要支援者以外の要配慮者に対しても、災害時における情報提供や避難誘導そ

の他の必要な支援において、配慮に努める。 

 

資料編  ○ ２－１８ 社会福祉施設一覧 

○ ２－１６ 福祉避難所一覧 
 

第１１節 帰宅困難者支援体制の整備…P63 

関係機関 いずみアピール課、公民協働推進室、商工労働室 

大規模地震等により公共交通機関等が停止した場合、自力で帰宅できない帰宅困難者が多数

発生することが予想される。 

帰宅困難者が一斉に徒歩帰宅を開始した場合、混雑による集団転倒や火災、沿道建物からの落

下物等により死傷する危険性があるとともに、救助・救急活動や緊急輸送活動など応急対策活

動が妨げられるおそれもある。 

このため、市は、府と連携して、一斉帰宅の抑制を図るため、「むやみに移動を開始しない」と

いう基本原則の広報等を行うとともに、事業所に対して、交通機関の運行が停止した際に従業

員や観光客等を待機させることや、その際に必要となる備蓄などについて働きかけを行う。 

また、可能な範囲で地域における「共助」の活動を事業者等に働きかける。 

なお、具体的な対策については、国、府、事業者、関係機関等と連携して検討を行い、帰宅困難

者支援のガイドラインを作成するなど、実効的な帰宅困難者対策を行う。 

 

 

 

 

 

第１ 帰宅困難者対策の普及・啓発活動 

 災害時発生後、従業員等がむやみに移動を開始して二次災害が発生することを防止するため、

市は、府と連携して、企業等に対して次のことについて普及啓発を行う。 

 

１ むやみに移動を開始することは避ける。 

（新設） 

２ 企業等内に滞在するために必要な物資を確保し、男女別のスペースを設置する。 

３ 従業員等に対する情報入手、伝達方法を周知する。 

４ 従業員等が家族等の安否確認を行う手段を確認（家族間であらかじめ決定）する。 

５ 大規模な集客施設等の管理者は、利用者の誘導体制を整備する。 
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７ これらを確認するための訓練を実施する。 

略 

 

第２章 地域防災力の向上 

第１節 防災意識の高揚 

略 

市は、府や防災関係機関と連携し、防災知識の普及啓発、防災訓練の実施など、幼児期から

その発達段階に応じ、学校教育及び社会教育等、あらゆる機会を通じて、住民の防災意識の

高揚と災害初動対応スキルの習得に努めることとし、これらの実施にあたっては、避難行動

要支援者の多様なニーズに配慮し、地域において支援するとともに、被災時の男女のニーズ

の違い等、男女双方の視点を踏まえた体制が整備されるよう努める。 

また、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、住民主体の取組を支援・

強化することにより、社会全体としての防災意識の向上を図る。 

 

第１ 住民に対する防災知識の普及啓発 

市は、地震・津波災害時のシミュレーション結果等を示しながら、その危険性を周知する

とともに、住民が、災害に対する備えを心がけ、災害時においては自発的な防災活動を行う

よう、教育機関のみならず、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で防災に関

する教育の普及推進を図る。特に、被害の防止、軽減の観点から、住民に対して、「自らの命

は自らが守る」という意識を持ち自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性を

周知し、住民の理解と協力を得るよう取り組む。 

また、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジ

ャー等）の連携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図るとともに多言語版、点

字版のパンフレットの作成やビデオへの字幕・手話通訳の挿入等、外国人や視覚障がい者・

聴覚障がい者等に配慮した、多様できめ細かな啓発に努める。併せて男女共同参画部局（男

女共同参画センター）と連携し、研修等を通じた男女共同参画の視点からの防災対応力の強

化に努める。 

略 

１ 普及啓発の内容 

略 

 (２) 災害への備え 

ア 最低3日間できれば1週間分以上の飲料水、食料及び、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレッ

トペーパー等の生活物資の備蓄 

イ 非常持ち出し品（貴重品、避難用具、救急箱、非常食品、衛生用品等）の準備 

ウ 自動車等へのこまめな満タン給油等 

エ 飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 

オ 負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具、什器類の固定、家屋・施設・塀・擁壁の予

防・安全対策 

カ 指定緊急避難場所・避難路・指定避難所（コンクリート屋内退避所を含む。）、家族との連

絡方法や避難ルールの取り決め等の確認 

キ 住宅の耐震診断と状況に応じた耐震改修の必要性 

ク 自主防災組織活動、初期消火・救出訓練をはじめとした防災訓練などへの参 加 

ケ 地震保険、火災保険の加入の必要性 

コ 警報等発表時や避難指示、高齢者等避難開始といった避難情報の発令時にとるべき行動 

サ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべき行動、避難場所

や指定避難所での行動 

 

シ 警報等発表時や避難指示【警戒レベル4】、高齢者等避難【警戒レベル3】といった災害情報

の発令時にとるべき行動 

(３) 災害時の行動 

ア 身の安全の確保方法 

イ 情報の入手方法 

ウ  気象予警報や避難情報等の意味 

エ 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動 

オ 津波発生時（強い揺れまたは弱い揺れであっても長い時間ゆっくりとした揺れが継続した

場合）にとるべき行動 

カ 地震発生時における自動車運転者が注意すべき事項 

キ 避難行動要支援者への支援 

ク 初期消火、救出救護活動 

ケ 心肺蘇生法、応急手当の方法 

６ これらを確認するための訓練を実施する。 

略 

 

第２章 地域防災力の向上 

第１節 防災意識の高揚…P64 

略 

市は、府や防災関係機関と連携し、防災知識の普及啓発、防災訓練の実施など、幼児期から

その発達段階に応じ、学校教育及び社会教育等、あらゆる機会を通じて、住民の防災意識の高

揚と災害初動対応スキルの習得に努めることとし、これらの実施にあたっては、避難行動要

支援者の多様なニーズに配慮し、地域において支援するとともに、被災時の男女のニーズの

違い等、男女双方の視点を踏まえた体制が整備されるよう努める。 

 

 

 

第１ 住民に対する防災知識の普及啓発 

市は、地震・津波災害時のシミュレーション結果等を示しながら、その危険性を周知する

とともに、住民が、災害に対する備えを心がけ、災害時においては自発的な防災活動を行う

よう、教育機関のみならず、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で防災に関

する教育の普及推進を図る。 

また、多言語版、点字版のパンフレットの作成やビデオへの字幕・手話通訳の挿入等、外

国人や視覚障がい者・聴覚障がい者等に配慮した、多様できめ細かな啓発に努める。 

 

 

 

 

 

 

略 

１ 普及啓発の内容 

略 

 (２) 災害への備え 

ア 最低３日間できれば１週間分以上の飲料水、食料及び、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレッ

トペーパー等の生活物資の備蓄 

イ 非常持ち出し品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 

（新設） 

ウ 飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 

エ 負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具、什器類の固定、家屋・施設・塀・擁壁の予

防・安全対策 

オ 指定緊急避難場所・避難路・指定避難所（コンクリート屋内退避所を含む。）、家族との連絡

方法や避難ルールの取り決め等の確認 

カ 住宅の耐震診断と状況に応じた耐震改修の必要性 

キ 自主防災組織活動、初期消火・救出訓練をはじめとした防災訓練などへの参加 

ク 地震保険、火災保険の加入の必要性 

ケ 警報等発表時や避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始といった避難情

報の発令時にとるべき行動 

コ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべき行動、避難場所や

指定避難所での行動 

（新設） 

 

(３) 災害時の行動 

ア 身の安全の確保方法 

イ 情報の入手方法 

ウ  気象予警報や避難情報等の意味 

エ 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動 

オ 津波発生時（大きな長い揺れが継続した場合）にとるべき行動 

 

カ 地震発生時における自動車運転者が注意すべき事項 

キ 避難行動要支援者への支援 

ク 初期消火、救出救護活動 

ケ 心肺蘇生法、応急手当の方法 
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コ 避難生活に関する知識 

サ 自らの安全を確保の上、応急対応等の防災活動への参加 

シ 自らの被害が軽微であった場合の生活物資等の提供等の協力 

ス 災害緊急事態が布告され、内閣総理大臣から物資の買占めの自粛等の協力要請があった場

合の協力 

略 

２ 普及啓発の方法 

略 

(２) 活動等を通じた啓発 

水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図りつつ、防災週間、防災とボラン

ティア週間及び津波防災の日をはじめ防災に関する諸行事にあわせた講演会等の開催、住民参

加型防災訓練の実施、地域社会活動等の促進・活用による普及啓発を実施する。 

第２ 防災教育 

市は、次の学校教育活動等を通じて、防災に関する必要な知識の普及及び意識の啓発に努め

る。 

１ 学校における防災教育 

防災意識を高め、それを次世代へ着実に継承していくためには、学校における防災教育が重

要である。学校は、児童・生徒の安全を守るとともに、今後、地域防災の主体を担い、防災活

動に大きな役割を果たすことができる人材を育成するよう、小学校・中学校等の発達段階に応

じた防災教育を実施する。 

また、必要な情報を共有するなど互いに連携を図り、防災に関する講習会を開催するなどし

て、学校における防災教育の実施に努める。特に、水害・土砂災害のリスクがある学校におい

ては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努めるものとする。 

(１) 教育の内容 

ア 気象、地形、地震、津波についての正しい知識 

イ 防災情報の正しい知識 

ウ 身の安全の確保方法、避難場所・避難路・避難所、避難方法、家族・学校との連絡方

法  

エ 災害等についての知識 

オ ボランティアについての知識・体験、地域社会の一員としての自覚の育成 

(２) 教育の方法 

ア 防災週間等を利用した訓練の実施 

イ 教育用防災副読本、ビデオの活用 

ウ 特別活動等を利用した教育の推進 

エ 防災教育啓発施設の利用 

オ 防災関係機関との連携 

カ 緊急地震速報等、防災に関する科学技術の活用 

キ 自主防災組織、ボランティア等との連携 

(３) 教職員の研修 

教育委員会は、地震・津波に関する正しい知識や各校の実践的な防災教育の事例を含む研修

を実施する。 

(４) 学校における防災教育の手引き 

「学校における防災教育の手引き（改訂版）」などを通じて防災教育を充実する。 

(５) 校内防災体制の確立 

学校は、児童・生徒の安全確保や災害被害の未然防止を目的として、毎年、防災計画を作成

するとともに、登下校時の対応を含め適宜、危機等発生時対処要領（危機管理マニュアル）等

の見直しを行い、校内防災体制の確立に努める。 

略 

 

第２節 自主防災体制の整備 

関係機関 公民協働推進室、消防本部 

略 

第１ 地区防災計画の策定等 

人口減少・高齢化社会を迎える中で、高齢化や地域コミュニティの希薄化等により、自主防

災組織の担い手が不足している状況を踏まえ、市は、高齢者や障がい者、女性、中高生等の地

域活動への参画、地域で活動するボランティアのネットワーク化等によるコミュニティの再生

や、地域住民と一体となって少子高齢化に合わせた地域活動に取り組むための新たな仕組みづ

くりを行うなど、コミュニティ活動を促進し、地域の連帯感の醸成に努める。 

また、市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用施設

コ 避難生活に関する知識 

サ 自らの安全を確保の上、応急対応等の防災活動への参加 

シ 自らの被害が軽微であった場合の生活物資等の提供等の協力 

ス 災害緊急事態が布告され、内閣総理大臣から物資の買占めの自粛等の協力要請があった場

合の協力 

略 

２ 普及啓発の方法 

略 

(２) 活動等を通じた啓発 

防災週間、防災とボランティア週間及び津波防災の日をはじめ防災に関する諸行事にあわせ

た講演会等の開催、住民参加型防災訓練の実施、地域社会活動等の促進・活用による普及啓発

を実施する。 

第２ 防災教育 

市は、次の学校教育活動等を通じて、防災に関する必要な知識の普及及び意識の啓発に努め

る。 

１ 学校における防災教育 

防災意識を高め、それを次世代へ着実に継承していくためには、学校における防災教育が重

要である。学校は、児童・生徒の安全を守るとともに、今後、地域防災の主体を担い、防災活動

に大きな役割を果たすことができる人材を育成するよう、小学校・中学校等の発達段階に応じ

た防災教育を実施する。 

 

 

 

(１) 教育の内容 

ア 気象、地形、地震、津波についての正しい知識 

イ 防災情報の正しい知識 

ウ 身の安全の確保方法、避難場所・避難路・避難所、避難方法、家族・学校との連絡方

法 

エ 災害等についての知識 

オ ボランティアについての知識・体験、地域社会の一員としての自覚の育成 

(２) 教育の方法 

ア 防災週間等を利用した訓練の実施 

イ 教育用防災副読本、ビデオの活用 

ウ 特別活動等を利用した教育の推進 

エ 防災教育啓発施設の利用 

オ 防災関係機関との連携 

カ 緊急地震速報等、防災に関する科学技術の活用 

キ 自主防災組織、ボランティア等との連携 

(３) 教職員の研修 

教育委員会は、地震・津波に関する正しい知識や各校の実践的な防災教育の事例を含む研修

を実施する。 

(４) 学校における防災教育の手引き 

「学校における防災教育の手引き（改訂版）」などを通じて防災教育を充実する。 

(５) 校内防災体制の確立 

学校は、児童・生徒の安全確保や災害被害の未然防止を目的として、毎年、防災計画を作成す

るとともに、適宜、危機等発生時対処要領（危機管理マニュアル）等の見直しを行い、校内防災

体制の確立に努める。 

略 

 

第２節 自主防災体制の整備…P67 

関係機関 いずみアピール課、公民協働推進室、産業振興室 

略 

第１ 地区防災計画の策定等 

人口減少・高齢化社会を迎える中で、高齢化や地域コミュニティの希薄化等により、自主防

災組織の担い手が不足している状況を踏まえ、市は、高齢者や障がい者、女性、中高生等の地域

活動への参画、地域で活動するボランティアのネットワーク化等によるコミュニティの再生や、

地域住民と一体となって少子高齢化に合わせた地域活動に取り組むための新たな仕組みづくり

を行うなど、コミュニティ活動を促進し、地域の連帯感の醸成に努める。 

また、市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用施設
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等の施設管理者を含む。）（以下、「地区居住者等」という。）は、当該地区における防災力の向

上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等、

自発的な防災活動の推進に努める。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災

活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市防災会議に提案するなど、市

と連携して防災活動を行う。 

市は、地区居住者等から提案を受け、必要があると認めるときは、地域防災計画に地区防災

計画を位置付けるとともに、地域防災力の充実強化に関する事項を定め、その実施に努めるこ

ととし、地区防災計画を定めた地区は、地区居住者等の参加の下、具体的な事業に関する計画

を定める。 

また、内閣府は、地区レベルの避難体制の構築を重視した地区防災計画の作成を支援する手

引書の作成等、地区防災計画の役割について周知するものとし、府は市町村の取組みを支援す

る。 

なお、地区防災計画が定められた地区の地区居住者等は、市に対し、当該地区の実情を踏ま

えて、事業に関する計画の内容の決定又は変更を提案することができる。 

第２ 自主防災組織の育成 

略 

２ 育成方法 

 災害時の迅速、的確な防災行動力を身につけるには、自主防災組織の各人が、平素から初期

消火、救出・救護等の発災時の防災活動に必要な知識及び技術を習得しておく必要がある。 

 このため、市は、地域の実情に応じた自主防災組織の育成等に努める。 

(１) 自主防災組織の必要性の啓発 

(２) 地域住民組織に対する情報提供（研修会等の実施） 

(３) 教育啓発施設等を活用した体験教育等の実施 

(４) 防災資機材の整備助成、倉庫の整備助成及び支援 

(５) 初期消火防災訓練、応急手当訓練の実施 

 

 

 

第３節 ボランティアの活動環境の整備 

関係機関 公民協働推進室、福祉総務課、社会福祉協議会 

ボランティアは、日頃から地域コミュニティの活性化に寄与するとともに、災害発生時には

各地域に長期的に関わり、物質的な支援だけではなく、被災者の精神的な支援にも寄与するな

ど重要な活動を行っている。また、ＮＰＯ等の有償ボランティア活動との連携やボランティア

のネットワーク化等を通じて、更なる地域防災力の充実・強化が図られることから、市は地域

のボランティア活動の支援を行う。 

さらに、市は、府及び社会福祉協議会、ボランティア団体、NPO等と連携して、社会福祉協議

会の「災害ボランティアセンター設置／運営マニュアル」等を活用し、相互に協力するととも

に、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整

を行う組織）を含めた連携体制の構築に努め、災害時にボランティアが被災者のニーズに応え

て円滑に活動できるよう、必要な環境整備を図る。 

第１ 受入れ窓口の整備 

 市は、災害時にボランティア活動を行おうとする者の受入れ・活動の調整を行うため、災害

時ボランティアの窓口である社会福祉協議会と緊密に連絡を取り合い、ボランティア活動を積

極的に支援する。 

第２ 事前登録 

 市は、災害時にボランティアとの情報連絡が円滑に行えるよう、「災害時におけるボランティ

ア活動事前登録カード」を利用して、事前登録を行う。 

略 

第４ ボランティア活動の普及・啓発 

 市は、府及び社会福祉協議会と協力して、災害時におけるボランティアの十分な協力と円滑

な活動が行えるよう、住民、企業等に対するボランティア活動の普及・啓発を行う。 

第５ ＮＰＯとの連携 

市は、日常的にボランティア活動や対人的サービスを行うＮＰＯと、情報の共有と連携が図

れる体制を整備する。 

また、市と社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等で連携し、平常時の事前登録、研修制

度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動

の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う

環境の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

等の施設管理者を含む。）（以下、「地区居住者等」という。）は、当該地区における防災力の向上

を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等、自

発的な防災活動の推進に努める。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活

動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市防災会議に提案するなど、市と

連携して防災活動を行う。 

市は、地区居住者等から提案を受け、必要があると認めるときは、地域防災計画に地区防災

計画を位置付けるとともに、地域防災力の充実強化に関する事項を定め、その実施に努めるこ

ととし、地区防災計画を定めた地区は、地区居住者等の参加の下、具体的な事業に関する計画

を定める。 

なお、地区防災計画が定められた地区の地区居住者等は、市に対し、当該地区の実情を踏ま

えて、事業に関する計画の内容の決定又は変更をすることを提案することができる。 

 

 

 

第２ 自主防災組織の育成 

略 

２ 育成方法 

 災害時の迅速、的確な防災行動力を身につけるには、自主防災組織の各人が、平素から初期

消火、救出・救護等の発災時の防災活動に必要な知識及び技術を習得しておく必要がある。 

 このため、市は、地域の実情に応じた自主防災組織の育成等に努める。 

(１) 自主防災組織の必要性の啓発 

(２) 地域住民組織に対する情報提供（研修会等の実施） 

(３) 防災リーダーの育成（養成講習会等の開催） 

(３) 教育啓発施設等を活用した体験教育等の実施 

(４) 防災資機材の整備助成、倉庫の整備助成及び支援 

(５) 初期消火防災訓練、応急手当訓練の実施 

 

 

第３節 ボランティアの活動環境の整備…P70 

関係機関 公民協働推進室、福祉総務課、市社会福祉協議会 

ボランティアは、日頃から地域コミュニティの活性化に寄与するとともに、災害発生時には

各地域に長期的に関わり、物質的な支援だけではなく、被災者の精神的な支援にも寄与するな

ど重要な活動を行っている。また、ＮＰＯ等の有償ボランティア活動との連携やボランティア

のネットワーク化等を通じて、更なる地域防災力の充実・強化が図られることから、市は地域

のボランティア活動の支援を行う。 

さらに、市は、府及び市社会福祉協議会、その他ボランティア活動推進機関と連携して、府の

「災害時におけるボランティア活動支援制度」等を活用し、災害時にボランティアが被災者の

ニーズに応えて円滑に活動できるよう、必要な環境整備を図る。 

 

 

第１ 受入窓口の整備 

 市は、災害時にボランティア活動を行おうとする者の受入れ・活動の調整を行うため、災害

時ボランティアの窓口である市社会福祉協議会と緊密に連絡を取り合い、ボランティア活動を

積極的に支援する。 

第２ 事前登録 

 市は、災害時にボランティアとの情報連絡が円滑に行えるよう、府の「災害時におけるボラ

ンティア活動登録カード」を利用して、事前登録を行う。 

略 

第４ ボランティア活動の普及・啓発 

 市は、府及び市社会福祉協議会と協力して、災害時におけるボランティアの十分な協力と円

滑な活動が行えるよう、住民、企業等に対するボランティア活動の普及・啓発を行う。 

第５ ＮＰＯとの連携 

 日常的にボランティア活動や対人的サービスを行うＮＰＯと、情報の共有と連携が図れる体

制を整備する。 
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資料編  ○ ２－１９ 災害時におけるボランティア活動事前登録カード（団体用、個人用） 

 

第４節 企業防災の促進 

関係機関 公民協働推進室、産業振興室 

事業者は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地

域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスク

に応じたリスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの

実施に努める。 

また、市は、事業者の防災活動を促進するため、広報・啓発や必要な情報提供等の支援に努

める。 

１ 事業者 

(１) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用 

被災による業務中断という事態に積極的に備えていくため、あらかじめ想定されるリスクが

発生した場合に事業者が遂行する重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、

運用するよう努める。 

(２) 事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の実施 

東日本大震災では、被災地はもとより、サプライチェーンの寸断により、経済活動への影響

が全国に及ぶなど、経済活動が直接の取引先との間で完結するものでなく、サプライチェーン

を通じて、広く連鎖すること等が明らかとなったことを踏まえ、次に示すような事業継続上の

取組みを継続的に実施するなど、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組みを通じて企業防災

の推進に努める。 

ア 防災体制の整備 

イ 従業員の安否確認体制の整備 

ウ 必要な物資・資機材の備蓄や防災用品の整備 

エ 防災訓練 

オ 事業所の耐震化・耐浪化 

カ 損害保険等への加入や融資枠の確保等による資金の確保 

キ 予想被害からの復旧計画の策定 

ク 各計画の点検・見直し 

ケ 燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応 

コ 取引先とのサプライチェーンの確保 

(３) その他 

ア 食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者等、災害応急対策等に係る業務に従事する企

業は、物資等提供の協定締結、地域の防災訓練等の防災施策の実施に協力するよう努める。 

イ 事業者は、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡

大防止を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努める。 

ウ 豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することのな

いよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための

適切な措置を講ずるよう努める。 

エ 要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、施設毎の規定（介護保険法等）や、災害に対応

するための災害毎の規定（水防法等）により、自然災害からの避難を含む計画を作成する。 

２ 市 

市は、こうした事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）

の実施や防災活動を促進するため、経済団体や企業防災活動を支援する団体等との連携体制を

構築し、広報・啓発や必要な情報提供等の支援に努めるとともに、研修会の実施や必要な助言

を行う。また、事業者による従業員の防災意識の高揚を図る取組みを支援するとともに商工会

議所と連携し、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の普及

を促進するため、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。 

 

第３章 災害予防対策の推進 

第１節 都市防災機能の強化 

関係機関 

政策企画室、公民協働推進室、生活環境課、産業振興室、都市政策室、建築・

開発指導室、建築住宅室、都市整備室、土木維持管理室、経営総務課、水道工

務課、下水道整備課、浄水課、文化遺産活用課、関西電力(株)、関西電力送配

電 (株)、大阪ガス(株) 、西日本電信電話(株)、（株）ＮＴＴドコモ（関西支社）、

ＫＤＤＩ(株)、ソフトバンク(株)、 日本放送協会、泉北環境整備施設組合 

略 

第１ 防災空間の整備 

略 

資料編  ○ ２－１９ 災害時におけるボランティア活動登録カード（団体用、個人用） 

 

第４節 企業防災の促進…P71 

関係機関 公民協働推進室、商工労働室 

事業者は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域

貢献・地域との共生）を十分に認識し、被災による業務中断という事態に積極的に備えていく

ため、あらかじめ想定されるリスクが発生した場合に事業者が遂行する重要業務を継続するた

めの事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、運用するよう努める。 

また、東日本大震災では、被災地はもとより、サプライチェーンの寸断により、経済活動への

影響が全国に及ぶなど、経済活動が直接の取引先との間で完結するものでなく、サプライチェ

ーンを通じて、広く連鎖すること等が明らかとなったことを踏まえ、防災体制の整備、従業員

の安否確認体制の整備、必要な物資・資機材の備蓄や防災用品の整備、防災訓練、事業所の耐震

化・耐浪化、予想被害からの復旧計画の策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等重要なライ

フラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組みを

継続的に実施するなど、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組みを通じて、防災活動の推進に

努める。 

特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務に従事す

る企業は、物資等提供の協定締結、地域の防災訓練等の防災施策の実施に協力するよう努める。

また、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止を

図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努める。 

さらに、要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、施設毎の規定（介護保険法等）や、災害に

対応するための災害毎の規定（水防法等）により、自然災害からの避難を含む計画を作成する。 

市は、こうした事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の

実施や防災活動を促進するため、経済団体や企業防災活動を支援する団体等とも協力し、広報・

啓発や必要な情報提供等の支援に努めるとともに、研修会の実施や必要な助言を行う。また、

事業者による従業員の防災意識の高揚を図る取組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害予防対策の推進 

第１節 都市防災機能の強化…P72 

関係機関 

政策企画室、公民協働推進室、生活環境課、農林課、都市政策課、建築・開発

指導室、建築住宅課、公園緑地課、道路河川室、土木維持管理室、経営総務課、

水道工務課、下水道整備課、浄水課、文化財振興課、関西電力(株)、大阪ガス

(株) 、西日本電信電話(株)、日本放送協会、泉北環境整備施設組合 

 

略 

第１ 防災空間の整備 

略 
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２ 都市公園等の整備 

略 

(１) 広域避難場所となる都市公園の整備 

 広域的な避難の用に供するおおむね面積 10ha 以上の都市公園（面積 10ha 未満の都市公園で、

避難可能な空地を有する公共施設その他の施設の用に供する土地と一体となっておおむね面積

10ha 以上となるものを含む。）の整備に努める。 

(２) 一時避難場所となる都市公園の整備 

 近隣の住民が避難するおおむね面積 1ha 以上の都市公園の整備に努める。 

略 

５ 農地の活用 

 市街地及びその周辺の農地は、良好な環境の確保はもとより、延焼遮断帯・緊急時の避難場

所等、防災上重要な役割を担っているため、防災協力農地登録制度を推進するなど、農地を活

用したオープンスペースの確保を図る。 

略 

第５ ライフライン施設の災害予防対策 

ライフラインに関わる事業者は、地震・津波、風水害をはじめとする各種災害による被害を

防止するため、平常時から施設設備の強化と保全に努める。 

１ 上水道 

 災害による断水、減水を防止するため、施設設備の強化と保全に努める。 

(１) 上水道については「水道施設設計指針」「水道施設耐震工法指針」（日本水道協会）等に

基づき、各種災害に耐えうる十分な強度の確保に努める。 

(２) 重要度の高い施設設備の耐震化を推進する。特に、管路には耐震性の高い管材料及び伸

縮可撓性継手等を使用し、耐震管路網の整備に努める。 

ア 浄水場・配水池、主要管路等重要度の高い基幹施設の耐震化 

イ 急性期医療機関等、その他防災上重要な施設への送・配水管の耐震化 

ウ 施設の機能維持に不可欠な情報通信システムの整備 

(３) 常時監視及び巡回点検を実施し、施設設備の維持保全に努める。 

(４) 施設の老朽度に応じ、更新を計画的に推進する。 

 

 

 

２ 下水道 

 災害による下水道施設の機能の低下、停止を防止するため、下水道施設の保全に努める。 

(１) 下水道施設の新設にあたっては、各種災害に耐えうる十分な強度の確保に努める。 

(２) 下水道施設の点検・調査にあたっては、不具合の発生確率や被害規模（影響度）を考慮

し優先順位を定めたうえで進める。 

略 

３ 電力（関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社 ） 

略 

５ 電気通信（西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ株式会

社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

略 

 (２) 電気通信システムの高信頼化 

ア 主要な伝送路を多ルート構成又はループ構造とする。 

イ 主要な中継交換機を分散設置とするとともに、安全な設置場所を確保する。 

ウ 電気通信設備について、非常用電源を整備する。 

エ 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確保するた

め、２ルート化を推進する。 

略 

第６ 災害発生時の廃棄物処理体制の確保 

災害発生時において、し尿及びごみを適正に処理し、周辺の衛生状態を保持するため、平常

時からし尿及びごみ処理施設の強化等に努めるとともに、早期の復旧・復興の支障とならない

よう災害廃棄物の処理体制の確保に努める。 

略 

３ 災害廃棄物等処理（市、泉北環境整備施設組合） 

(１) 災害廃棄物の処理に係る指針に基づき，適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理できる

よう、災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイ

レのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺市町村等との連携・協力の

あり方等について、災害廃棄物処理計画等において具体的に示すよう努める。 

(２) 災害廃棄物からのアスベスト等の飛散による環境汚染に備えて、あらかじめモニタリン

２ 都市公園等の整備 

略 

(１) 広域避難場所となる都市公園の整備 

 広域的な避難の用に供するおおむね面積 10 ヘクタール以上の都市公園（面積 10 ヘクタール

未満の都市公園で、避難可能な空地を有する公共施設その他の施設の用に供する土地と一体と

なっておおむね面積 10 ヘクタール以上となるものを含む。）の整備に努める。 

(２) 一時避難場所となる都市公園の整備 

 近隣の住民が避難するおおむね面積１ヘクタール以上の都市公園の整備に努める。 

略 

５ 農地の活用 

 市街地及びその周辺の農地は、良好な環境の確保はもとより、延焼遮断帯・緊急時の避難場

所等、防災上重要な役割を担っているため、防災農地登録制度を推進するなど、農地を活用し

たオープンスペースの確保を図る。 

略 

第５ ライフライン施設の災害予防対策 

ライフラインに関わる事業者は、地震・津波、風水害をはじめとする各種災害による被害を

防止するため、平常時から施設設備の強化と保全に努める。 

１ 上水道 

 災害による断水、減水を防止するため、施設設備の強化と保全に努める。 

(１) 上水道については「水道施設設計指針」「水道施設耐震工法指針」（日本水道協会）等に基

づき、各種災害に耐えうる十分な強度の確保に努める。 

(２) 重要度の高い施設設備の耐震化を推進する。特に、管路には耐震性の高い管材料及び伸

縮可撓性継手等を使用し、耐震管路網の整備に努める。 

ア 浄水場・配水池、主要管路等重要度の高い基幹施設の耐震化 

イ 医療機関、社会福祉施設その他防災上重要な施設への送・配水管の耐震化 

ウ 施設の機能維持に不可欠な情報通信システムの整備 

(３) 浄水場・配水池容量の増強、管路の多重化（連絡管等の整備）、各地域の自己水の活用等

バックアップ機能を強化する。 

(４) 常時監視及び巡回点検を実施し、施設設備の維持保全に努める。 

(５) 施設の老朽度に応じ、更新、予備施設の整備等を計画的に推進する。 

 

２ 下水道 

 災害による下水道施設の機能の低下、停止を防止するため、下水道施設設備の強化と保全に

努める。 

(１) 施設設備の新設・増設にあたっては、各種災害に耐えうる十分な強度の確保に努める。 

(２) 補強・再整備にあたっては、緊急度等（危険度、安全度、重要度）を考慮して進める。 

略 

３ 電力（関西電力株式会社 ） 

略 

５ 電気通信（西日本電信電話株式会社（大阪支店）、（株）NTT ドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ

株式会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

略 

(２) 電気通信システムの高信頼化 

ア 主要な伝送路を多ルート構成又はループ構造とする。 

イ 主要な中継交換機を分散設置とする。 

ウ 主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置する。 

エ 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確保するた

め、２ルート化を推進する。 

略 

第６ 災害発生時の廃棄物処理体制の確保 

災害発生時において、し尿及びごみを適正に処理し、周辺の衛生状態を保持するため、平常時

からし尿及びごみ処理施設の強化等に努めるとともに、早期の復旧・復興の支障とならないよ

う災害廃棄物の処理体制の確保に努める。 

略 

３ 災害廃棄物等処理（市、泉北環境整備施設組合） 

(１)  災害廃棄物の処理に係る指針に基づき，適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理でき 

るよう、災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物（避難所ごみや仮設トイレの 

し尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺市町村等との連携・協力のあり 

方等について、災害廃棄物処理計画等において具体的に示すよう努める。 

(２) 災害廃棄物からのアスベスト等の飛散による環境汚染に備えて、あらかじめモニタリ 
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グ体制を整備しておく。 

(３) 周辺市町村等との協力体制の整備に努める。 

(４) 災害廃棄物に関する情報等に関して、ホームページ等において公開する等、周知に努め

る。 

(５) 市は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれ

き、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、地域住民やＮＰＯ・ボラ

ンティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、防災ボ

ランティア活動の環境整備に努めるものとする。 

 

第２節 地震災害予防対策の推進 

関係機関 
公民協働推進室、産業振興室、建築・開発指導室、建築住宅室、都市整備室、

土木維持管理室、消防本部、各施設所管課 

市は、地震による建築物の倒壊や火災の延焼を防止するため、建築物の耐震化・不燃化の推

進、安全性の指導に努めるなど、次の対策を推進する。 

第１ 地震防災対策の推進 

 市は、府が作成した新・地震防災アクションプランに基づき、必要となる地震防災対策を推

進する。 

第２ 建築物の耐震対策の促進 

市は、「和泉市耐震改修促進計画」に基づき、昭和56年に新耐震基準（建築基準 

法）が施行される以前に建てられた建築物を中心に、耐震診断及び必要な耐震改修の推進に努

める。また、建築物の新築に際しても防災上の重要度等に応じた耐震対策を実施する。 

１ 建築物の耐震化の推進 

市は、地震による建築物の倒壊等の被害から住民の生命、身体及び財産を保護するため、市

内建築物の耐震診断及び改修を促進することにより耐震性に対する安全性の向上を図る。 

(１) 公共建築物の耐震化 

ア 公共建築物について、速やかに耐震診断を実施するとともに、その結果を公表する。また、

診断結果に応じ、各々が定める計画に基づき耐震改修の計画的な実施に努める。 

イ 公共住宅について、計画的な建替事業を推進するとともに、オープンスペース等の一体的

整備に努める。また、耐震診断を実施し、必要に応じ耐震改修の実施に努める。 

ウ 公共建築物の建築にあたり、防災上の重要度に応じた耐震対策を実施する。 

エ ブロック塀等の安全対策、天井等の2次構造部材の脱落防止対策を図る。 

オ 指定避難所等について、老朽化の兆候が認められる場合には、優先順位をつけて計画的に

安全確保対策を進める。 

(２) 民間建築物の耐震化 

ア 住民及び建物所有者が、自主的に耐震化へ取り組むことを基本とし、その取組みをできる

限り支援する。また、府と連携し、地域の防災訓練等あらゆる機会を捉え、きめ細かな地域

密着型の「草の根」啓発活動を行うとともに、町会・自治会等、登録事業者、行政が一体と

なって、「まち」単位での耐震化に取組む「まちまるごと耐震化支援事業」など民間連携等の

施策を展開し、普及啓発を行う。さらに、所有者の負担軽減のため、特に耐震化率の低い木

造住宅を対象に耐震診断、設計、改修及び除却補助を実施するとともに、相談体制の充実や、

安心して耐震化できる情報提供など、耐震化の阻害要因を解消又は軽減するため、施策を総

合的に展開して、民間建築物の耐震化を促進する。 

イ 病院、店舗、ホテル等の不特定多数の人が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難

行動要支援者が利用する建築物のうち大規模なもの等、耐震診断が義務付けられた大規模建

築物の所有者から耐震診断結果の報告を受け、その内容を公表し、必要に応じて改修の指導・

助言、指示等を行うことにより、耐震化を促進する。また、特定既存耐震不適格建築物（一

定規模以上の病院、店舗、ホテル等不特定多数の人が利用する建築物）等の所有者に、必要

に応じて耐震診断や必要な改修の指導・助言、指示等を行い、進行管理に努める。 

ウ ブロック塀等工作物の安全化や安全な住まい方等を含め、耐震に関する知識の普及啓発に

努める。 

エ 市は、施設管理者に対し、非構造部材の脱落防止等の落下物対策等の促進を図る。 

略 

第４ 土木構造物の耐震対策等の推進 

 土木構造物の管理者は、自ら管理する構造物について、次の方針で耐震対策等を推進する。 

略 

５ 農業用施設 

(１) 耐震性調査・診断 

市は、ため池管理者と連携して、ため池等農業用施設の耐震性調査・診断を計画的に実施す

る。 

(２) 耐震対策・統廃合 

ング体制を整備しておく。 

(３) 周辺市町村等との協力体制の整備に努める。 

(４) 災害廃棄物に関する情報等に関して、ホームページ等において公開する等、周知に努 

める。 

（新設） 

 

 

 

 

第２節 地震災害予防対策の推進…P77 

関係機関 
公民協働推進室、道路河川室、建築・開発指導室、土木維持管理室、消防本部、

各施設所管課 

市は、地震による建築物の倒壊や火災の延焼を防止するため、建築物の耐震化・不燃化の推

進、安全性の指導に努めるなど、次の対策を推進する。 

第１ 地震防災対策の推進 

 市は、府が作成した地震防災アクションプログラムに基づき、必要となる地震防災対策を推

進する。 

第２ 建築物の耐震対策の促進 

市は、「既存建築物耐震改修促進実施計画」に基づき、昭和56年に新耐震基準（建築基準法）

が施行される以前に建てられた建築物を中心に、耐震診断及び必要な耐震改修の推進に努める。

また、建築物の新築に際しても防災上の重要度等に応じた耐震対策を実施する。 

１ 建築物の耐震化の推進 

市は、地震による建築物の倒壊等の被害から住民の生命、身体及び財産を保護するため、市

内建築物の耐震診断及び改修を促進することにより耐震性に対する安全性の向上を図る。 

(１) 公共建築物の耐震化 

ア 公共建築物について、速やかに耐震診断を実施するとともに、その結果を公表する。また、

診断結果に応じ、耐震改修の計画的な実施に努める。 

イ 公共住宅について、計画的な建替事業を推進するとともに、オープンスペース等の一体的

整備に努める。また、耐震診断を実施し、必要に応じ耐震改修の実施に努める。 

ウ 公共建築物の建築にあたり、防災上の重要度に応じた耐震対策を実施する。 

エ 非構造部材の天井脱落防止等の落下物対策等を図る。 

オ 指定避難所等について、老朽化の兆候が認められる場合には、優先順位をつけて計画的に

安全確保対策を進める。 

(２) 民間建築物の耐震化 

ア 住民及び建物所有者が、自主的に耐震化へ取り組むことを基本とし、その取組みをできる

限り支援する。また、府と連携し、地域の防災訓練等あらゆる機会を捉え、きめ細かな地域密

着型の「草の根」啓発活動を行うとともに、町会・自治会等、登録事業者、行政が一体となっ

て、「まち」単位での耐震化に取組む「まちまるごと耐震化支援事業」など民間連携等の施策

を展開し、普及啓発を行う。さらに、所有者の負担軽減のため、特に耐震化率の低い木造住宅

を対象に耐震診断・設計・改修補助を実施するとともに、相談体制の充実や、安心して耐震化

できる情報提供など、耐震化の阻害要因を解消又は軽減するため、施策を総合的に展開して、

民間建築物の耐震化を促進する。 

イ 病院、店舗、ホテル等の不特定多数の人が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難

行動要支援者が利用する建築物のうち大規模なもの等、耐震診断が義務付けられている建築

物の所有者から耐震診断結果の報告を受け、その内容を公表し、必要に応じて改修の指導・

助言、指示等を行うことにより、耐震化の促進を図る。また、特定既存耐震不適格建築物（一

定規模以上の病院、店舗、ホテル等不特定多数の人が利用する建築物）等の所有者に、必要に

応じて耐震診断や必要な改修の指導・助言、指示等を行い、進行管理に努める。 

ウ ブロック塀等工作物の安全化や安全な住まい方等を含め、耐震に関する知識の普及啓発に

努める。 

エ 市は、施設管理者に対し、非構造部材の脱落防止等の落下物対策等の促進を図る。 

略 

第４ 土木構造物の耐震対策等の推進 

 土木構造物の管理者は、自ら管理する構造物について、次の方針で耐震対策等を推進する。 

略 

５ 農業用施設 

(１) 耐震性調査・診断 

市は、ため池管理者と連携して、ため池等農業用施設の耐震性調査・診断を計画的に実施す

る。 

(２) 耐震対策 
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想定される大規模地震動に対して、堤体が損傷を受けても決壊しないよう、「土地改良施設耐

震対策計画（平成19年1月）」に基づき計画的に耐震対策を実施する。また、必要に応じ、農業

用施設の統廃合を進める。 

略 

第５ 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

 府は、市町村をはじめ防災関係機関等と協力し、地震防災対策特別措置法（平成 7 年法律第

111 号）に基づき、地震防災緊急事業五箇年計画を作成し、地震防災上緊急に整備すべき施設等

の整備の推進を図っている。 

市は、この地震防災緊急事業五箇年計画を中心として、地震防災上緊急に整備すべき施設等

の整備の推進を図る。計画対象事業は、次のとおりである。 

略 

資料編  ○ ２－２１ 和泉市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱 

 

第３節 津波災害予防対策の推進 

関係機関 公民協働推進室、都市整備室 

略 

第２ 津波から「逃げる」ための総合的な対策 

略 

１ 津波に対する知識の普及・啓発 

(１) 津波に対する基本的事項 

ア 我が国の沿岸はどこでも津波が来襲する可能性があり、強い揺れを感じたとき又は弱い揺

れであっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、迷うことなく迅速かつ自主的に高

い場所（垂直移動）や標高の高い地域（水平移動）に避難すること 

イ 避難にあたっては徒歩によることを原則とすること、自ら率先して避難行動をとることが、

他の地域住民の避難を促すことなど、避難行動に関すること 

ウ 津波の第一波は引き波だけでなく、押し波から始まることもあること 

エ 第二波、第三波などの後続波の方が大きくなる可能性や数時間から場合によっては一日以

上にわたり継続する可能性があること 

オ 避難した後、すぐに自宅に戻らないこと 

カ 浸水域や浸水深は、津波の第一波ではなく、第二波以降に最大となる可能性があること 

キ 地盤沈下、液状化等により、津波が去った後も海水が残り、長期間に渡って湛水する可能

性があること 

ク 強い揺れを伴わず、危険を体感しないままに押し寄せる、いわゆる津波地震や遠地地震の

発生の可能性など津波に関すること 

ケ 地震・津波は自然現象であり、想定を超える可能性があること、地震直後に発表される津

波警報や津波到達予想時刻等の精度には、一定の限界があること、避難場所の孤立や避難場所

自体の被災もありうることなど、津波に関する想定・予測の不確実性があること 

略 

４ 避難関連施設の整備 

(１) 避難場所の整備 

市は、指定緊急避難場所については、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又安全

区域外に立地するが災害に対して安全な構造を有し、想定される津波の水位以上の高さに避難

者の受入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場

所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定する。 

略 

 

第４節 水害予防対策の推進 

関係機関 産業振興室、都市整備室、土木維持管理室、下水道整備課 

略 

第２ 水害減災対策 

略 

１ 洪水予報及び水防警報等 

(１) 洪水予報 

府は、管理河川のうち、流域面積が大きく洪水により相当な損害を生ずるおそれのあるものと

して指定した河川について、大阪管区気象台と共同して洪水予報を行い、水防管理者等に通知

するとともに、報道機関の協力を求めて一般に周知することとしている。 

市には、大津川・槇尾川、牛滝川の洪水予報が通知される。 

 

「土地改良施設耐震対策計画（平成19年１月）」に基づき耐震対策を実施する。 

 

 

略 

第５ 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

 府は、市町村をはじめ防災関係機関等と協力し、地震防災対策特別措置法（平成７年法律第

111 号）に基づき、平成 23 年度を初年度とする第四次地震防災緊急事業五箇年計画を作成し、

地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備の推進を図っている。 

市は、この第四次地震防災緊急事業五箇年計画を中心として、地震防災上緊急に整備すべき

施設等の整備の推進を図る。計画対象事業は、次のとおりである。 

略 

資料編  ○ ２－２１ 既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱 

 

第３節 津波災害予防対策の推進…P80 

関係機関 公民協働推進室、道路河川室 

略 

第２ 津波から「逃げる」ための総合的な対策 

略 

１ 津波に対する知識の普及・啓発 

(１) 津波に対する基本的事項 

ア 我が国の沿岸はどこでも津波が来襲する可能性があり、強い揺れを感じたとき又は弱い揺

れであっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、迷うことなく迅速かつ自主的に高

い場所（垂直移動）や標高の高い地域（水平移動）に避難すること 

イ 避難にあたっては徒歩によることを原則とすること、自ら率先して避難行動をとることが、

他の地域住民の避難を促すことなど、避難行動に関すること 

ウ 津波の第一波は引き波だけでなく、押し波から始まることもあること 

エ 第二波、第三波などの後続波の方が大きくなる可能性や数時間から場合によっては一日以

上にわたり継続する可能性があること 

オ 避難した後、すぐに自宅に戻らないこと 

カ 浸水域や浸水深は、津波の第一波ではなく、第二波以降に最大となる可能性があること 

キ 地盤沈下、液状化等により、津波が去った後も海水が残り、長期間に渡って湛水する可能

性があること 

ク 強い揺れを伴わず、危険を体感しないままに押し寄せる、いわゆる津波地震や遠地地震の

発生の可能性など津波に関すること 

ケ 地震・津波は自然現象であり、想定を超える可能性があること、震災直後に発表される津

波警報等の精度には、一定の限界があること、避難場所の孤立や避難場所自体の被災もありう

ることなど、津波に関する想定・予測の不確実性があること 

略 

４ 避難関連施設の整備 

(１) 避難場所の整備 

市は、指定緊急避難場所については、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又安全

区域外に立地するが災害に対して安全な構造を有し、想定される津波の水位以上の高さに避難

者の受け入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難

場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定する。 

略 

 

第４節 水害予防対策の推進…P83 

関係機関 農林課、道路河川室、土木維持管理室、下水道整備課 

略 

第２ 水害減災対策 

略 

１ 洪水予報及び水防警報等 

(１) 洪水予報 

府は、管理河川のうち、流域面積が大きく洪水により相当な損害を生ずるおそれのあるものと

して指定した河川について、気象庁と共同して洪水予報を行い、水防管理者等に通知するとと

もに、報道機関の協力を求めて一般に周知することとしている。 

市には、大津川・槇尾川、牛滝川の洪水予報が通知される。 
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発表

単位 
河川名 

延長 

(km) 

氾濫 

注意水位 

(m) 

避難判

断 

水位 

(m) 

氾濫 

危険水

位 

(m) 

基準

点 

大津

川・

槇尾

川 

大津川 
牛滝川、槇尾川合

流点から海 
2.6 

1.75 1.90 2.20 
川中

橋 
槇尾川 

父鬼川合流点から

大津川合流点 
15.1 

牛滝

川 
牛滝川 

岸和田市稲葉町地

先稲葉橋下流端 

から大津川合流点 

7.3 1.25 2.20 2.30 
山直

橋 

略 

 

河川名 区域 
延長 

(km) 

氾濫 

注意水

位 

（警戒 

水位） 

(m) 

避難判断 

水位 

(m) 

氾濫 

危険水位 

（洪水特

別警戒 

水位） 

(m) 

対象 

量水標 

槇

尾

川 

左岸 

和泉市三林

町地先(川

中橋下流

端)から大

津川合流点

まで 

8.8 
1.75 1.90 2.20 上流域 川中橋 

右岸 同上 2.50 3.00 3.45 下流域 桑原大橋 

略 

２ 洪水リスクの開示 

市は、洪水予報河川等に指定されていない中小河川について、河川管理者から必要な情報提

供及び助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握したときは、これを公表する。 

３ 洪水リスクの周知及び利用 

市は、府より公表されている河川氾濫・浸水が予想された区域及びその区域が浸水した場合

に想定される危険度並びに水深等について、その洪水リスクを住民にわかりやすく周知させる

ため、説明会・講習会の実施等の必要な措置を講じるように努める。また、洪水時の円滑な迅

速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画を策定する際の参考とする。 

なお、市は、ハザードマップ等の作成にあたっては、早期の立退き避難が必要な区域を明示

し、加えて、避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよ

う努める。また、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや

住宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めると

ともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・

知人宅等も選択肢としてあること、警戒レベル4で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の

避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

４ 防災訓練の実施・指導 

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じ、積極的かつ継続的に防災訓練等を

実施するとともに、定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、居住地、職場、学校等

においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の風水害発生時の避難行動、基本的な防災

用資機材の操作方法等の習熟を図る。また、水災に的確に対処する危機管理方策の習熟を図る

ため、水害を想定し、実践型の防災訓練を実施するよう努めることとし、訓練の実施にあたっ

ては、ハザードマップを活用する。 

５ 水防と河川管理等の連携 

(１) 市は、国や府が組織する複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減

するためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的とした「府内

各地域の水防災連絡協議会」等を活用し、国、河川管理者、水防管理者等の多様な関係

者で、密接な連携体制を構築する。 

(２) 水防管理者は、委任を受けた民間事業者が水防活動を円滑に実施できるよう、あらか

じめ、災害協定等の締結に努める。 

第３ 下水道の整備 

 市街地の浸水被害の防止軽減を図るため、下水道の整備による浸水対策に努める。 

 また、内水氾濫の対策として、内水ハザードマップの公表を行い、居住する地域の災害リス

クや、住宅の条件を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努め

る。 

略 

発表

単位 
河川名 

延長 

(km) 

はん濫 

注意水位 

(m) 

避難判

断 

水位 

(m) 

はん濫 

危険水

位 

(m) 

基準

点 

大津

川・

槇尾

川 

大津川 
牛滝川、槇尾川合

流点から海 
2.6 

1.75 2.20 2.30 
川中

橋 
槇尾川 

父鬼川合流点から

大津川合流点 
15.1 

牛滝

川 
牛滝川 

岸和田市稲葉町地

先稲葉橋下流端 

から大津川合流点 

7.3 1.25 2.40 2.50 
山直

橋 

略 

 

河川名 区域 
延長 

(km) 

はん濫 

注意水位 

(m) 

避難判断 

水位 

(m) 

はん濫 

危険水

位 

(m) 

対象 

量水標 

槇尾川 

和泉市三林

町地先(川中

橋下流端)か

ら大津川合

流点まで 

8.8 

1.75 2.20 2.30 
上流

域 
川中橋 

2.50 － － 
下流

域 
桑原大橋 

 

 

 

略 

（新設） 

 

 

２ 洪水リスクの周知及び利用 

市は、府より公表されている河川氾濫・浸水が予想された区域及びその区域が浸水した場合

に想定される危険度並びに水深等について、その洪水リスクを住民に周知させるため、説明会・

講習会等の必要な措置を講じるように努めるとともに、洪水時の円滑な迅速な避難の確保を図

るために必要な措置に関する計画を策定する際に参考とする。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 防災訓練の実施・指導 

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じ、積極的かつ継続的に防災訓練等を実施

するとともに、定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、居住地、職場、学校等におい

てきめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の風水害発生時の避難行動、基本的な防災用資機

材の操作方法等の習熟を図る。また、水災に的確に対処する危機管理方策の習熟を図るため、

水害を想定し、実践型の防災訓練を実施するよう努めることとし、訓練の実施にあたっては、

ハザードマップを活用する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第３ 下水道の整備 

 市街地の浸水被害の防止軽減を図るため、下水道の整備による雨水対策に努める。 

 

 

 

略 
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（新）和泉市地域防災計画（本編）（案） （旧）和泉市地域防災計画（本編）（平成 30 年 12 月） 

資料編 ○ ２－２２ 河川改修の現況 

○ ２－２３ 浸水想定区域内（土砂災害警戒区域等含む）の要配慮者施設一覧 

○ ２－２４ 一般防災関係重要水防区域 

○ ２－２５ ため池の現況 

略 

 

第５節 土砂災害予防対策の推進 

関係機関 公民協働推進室、産業振興室、建築・開発指導室、都市整備室、消防本部 

略 

１ 警戒避難体制等 

略 

４ 土砂災害リスク及び避難に関する情報の周知 

市は、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条

件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、

安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等

も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に

関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

第２ 土石流危険渓流等対策 

略 

２ 土石流危険渓流の把握 

(１) 土石流等、土砂流出による災害を未然に防止し、下流への土砂流出を抑止するため、 

国土交通大臣は、「砂防指定地」（砂防法第2条）を指定する。 

(２) 府は、砂防指定地において、一定の行為を禁止・制限するとともに、砂防事業を実施す

る。特に、土砂・流木による被害の危険性が高い渓流において、土砂・流木捕捉効果の高い

透過型砂防堰堤等の整備を実施する。 

(３) 市は、「土石流危険渓流及び危険区域」の把握・周知に努める。 

(４) 市は、災害情報の収集及び伝達、避難、救助等の活動が迅速かつ的確に遂行されるよう警

戒避難体制の整備に努める。 

略 

第６ 宅地防災対策 

市は、人口増加による丘陵地等における宅地開発に伴い、がけ崩れ、土砂の流出等による被

害が生じるおそれのある市街地又は市街地となろうとする区域は、宅地造成等規制法（昭和36

年法律第191号）第3条の規定により、宅地造成工事規制区域を指定し、必要な指導を行うとと

もに、宅地防災パトロールを実施し、災害発生の未然防止に努める。 

本市で指定されている宅地造成工事規制区域は、3,998ha（令和2年4月1日現在）である。 

また、府は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した、大規模盛土造成地マップを公表し、

府民の防災意識を高めるとともに、宅地の安全性の把握及び耐震化を促進するよう努める。滑

動崩落の恐れが大きい大規模盛土造成地において、宅地の耐震化を実施するよう努める。また、

滑動崩落のおそれが大きく、かつ宅地の災害で相当数の居住者その他の者に危害を生じるおそ

れが大きいと判断するものについて、「造成宅地防災区域」の指定等の検討を行う。 

 

 

第６節 危険物等災害予防対策の推進 

略 

第２ 危険物災害予防対策 

略 

３ 自主保安体制の確立 

(１) 大規模な危険物施設事業所に対し、自衛消防隊の組織化を推進するとともに、活動要領

を策定するなど、自主的な防災体制の確立について指導する。 

(２) 危険物施設事業所等に対して、保安教育、消火訓練等の実施方法について指導する。 

（３） 事業者は、危険物等関係施設が所在する地域の浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等の

該当性並びに被害想定の確認を行うとともに、確認の結果、風水害により危険物等災害

の拡大が想定される場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策にかかる計画の

作成等の実施に努めるものとする。 

略 

第７節 火災予防対策の推進 

関係機関 産業振興室、建築・開発指導室、消防本部 

略 

 

資料編 ○ ２－２２ 河川改修の現況 

○ ２－２３ 浸水想定区域内の要配慮者施設及び警戒避難体制一覧 

○ ２－２４ 一般防災関係重要水防区域 

○ ２－２５ ため池の現況 

略 

 

第５節 土砂災害予防対策の推進…P86 

関係機関 公民協働推進室、農林課、建築・開発指導室、道路河川室、消防本部 

略 

１ 警戒避難体制等 

略 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２ 土石流危険渓流等対策 

略 

２ 土石流危険渓流の把握 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

(１) 市は、「土石流危険渓流及び危険区域」の把握・周知に努める。 

(２) 市は、災害情報の収集及び伝達、避難、救助等の活動が迅速かつ的確に遂行されるよう

警戒避難体制の整備に努める。 

略 

第６ 宅地防災対策 

 市は、人口増加による丘陵地等における宅地開発に伴い、がけ崩れ、土砂の流出等による被

害が生じるおそれのある市街地又は市街地となろうとする区域は、宅地造成等規制法（昭和 36

年法律第 191 号）第３条の規定により、宅地造成工事規制区域を指定し、必要な指導を行うと

ともに、宅地防災パトロールを実施し、災害発生の未然防止に努める。 

本市で指定されている宅地造成工事規制区域は、3,998ha（平成 26 年４月１日現在）である。 

また、府は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した、大規模盛土造成地マップの作成・公表す

るよう努めるとともに、滑動崩落の恐れが大きい大規模盛土造成地において、宅地の耐震化を

実施するよう努める。また、滑動崩落のおそれが大きく、かつ宅地の災害で相当数の居住者そ

の他の者に危害を生じるおそれが大きいと判断するものについて、「造成宅地防災区域」の指定

等の検討を行う。 

市は、府が実施する造成宅地防災区域指定等に協力する。 

 

第６節 危険物等災害予防対策の推進…P89 

略 

第２ 危険物災害予防対策 

略 

３ 自主保安体制の確立 

(１) 大規模な危険物施設事業所に対し、自衛消防隊の組織化を推進するとともに、活動要領

を策定するなど、自主的な防災体制の確立について指導する。 

(２) 危険物施設事業所等に対して、保安教育、消火訓練等の実施方法について指導する。 

（新設） 

略 

 

 

 

第７節 火災予防対策の推進…P92 

関係機関 商工労働室、建築・開発指導室、消防本部 

略 
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（新）和泉市地域防災計画（本編）（案） （旧）和泉市地域防災計画（本編）（平成 30 年 12 月） 

第３編 災害応急対策 

 

第１章 活動体制の確立 

第１節 組織動員 

略 

第２ 市の組織体制 

１ 事前活動 

 危機管理監は、災害発生のおそれがある気象予警報等が発令されたときは、関係部長と協議

の上、情報活動など必要な事前活動を行う。 

略 

(３) 設置場所 

 災害警戒本部は、市庁舎内に設置する。 

なお、原則は本館 3階会議室【災害対策本部】とするが、状況により変更する。 

略 

第３ 市の動員配備体制 

１ 職員の配備基準配備体制 

 (１) 事前配備 

 危機管理監は、次の配備基準に該当する場合には、関係部長と協議の上、市長の指示により

事前配備を指令する。 

略 

（３）設置場所 

災害対策本部は、市庁舎内に設置する。 

なお、原則は次の順位で設置場所を検討するが、状況により変更する。 

    第 1 順位…本館 3 階会議室【災害対策本部】 

    第 2 順位…別館 3 階会議室（予定） 

    （削除） 

   ただし、庁舎が被災し、庁舎以外に設置したときは、関係機関に対し連絡する。 

 

第２節 自衛隊の災害派遣 

略 

第４ 災害派遣要請手続 

略 

２ 知事に対して自衛隊の災害派遣を要求しようとする場合は、災害派遣要請書に定められた

次の事項を明らかにし、電話又は口頭をもって依頼する。なお、事後速やかに知事に文書を提

出する。 

(１) 災害の状況及び派遣を要請する事由 

(２) 派遣を希望する期間 

(３) 派遣を希望する区域及び活動内容 

(４) その他参考となるべき事項 

 

 

 大阪府知事（危機管理室）  

要 請 
 陸上自衛隊第3師団司令部第3部防衛班 

ＴＥＬ0727―81―0021 内線333、夜間302 

 大阪府防災行政無線  823-8900 

ＴＥＬ06―6944―6294 4871 

8920 大阪府防災行政無線200― 

 

要

請

要

求

 

 

 

 

 

 

 

 

命令 

市 長 

通 知  第37普通科連隊  第3科事務室 

ＴＥＬ0725―41―0090 内線236、夜間302 

 大阪府防災行政無線  825―8900 
 

略 

第５ 自衛隊の自発的出動基準 

 災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事の要請を待ついとまがないときは、

自衛隊は要請を待つことなく、自ら次の判断基準に基づいて部隊を派遣することができる。 

 この場合においても、できる限り早急に知事に連絡し、緊密な連絡調整の下に適切かつ効率

的な救援活動を実施するよう努める。 

第３編 災害応急対策 

 

第１章 活動体制の確立 

第１節 組織動員…P95 

略 

第２ 市の組織体制 

１ 事前活動 

 市長公室長は、災害発生のおそれがある気象予警報等が発令されたときは、関係部長と協議

の上、情報活動など必要な事前活動を行う。 

略 

(３) 設置場所 

 災害警戒本部は、市庁舎内に設置する。 

なお、原則は３号館３階委員会室とするが、状況により変更する。 

略 

第３ 市の動員配備体制 

１ 職員の配備基準配備体制 

 (１) 事前配備 

 市長公室長は、次の配備基準に該当する場合には、関係部長と協議の上、市長の指示により

事前配備を指令する。 

略 

(３) 設置場所 

   災害対策本部は、市庁舎内に設置する。 

なお、原則は次の順位で設置場所を検討するが、状況により変更する。 

    第１順位…３号館３階委員会室 

    第２順位…３号館１階会議室 

    第３順位…１号館３階会議室 

   ただし、庁舎が被災し、庁舎以外に設置したときは、関係機関に対し連絡する。 

 

第２節 自衛隊の災害派遣…P100 

略 

第４ 災害派遣要請手続 

略 

２ 知事に対して自衛隊の災害派遣を要求しようとする場合は、災害派遣要請書に定められた

次の事項を明らかにし、電話又は口頭をもって依頼する。なお、事後速やかに知事に文書を提

出する。 

(１) 災害の情況及び派遣を要請する事由 

(２) 派遣を希望する期間 

(３) 派遣を希望する区域及び活動内容 

(４) その他参考となるべき事項 

 

 

 大阪府知事（危機管理室）  

要 請 
 陸上自衛隊第３師団司令部第３部防衛班 

ＴＥＬ0727―81―0021 内線333、夜間302 

 大阪府防災行政無線  8―272 

ＴＥＬ06―6944―6294 4871 

8920 大阪府防災行政無線200― 

 

要

請

要

求

 

 

 

 

 

 

 

 

命令 

市 長 

通 知  第37普通科連隊  第３科 

ＴＥＬ0725―41―0090 内線236、夜間302 

 大阪府防災行政無線  825―０ 
 

略 

第５ 自衛隊の自発的出動基準 

 災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事の要請を待ついとまがないときは、

自衛隊は要請を待つことなく、自ら次の判断基準に基づいて部隊を派遣する。 

 この場合においても、できる限り早急に知事に連絡し、緊密な連絡調整の下に適切かつ効率

的な救援活動を実施するよう努める。 
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略 

第６ 派遣部隊の受入れ体制 

 自衛隊の派遣が決定した場合は、直ちにその旨を関係機関に連絡するとともに、自衛隊の救

援活動が円滑に実施できるよう受入れ体制を確立する。 

略 

第７ 派遣部隊の活動 

派遣部隊は、防災関係機関と緊密な連絡を保ち、相互に協力して次の業務を実施する。 

なお、大規模な災害が発生した際には、発災当初においては被害状況が不明であることから、

防衛省・自衛隊は、いかなる被害や活動にも対応できる態勢で対応する。また、人命救助活動

を最優先で行いつつ、生活支援等については、地方公共団体、関係省庁等の関係者と役割分担、

対応方針、活動期間、民間企業の活用等の調整を行うものとする。さらに、被災直後の地方公

共団体は混乱していることを前提に、防衛省・自衛隊は災害時の自衛隊による活動が円滑に進

むよう、活動内容について「提案型」の支援を自発的に行い、関係省庁の協力も得て、自衛隊

に対する支援ニーズを早期に把握・整理するものとする。 

略 

 

第３節 広域応援等の要請・受入れ・支援 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 応援要請先 

 (１) 府、(２) 近隣・遠隔地市町村、(３) 指定地方行政機関 

２ 連絡窓口 ⇒ 本部事務局（市長公室） 

３ 受入れ体制の確立 ⇒ (１) 作業内容、(２) 作業場所、(３) 

宿泊場所等 

４ 応援部隊活動拠点 ⇒ 市コミュニティセンター、市立人権文

化センター、和泉シティプラザ、北部

リージョンセンター、生涯学習サポー

ト館、消防本部 

公民協働推進室 

消防本部 

 

第１ 計画の方針 

 災害に際して、本市のみでは対応が不十分な場合には、災害対策基本法等の関係法令や和泉

市災害時受援計画及び相互応援協定等に基づき、府、近隣・遠隔地市町村等に対して応援及び

職員の派遣を要請し、応急対策又は災害復旧の万全を期する。 

略 

第６ 応援受入れ体制の確保 

略 

２ 受入れ体制の確立 

 市長は、府及び他市町村等からの応援を速やかに受入れ、また、動員された者の作業が効率

的に行えるよう、作業内容、作業場所、休憩又は宿泊場所その他作業に必要な受入れ体制を確

立する。 

また、特に、へリコプターを使用する活動を要請した場合は、災害時用臨時へリポート等の準

備に万全を期する。 

略 

(４) 応援部隊の活動拠点 

 市コミュニティセンター、市立人権文化センター、和泉シティプラザ、北部リージョンセン

ター、生涯学習サポート館、消防本部等の中から災害の状況に応じて設定する。 

 

略 

第８ 被災市区町村応援職員確保システムに基づく支援  

総務省は、府及び市町村等と協力し、被災市区町村応援職員確保システム（災害マネジメン

ト総括支援員及び災害マネジメント総括支援員の補佐を行う災害マネジメント支援員による支

援を含む。）に基づき、全国の地方公共団体による被災市町村への応援に関する調整を実施する。 

第９ 関係機関の連絡調整 

内閣府は、府、関係省庁、市町村及びライフライン事業者等の代表者を一堂に集め、災害の

状況に応じて生じた課題に沿って、現状の把握、被災地のニーズ等の情報共有を行うため、連

絡会議を開催するものとする。また、連絡会議等で把握した、調整困難な災害対応、進捗が遅

れている災害対応等について、関係省庁、都道府県関係部局等の代表者を集め、関係者間の役

割分担、対応方針等の調整を行うため、調整会議を開催するものとする。府は、連絡会議及び

調整会議において、自らの対応状況や被災市町村等を通じて把握した被災地の状況等を関係省

略 

第６ 派遣部隊の受入体制 

 自衛隊の派遣が決定した場合は、直ちにその旨を関係機関に連絡するとともに、自衛隊の救

援活動が円滑に実施できるよう受入れ体制を確立する。 

略 

第７ 派遣部隊の活動 

 派遣部隊は、防災関係機関と緊密な連絡を保ち、相互に協力して次の業務を実施する。なお、

市長は、派遣部隊の活動状況を適宜府に報告する。 

 

 

 

 

 

 

略 

 

第３節 広域応援等の要請・受入れ・支援…P103 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 応援要請先 

 (１) 府、(２) 近隣・遠隔地市町村、(３) 指定地方行政機関 

２ 連絡窓口 ⇒ 本部事務局（市長公室） 

３ 受入体制の確立 ⇒ (１) 作業内容、(２) 作業場所、(３) 宿

泊場所等 

４ 応援部隊活動拠点 ⇒ 市コミュニティセンター、市立人権文

化センター、和泉シティプラザ、北部

リージョンセンター、南部リージョン

センター、生涯学習サポート館、消防

本部 

いずみアピール課 

公民協働推進室 

消防本部 

 

第１ 計画の方針 

 災害に際して、本市のみでは対応が不十分な場合には、災害対策基本法等の関係法令や相互

応援協定等に基づき、府、近隣・遠隔地市町村等に対して応援及び職員の派遣を要請し、応急対

策又は災害復旧の万全を期する。 

略 

第６ 応援受入体制の確保 

略 

２ 受入体制の確立 

 市長は、府及び他市町村等からの応援を速やかに受入れ、また、動員された者の作業が効率

的に行えるよう、作業内容、作業場所、休憩又は宿泊場所その他作業に必要な受入体制を確立

する。 

また、特に、へリコプターを使用する活動を要請した場合は、災害時用臨時へリポート等の準

備に万全を期する。 

略 

(４) 応援部隊の活動拠点 

 市コミュニティセンター、市立人権文化センター、和泉シティプラザ、北部リージョンセン

ター、南部リージョンセンター、生涯学習サポート館、消防本部等の中から災害の状況に応じ

て設定する。 

略 

（新設） 

 

 

 

（新設） 
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庁等に共有し、必要な調整を行うよう努める。 

略 

 

第４節 災害緊急事態 

関係機関 各課・室共通 

内閣総理大臣が災害緊急事態の布告を発し、市内が関係地域の全部又は一部となった場合、

市をはじめ防災関係機関は、政府が定める対処基本方針に基づき、府と連携して応急対策を推

進し、その他当該災害に係る重要な課題に適切に対応する。 

略 

 

第２章 情報収集伝達・警戒活動 

第１節 警戒期の情報伝達 

略 

第１ 計画の方針 

市及び防災関係機関は、大阪管区気象台などから発せられる気象予警報等をあらかじめ定め

た経路により、関係機関及び住民に迅速に伝達、周知するなど、被害の未然防止及び軽減のた

めの措置を講ずる。 

また、大阪管区気象台及び府は気象予警報の伝達・周知にあたっては、参考となる警戒レベ

ルも附すものとする。 

第２ 気象予警報 

略 

１ 大阪管区気象台が発表する気象予警報 

 大阪管区気象台は、気象現象等により災害発生のおそれがある場合は、気象業務法に基づき

注意報、警報、特別警報等を発表し、注意を喚起し、警戒を促す。その際、災害の危険度が高

まる地域を示す等、早期より警戒を呼びかける情報や、危険度やその切迫度を伝える洪水警報

の危険度分布等の情報を分かりやすく提供することで、気象特別警報、警報及び注意報を適切

に補足する。 

 注意報、警報の種類及び基準は次のとおりである。 

(１) 注意報 

 気象現象等により災害が予想される場合、住民及び関係機関の注意を喚起するために、市町

村ごとに発表される。 

種     類  発 表 基 準 

 

気象注意報 

 

 

 

風雪注意報 

雪を伴う強風によって災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

雪を伴い平均風速が 12m/s 以上、海上で 15m/s 以上になる

と予想される場合（関空島（アメダス）の観測値は 15m/s を目

安とする。 

強風注意報 

強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が 12m/s 以上になると予想される場合。 

大雨注意報 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○表面雨量指数基準 

 11 

○土壌雨量指数基準 

99 

大雪注意報 

大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

12 時間の降雪の深さが平地で 5cm 以上、山地で 10cm 以上に

なると予想される場合。 

 

なだれ注意

報 

なだれによって災害が起こるおそれがあると予想される場

合で、具体的には次のいずれかの条件に該当する場合である。 

①積雪の深さが20cm以上あり、降雪の深さが30cm以上になる

と予想される場合。 

②積雪の深さが50cm以上あり、大阪管区気象台における最高

気温が10℃以上又はかなりの降雨が予想される場合。 

着雪注意報 

着雪によって通信線や送電線等に災害が起こるおそれがあ

ると予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合

である。 

24時間の降雪の深さが平地で20cm以上、山地で40cm以上あ

り、気温が－2℃～＋2℃になると予想される場合。  

霜注意報 

4月15日以降の晩霜によって農作物に著しい災害が起こる

おそれがあると予想される場合で、具体的には次の条件に該

当する場合である。 

最低気温が4℃以下になると予想される場合。 

低温注意報 

低温によって農作物等に著しい災害が起こるおそれがある

と予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合で

ある。 

最低気温が－5℃以下になると予想される場合。 

地面現象 

注意報☆ 

地面現象注

意報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって災害が起こ

るおそれがあると予想される場合。 

浸水注意報 浸水注意報 浸水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

 

略 

 

第４節 災害緊急事態 

 

内閣総理大臣が災害緊急事態の布告を発し、市内が関係地域の全部又は一部となった場合、

市をはじめ防災関係機関は、政府が定める対処基本方針に基づき、府と連携して応急対策を推

進し、その他当該災害に係る重要な課題に適切に対応する。 

略 

 

第２章 情報収集伝達・警戒活動 

第１節 警戒期の情報伝達…P107 

略 

第１ 計画の方針 

市及び防災関係機関は、大阪管区気象台などから発せられる気象予警報等をあらかじめ定めた

経路により、関係機関及び住民に迅速に伝達、周知するなど、被害の未然防止及び軽減のため

の措置を講ずる。 

 

 

第２ 気象予警報 

略 

１ 大阪管区気象台が発表する気象予警報 

 大阪管区気象台は、気象現象等により災害発生のおそれがある場合は、気象業務法（昭和 27

年法律第 165 号）に基づき注意報、警報、特別警報等を発表し、注意を喚起し、警戒を促す。 

 注意報、警報の種類及び基準は次のとおりである。 

 

 

 

(１) 注意報 

 気象現象等により災害が予想される場合、住民及び関係機関の注意を喚起するために、市町

村ごとに発表される。 

種     類  発 表 基 準 

 

気象注意報 

 

 

 

風雪注意報 

雪を伴う強風によって災害が起こるおそれがあると予想され

る場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

雪を伴い平均風速が 12m/s 以上になると予想される場合。 

 

強風注意報 

強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が 12m/s 以上になると予想される場合。 

大雨注意報 

 大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、

具体的には次の条件に該当する場合である。 

○表面雨量指数基準 

 9 

○土壌雨量指数基準 

91 

大雪注意報 

大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

24 時間の降雪の深さが平地で５cm以上、山地で 20cm 以上に

なると予想される場合。 

 

なだれ注意

報 

なだれによって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次のいずれかの条件に該当する場合である。 

①積雪の深さが20cm以上あり、降雪の深さが30cm以上になる

と予想される場合。 

②積雪の深さが50cm以上あり、気象台における最高気温が

10℃以上又はかなりの降雨が予想される場合。 

着雪注意報 

着雪によって通信線や送電線等に災害が起こるおそれがある

と予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合であ

る。 

24時間の降雪の深さが平地で20cm以上、山地で40cm以上あり、

気温が－２℃～＋２℃になると予想される場合。  

霜注意報 

４月15日以降の晩霜によって農作物に著しい災害が起こるお

それがあると予想される場合で、具体的には次の条件に該当す

る場合である。 

最低気温が４℃以下になると予想される場合。 

低温注意報 

低温によって農作物等に著しい災害が起こるおそれがあると

予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

最低気温が－５℃以下になると予想される場合。 

地面現象 

注意報☆ 

地面現象注

意報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって災害が起こ

るおそれがあると予想される場合。 

浸水注意

報☆ 
浸水注意報 

浸水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で

ある。 
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☆ である。 

洪水注意報 洪水注意報 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○流域雨量指数基準 

松尾川流域＝8.4 

○複合基準（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせに

よる基準値 

松尾川流域＝（5、4.5）、槇尾川流域＝（8、9.9） 

○指定河川洪水予報による基準 

大津川水系大津川・槇尾川[川中橋]、大津川水系牛滝川[山

直橋] 

略 

(２) 警報  

 気象現象等により重大な災害が予想される場合、住民及び関係機関の警戒を促すために市町

村ごとに発表される。 

種     類  発 表 基 準 

気象警報 

暴風警報 

暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が20m/s以上、海上で25m/s以上になると予想さ

れる場合（関空島（アメダス）の観測値は25m/sを目安とす

る。 

暴風雪警報 

雪を伴う暴風によって重大な災害が起こるおそれがある

と予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合

である。 

雪を伴い平均風速が20m/s以上になると予想される場合。 

大雨警報 

 大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○表面雨量指数基準 

22 

○土壌雨量指数基準 

127 

気象警報 大雪警報 

大雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

12時間の降雪の深さが平地で10cm以上、山地で20cm以上

になると予想される場合。 

地面現象 

警報☆ 

地面現象 

警報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって重大な災

害が起こるおそれがあると予想される場合である。 

浸水警報☆ 浸水警報 
浸水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合である。 

洪水警報 洪水警報 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○流域雨量指数基準 

松尾川流域＝10.6 

○複合基準（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせに

よる基準値 

松尾川流域＝（8、14） 

○指定河川洪水予報による基準 

大津川水系大津川・槇尾川[川中橋]、大津川水系牛滝川[山

直橋] 

略 

(３) 特別警報 

 気象現象等により尋常でない災害が予想される場合、住民及び関係機関の最大級の警戒を促

すために市町村ごとに発表される。 

現 象 の 種 類 発   表   基   準 

大    雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想

される場合災害がすでに発生している状況であり、命を守るため

の最善の行動をとる必要があることを示す警戒レベル 5に相当。 

略 

(４) 気象情報 

 気象等の予報に関係のある、台風、大雨、竜巻等突風、及びその他の異常気象等についての

情報を住民及び関係機関に対して発表される。なお、竜巻注意情報は、雷注意報を補足する情

報として、気象庁が発表する。 

略 

２ 大阪管区気象台と府が共同で発表する洪水予報 

標題（種類） 発表基準 

氾濫注意情報 
（洪水注意報） 

いずれかの基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達し、さ

らに水位の上昇が見込まれるとき 

氾濫警戒情報 
（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位が一定時間後に氾濫危険水位に到達す

ることが見込まれるとき、あるいは避難判断水位に達し、さらに水位

の上昇が見込まれるとき 

氾濫危険情報 
（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき 

氾濫発生情報 
（洪水警報） 

洪水予報区間内で氾濫が発生したとき 

略 

 

 

洪水注意

報 
洪水注意報 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○流域雨量指数基準 

松尾川流域＝10.8 

○複合基準（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる

基準値 

松尾川流域＝（5、6.6）、槇尾川流域＝（5、12.4） 

○指定河川洪水予報による基準 

大津川水系大津川・槇尾川[川中橋]、大津川水系牛滝川[山直

橋] 

略 

 

(２) 警報  

 気象現象等により重大な災害が予想される場合、住民及び関係機関の警戒を促すために市町

村ごとに発表される。 

種     類  発 表 基 準 

気象警報 

暴風警報 

暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が20m/s以上になると予想される場合。 

暴風雪警報 

雪を伴う暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると

予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合であ

る。 

雪を伴い平均風速が20m/s以上になると予想される場合。 

大雨警報 

 大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○表面雨量指数基準 

18 

○土壌雨量指数基準 

120 

気象警報 大雪警報 

大雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

24時間の降雪の深さが平地で20cm以上、山地で40cm以上に

なると予想される場合。 

地面現象 

警報☆ 

地面現象 

警報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって重大な災

害が起こるおそれがあると予想される場合である。 

浸水警報☆ 浸水警報 
浸水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合である。 

洪水警報 洪水警報 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

○流域雨量指数基準 

松尾川流域＝13.5 

（新設） 

 

○指定河川洪水予報による基準 

大津川水系大津川・槇尾川[川中橋]、大津川水系牛滝川

[山直橋] 

 

 
 

略 

(３) 特別警報 

 気象現象等により尋常でない災害が予想される場合、住民及び関係機関の最大級の警戒を促

すために市町村ごとに発表される。 

現 象 の 種 類 発   表   基   準 

大    雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降水量となる大雨が予

想され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低

気圧により大雨となると予想される場合である。 

略 

(４) 気象情報 

 気象等の予報に関係のある、台風、大雨、竜巻等突風、及びその他の異常気象等についての情

報を住民及び関係機関に対して発表される。なお、竜巻注意情報は、雷注意報を補足する情報

として、各地の気象台が担当地域を対象に発表する。 

略 

２ 大阪管区気象台と府が共同で発表する洪水予報 

標題（種類） 発表基準 

はん濫注意情報 
（洪水注意報） 

いずれかの基準地点の水位がはん濫注意水位（警戒水位）に達し、

さらに水位の上昇が見込まれるとき 

はん濫警戒情報 
（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位が一定時間後にはん濫危険水位に到達

することが見込まれるとき、あるいは避難判断水位に達し、さらに水

位の上昇が見込まれるとき 

はん濫危険情報 
（洪水警報） 

いずれかの基準地点の水位がはん濫危険水位に達したとき 

はん濫発生情報 
（洪水警報） 

洪水予報区間内ではん濫が発生したとき 

略 
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 (５) 気象予警報・特別警報等の関係機関への伝達経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

４ 火災気象通報 

 火災気象通報は、消防法に基づいて大阪管区気象台長が気象の状況が火災予防上危険である

と認めるとき、火災気象通報をもってその状況を知事に通報するもので、市長が知事からこの

通報を受けたときは、必要により火災警報を発令する。その発表基準は次のとおりとする。 

(１) 大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災気

象通報として通報しないことがある。 

 

第３ 土砂災害警戒情報 

府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度

が更に高まったとき、市町村長の避難指示や住民の自主避難の判断を支援するため、対象とな

る市町村を特定して警戒を呼びかける土砂災害警戒情報を共同発表する。また、これを補足す

る土砂災害に関するメッシュ情報を発表する。市町村は、土砂災害警戒情報に基づき避難指示

等必要な措置を講じる。（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第

27条、災害対策基本法 第51条、第55条、気象業務法 第11条、第13条、第15条） 

 

情報の種類 解説 

土砂災害警戒情報 

・府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨によ

る土砂災害発生の危険度が更に高まったときに発表し、これを補足す

る土砂災害に関するメッシュ情報も発表する 

・市長が避難指示等を発令する際の判断 

・市民の自主避難の目安 

略 

 

第４ 地震関連情報 

１ 地震情報 

気象庁から発表される地震情報には、以下のものがある。 

地 震 情 報

の種類 
発表基準 内容 

震度速報 

・震度 3以上 地震発生約 1 分半後に、震度 3以上を観測し

た地域名（全国を 188 地域に区分）と地震の

揺れの検知時刻を速報。 

震源に 

関する 

情報 

・震度 3以上 

（大津波警報、津波警報ま

たは津波注意報を発表し

た場合は発表しない） 

「津波の心配がない」または「若干の海面変

動があるかもしれないが被害の心配はない」

旨を付加して、地震の発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）を発表。 

震源・震度

に 関 す る

情報 

（注１） 

以下のいずれかを満たし

た場合 

・震度 3以上 

・大津波警報、津波警報

または津波注意報発表

時 

・若干の海面変動が予想

される場合 

・緊急地震速報（警報）

を発表した場合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニ

チュード）、震度 3 以上を観測した地域名と

市町村名を発表。 

震度 5弱以上と考えられる地域で、震度を入

手していない地点がある場合は、その市町村

名を発表。 

(５) 気象予警報・特別警報等の関係機関への伝達経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

４ 火災気象通報 

 火災気象通報は、消防法に基づいて大阪管区気象台長が気象の状況が火災予防上危険である

と認めるとき、火災気象通報をもってその状況を知事に通報するもので、市長が知事からこの

通報を受けたときは、必要により火災警報を発令する。その発表基準は次のとおりとする。 

(１) 実効湿度が 60％以下で、最小湿度が 40％以下となり、最大風速 10ｍ／ｓ以上の風が吹く

見込みのとき。ただし、降雨・降雪が予想される場合は通報しないこともある。 

 

 

第３ 土砂災害警戒情報 

府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表後、府の土砂災害発生基準雨量及び気象台

の土壌雨量指数が基準を超過することが見込まれるとき、土砂災害警戒情報を作成し、住民及

び関係機関に対して伝達することになっている。 

市は、これら土砂災害警戒情報等に基づき避難勧告等必要な措置を講じる。（災害対策基本法 第

51 条、第 55 条、気象業務法 第 11 条、第 13 条、第 15 条） 

 

 

情報の種類 解説 

土砂災害警戒情報 ２時間後予測雨量で、土砂災害発生危険基準線を超過し、かつ大阪

管区気象台の土壌雨量指数が基準を超過した時に発表 

・市長が避難勧告等を発令する際の判断 

・市民の自主避難の目安 

 

略 

 

第４ 地震関連情報 

１ 地震情報 

気象庁から発表される地震情報には、以下のものがある。 

  情報の種類 内     容 

震度速報 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名（全国を

約 190 に区分）と地震の地震の揺れの発現時刻を速報。 

震源に関する情報 地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）に「津

波の心配なし」、又は「若干の海面変動があるかもしれないが被

害の心配はない」を付加して発表。 

震源・震度に関する

情報 

地震の発生場所(震源)やその規模（マグニチュード）、震度３以

上の地域名と市町村名を発表。 

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していな

い地点がある場合は、その市町村名を発表。 

各地の震度に関する

情報 

震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所(震源)やそ

の規模（マグニチュード）を発表。 

その他の情報 地震が多発した場合の震度１以上を観測した地震回数情報や

顕著な地震の震源要素更新のお知らせなどを発表。 
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各地の 

震度に 

関する 

情報 

（注１） 

・震度 1以上 震度 1以上を観測した地点のほか、地震の発

生場所（震源）やその規模（マグニチュード）

を発表。 

震度 5弱以上と考えられる地域で、震度を入

手していない地点がある場合は、その地点名

を発表。 

地震が多数発生した場合には、震度３以上の

地震についてのみ発表し、震度２以下の地震

については、その発生回数を「その他の情報

（地震回数に関する情報）」で発表。 

推計震度分

布図 

・震度 5弱以上 観測した各地の震度データをもとに、1km 四

方ごとに推計した震度（震度 4以上）を図情

報として発表。 

長周期地震

動に関する

観測情報 

・震度 3以上 高層ビル内での被害の発生可能性等につい

て、地震の発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）、地域ごと及び地点ごとの長

周期地震動階級等を発表（地震発生から約20

～30 分後に気象庁ホームページ上に掲載）。 

遠地地震に

関する情報 

国外で発生した地震につ

いて以下のいずれかを満

たした場合等 

・マグニチュード 7.0 以

上 

・都市部等、著しい被害

が発生する可能性があ

る地域で規模の大きな

地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規

模（マグニチュード）を概ね 30 分以内に発

表。 

日本や国外への津波の影響に関しても記述

して発表。 

その他の情

報 

・顕著な地震の震源要素

を更新した場合や地震

が多発した場合等 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地

震が多発した場合の震度 1 以上を観測した

地震回数情報等を発表 

注１ 気象庁防災情報ＸＭＬフォーマット電文では、「震源・震度に関する情報」と「各地の震

度に関する情報」はまとめた形の一つの情報で発表している。 

 

２ 緊急地震速報 

気象庁は、震度5弱以上の揺れが予想された場合、震度4以上が予想される地域（緊急地震速

報で用いる区域（下表参照））に対して緊急地震速報（警報）を発表する。また、最大震度3以

上又はマグニチュード3.5以上等と予想されたときに、緊急地震速報（予報）を発表する。 

なお、震度6弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけら

れる。 

注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析

することにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警

報である。このため、内陸の浅い場所で地震が発生した場合、震源に近い場所では強い揺れの

到達に原理的に間に合わない場合がある。 

 

第５ 大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

警報の危険度分布等の概要 

種  類 概  要 

大雨警報（土砂災害）の危険

度分布（土砂災害警戒判定メ

ッシュ情報） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、

地図上で1km四方の領域ごとに5段階に色分けして示す情

報。2時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用

いて常時10分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）

や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、どこで危険

度が高まるかを面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）、「極めて危険」（濃い紫）：避難

が必要とされる警戒レベル4に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベ

ル3に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 緊急地震速報 

気象庁は、震度５弱以上の揺れが予想された場合、震度４以上が予想される地域（緊急地震速

報で用いる区域（下表参照））に対して緊急地震速報（警報）を発表することになっている。 

なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけられ

る。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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第６ 住民への周知 

市は、市防災行政無線、メール、ＳＮＳ、広報車などを利用し、又は状況に応じて消防団及

び町会・自治会などの住民組織と連携して、住民に対して予警報を伝達するとともに、必要に

応じて予想される事態とそれに対してとるべき措置について周知する。特に台風接近時には、

台風の状況と併せ、不要・不急の外出抑制の呼びかけ等の周知を図る。周知にあたっては、防

災メールを活用するほか、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障がい福祉サービス事業者、

ボランティア団体等が連携して、避難行動要支援者に必要な情報が速やかに行き届くよう対応

する。 

また、市は、これまで経験したことがない規模の台風が接近している場合、大阪府及び気象

台と情報共有・連携を密にし、住民に対し、身の安全確保の呼びかけに努め、大阪府は府民に

対し、これまでに経験のない規模の台風の接近に対する注意や、市町村の避難に関する情報に

注意を払うことなどを府民へのメッセージとして発信し、府民の意識の切り替えを促す。 

なお、道路管理者は、降雨状況等から通行規制範囲を予め指定し、ホームページ等で周知し、

規制の基準に達した場合はできるだけ早く通行規制状況を発表するものとする。その際、当該

情報が入手しやすいよう多様な広報媒体を活用し、日時、迂回経路等を示すものとする。また、

降雨状況の変化に応じて規制区間の見直しを行うものとする。 

 

第２節 警戒活動                       

略 

第４ 水防活動 

市は、市域において洪水による災害の発生が予想される場合には、迅速に水防活動を実施す

る。 

１ 水防の責任 

(１) 水防管理者（市長）の責任 

水防管理者（市長）は、市内の河川、水路の巡視を行い、洪水又は堤防の決壊のおそれがある

ときは府水防本部、鳳土木事務所に通知する。 

(２) 重要箇所を中心に巡回し、異常を発見したときは直ちに水防作業を開始するとともに所

轄の現地指導班長に報告する。 

リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必

要とされる警戒レベル2に相当。 

大雨警報（浸水害）の危険度

分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測

を、地図上で1km四方の領域ごとに5段階に色分けして示

す情報。1時間先までの表面雨量指数の予測を用いて常時

10分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表さ

れたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認する

ことができる。 

洪水警報の危険度分布 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位

周知河川及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高ま

りの予測を、地図上で河川流路を概ね1kmごとに5段階に

色分けして示す情報。3時間先までの流域雨量指数の予測

を用いて常時10分ごとに更新しており、洪水警報等が発

表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認

することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：避難が必要とされる警戒レベ

ル4に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベ

ル3に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害

リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必

要とされる警戒レベル2に相当。 

流域雨量指数の予測値 水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、

上流域での降雨によって、下流の対象地点の洪水危険度

がどれだけ高まるかを示した情報。6時間先までの雨量分

布の予測（降水短時間予報等）を取り込んで、流域に降っ

た雨が河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した

「流域雨量指数」について、洪水警報等の基準への到達状

況に応じて危険度を色分けし時系列で表示したものを、

常時10分ごとに更新している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 住民への周知 

市は、市防災行政無線、メール、広報車などを利用し、又は状況に応じて消防団及び町会・自

治会などの住民組織と連携して、住民に対して予警報を伝達するとともに、必要に応じて予想

される事態とそれに対してとるべき措置について周知する。周知にあたっては、防災メールを

活用するほか、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障がい福祉サービス事業者、ボランティ

ア団体等が連携して、避難行動要支援者に必要な情報が速やかに行き届くよう対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 警戒活動…P113 

略 

第４ 水防活動 

市は、市域において洪水による災害の発生が予想される場合には、迅速に水防活動を実施す

る。 

１ 水防の責任 

(１) 水防管理者（市長）の責任 

水防管理者（市長）は、市内の河川、水路の巡視を行い、洪水又は堤防の決壊のおそれが

あるときは府水防本部、鳳土木事務所に通知する。 

（新設） 
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ア 堤防の亀裂、欠け・崩れ、沈下等 

イ 堤防からの溢水状況 

ウ 樋門の水漏れ 

エ 橋梁等構造物の異常 

オ ため池の流入水・放出水の状況、付近の山崩れ等 

(３)  水防に必要な資機材の点検整備を実施する。 

(４)  防潮扉等の遅滞のない操作及び防潮扉等の管理者に対する閉鎖の応援を行う。 

(５)  必要に応じて、委任した民間事業者により水防活動を実施する。 

(６) ため池管理者の責任 

ため池の管理者は、洪水やえん堤の決壊等により水害が予想される場合は、水防管理者（市

長）の指揮の下に監視、通報その他必要な措置をとらなければならない。 

略 

第５ 土砂災害警戒活動 

市は、豪雨、暴風等によって生じる土砂災害に備える。 

略 

４ 警戒活動の内容 

(１) 第 1 次警戒体制 

ア 市は、各危険箇所において防災パトロールを実施し、前兆現象の把握に努める。 

イ 市は、消防団等の活動を要請する。 

ウ 市は、必要に応じて、警戒区域の設定を行う。 

エ 市は、住民等に避難の準備を行うよう広報を行う。 

(２) 第 2 次警戒体制 

ア 市は、適時・適切に、災害対策基本法に基づく避難指示を行う。 

５ 斜面判定制度の活用 

府及び市は、必要に応じて、ＮＰＯ法人大阪府砂防ボランティア協会との連携により、斜面

判定士による土砂災害危険箇所の点検巡視を行う。 

略 

第７ 津波警戒活動 

 １ 大津波警報・津波警報・注意報等の確認 

市は海岸に面していないものの、一部地域が浸水想定区域に含まれることや沿岸市町との連携

協力が必要となることから、強い揺れもしくは長い時間ゆっくりとした揺れを感じたとき、津

波に関する次の情報をテレビ、ラジオ等により把握する。 

 (１) 大津波警報・津波警報・注意報 

ア 大津波警報・津波警報・注意報 

略 

種

 

類 

発表基準 

発表される津波の高さ 

想定される被害

と取るべき行動 

数値での発表 

（津波の高さ予想の区

分） 

巨大地震 

の場合の発

表 

大

津

波

警

報 

予想される津波の高さ

が高いところで 3 メー

トルを超える場合 

10ｍ超 

(10ｍ＜予想高さ) 

巨大 

木造家屋が全

壊・流出し、人

は津波による流

れに巻き込まれ

ます。 

沿岸部や川沿い

にいる人は、た

だちに高台や避

難ビルなど安全

な場所へ避難し

てください。 

10ｍ 

(5ｍ＜予想高さ≦10ｍ) 

5ｍ 

(3ｍ＜予想高さ≦5ｍ) 

津

波

警

報 

予想される津波の高さ

が高いところで 1 メー

トルを超え、3 メートル

以下の場合 

3ｍ 

(1ｍ＜予想高さ≦3ｍ) 
高い 

標高の低いとこ

ろでは津波が襲

い、浸水被害が

発生します。人

は津波による流

れに巻き込まれ

ます。 

沿岸部や川沿い

にいる人は、た

だちに高台や避

難ビルなど安全

な場所へ避難し

てください。 

津

波

注

意

報 

予想される津波の高さ

が高いところで、0.2 メ

ートル以上、1 メートル

以下の場合であって、津

波による災害のおそれ

がある場合 

1ｍ 

(0.2ｍ≦予想高さ≦1ｍ) 

（表記しな

い） 

海の中では人は

速い流れに巻き

込まれ、また、

養殖いかだが流

出し小型船舶が

転覆します。 

海の中にいる人

はただちに海か

ら上がって、海

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) ため池管理者の責任 

ため池の管理者は、洪水やえん堤の決壊等により水害が予想される場合は、水防管理者（市

長）の指揮の下に監視、通報その他必要な措置をとらなければならない。 

略 

第５ 土砂災害警戒活動 

市は、豪雨、暴風等によって生じる土砂災害に備える。 

略 

４ 警戒活動の内容 

(１) 第１次警戒体制 

ア 市は、各危険箇所において防災パトロールを実施し、前兆現象の把握に努める。 

イ 市は、消防団等の活動を要請する。 

ウ 市は、必要に応じて、警戒区域の設定を行う。 

エ 市は、住民等に避難の準備を行うよう広報を行う。 

(２) 第２次警戒体制 

ア 市は、適時・適切に、災害対策基本法に基づく避難勧告・指示を行う。 

５ 斜面判定制度の活用 

市は、必要に応じて、ＮＰＯ法人大阪府砂防ボランティア協会との連携により、斜面判定士

による土砂災害危険箇所の点検巡視を行う。 

略 

第７ 津波警戒活動 

 １ 大津波警報・津波警報・注意報等の確認 

市は海岸に面していないものの、一部地域が浸水想定区域に含まれることや沿岸市町との連携

協力が必要となることから、強い揺れもしくは長い時間ゆっくりとした揺れを感じたとき、津

波に関する次の情報をテレビ、ラジオ等により把握する。 

 (１) 大津波警報・津波警報・注意報 

ア 大津波警報・津波警報・注意報 

略 

略 

 

 

 

 

 

 

種

 

類 

発表基準 

発表される波の高さ 

必要な行動例 数値による発表 

（カッコ内は予想値） 

巨大地震 

の場合 

大

津

波

警

報 

予想される津波の高さ

が高いところで３メー

トルを超える場合 

１０ｍ超 

(10ｍ＜予想高さ) 

巨大 

直ちに海岸や川

沿いから離れ、

高台や避難ビル

など安全な場所

へ避難する。 

警報が解除され

るまで安全な場

所から離れな

い。 

１０ｍ 

(５ｍ＜予想高さ≦10ｍ) 

５ｍ 

(３ｍ＜予想高さ≦５ｍ) 

津

波

警

報 

予想される津波の高さ

が高いところで１メー

トルを超え３メートル

以下の場合 

３ｍ 

(１ｍ＜予想高さ≦３ｍ) 
高い 

津

波

注

意

報 

予想される津波の高さ

が高いところで、0.2 メ

ートル以上１メートル

以下の場合であって津

波による災害のおそれ

がある場合 

１ｍ 

(0.2ｍ≦予想高さ≦１ｍ) 

（表記な

し） 

陸域では避難の

必要はない。 

海の中にいる場

合は、直ちに海

から上がって、

海岸から離れ

る。 

注意報が解除さ

れるまで海に入

ったり海岸に近

付いたりしな

い。 
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岸から離れてく

ださい。 

略 

イ 津波予報 

 発表される場合 内 容 

津波予報 

津波が予想されないとき。 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表。 

0.2メートル未満の海面変動が予想さ

れたとき。（津波に関するその他の情

報に含めて発表） 

高いところでも0.2m未満の海面変

動のため被害の心配はなく、特段の

防災対応の必要がない旨を発表。 

津波注意報解除後も海面変動が継続

するとき。 

（津波に関するその他の情報に含め

て発表） 

津波に伴う海面変動が観測されて

おり、今後も継続する可能性が高い

ため、海に入っての作業や釣り、海

水浴などに際しては十分な留意が

必要である旨を発表。 

 

(２) 津波情報 

情報の種類 内     容 

津波到達予想時刻・予想される

津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波の

高さ（発表内容は津波情報・注意報の種類の表に記載）

を発表。 

各地の満潮時刻・津波到達予想

時刻に関する情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表。 

津波観測に関する情報 

（注１） 

沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表。 

沖合の津波観測に関する情報 

（注２） 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値か

ら推測される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報

区単位で発表。 

略 

 

 

 

 

 

２ 避難対策の検討 

市は、大阪府沿岸に大津波警報が発表されたとき、又は強い揺れもしくは長い時間ゆっくり

とした揺れを感じたとき、葛の葉町三丁目の一部区域に対して、避難指示の発令を検討すると

ともに、沿岸市町との連絡体制を確保し、津波避難者受入れ体制の整備を検討する。 

 

 

第３節 発災直後の情報収集伝達 

略 

第２ 実施責任者 

略 

報 告 項 目 
報告主管

部 

報 告 先 

（大 阪 府） 
報 告 項 目 報 告 主 管 部 

報 告 先 

（ 大 阪

府 ） 

人的・住家

被害関係 

本部事務

局 
危 機 管 理 室 

道路・橋梁

関 係 
都市デザイン部 都 市 整 備 部 

危 険 物 等

施設関係 
消防本部 危 機 管 理 室 河 川 関 係 都市デザイン部 都 市 整 備 部 

社 会 福 祉

施設関係 
福 祉 部 福 祉 部 

砂防・崖く

ずれ関係 
都市デザイン部 都 市 整 備 部 

医 療 関 係 
子 育 て 

健 康 部 
健 康 医 療 部 下水道関係 上 下 水 道 部 都 市 整 備 部 

ごみ処理施

設等関係 

環境産業

部 

環境農林水産

部 
公 園 関 係 都市デザイン部 都 市 整 備 部 

水 道 関 係 
上下水道

部 
健 康 医 療 部 

公共住宅・

宅 地 造 成

地・災害危

険区域関係 

都市デザイン部 
住宅まちづく

り 部 

農地・ため

池関係 

環境産業

部 

環境農林水産

部 

教育・文化

財関係 

教育・こども

部 

生 涯 学 習 部 

府教育委員会 

山地災害関

係 

環境産業

部 

環境農林水産

部 
  

 

 

 

イ 津波予報 

 発 表 基 準 内 容 

津波予報 

津波が予想されないとき。 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表。 

0.2メートル未満の海面変動が予想さ

れたとき。（津波に関するその他の情

報に含めて発表） 

高いところでも0.2m未満の海面変

動のため被害の心配はなく、特段の

防災対応の必要がない旨を発表。 

津波警報等解除後も海面変動が継続

するとき。 

（津波に関するその他の情報に含め

て発表） 

津波に伴う海面変動が観測されて

おり、今後も継続する可能性が高い

ため、海に入っての作業や釣り、海

水浴などに際しては十分な留意が

必要である旨を発表。 

 

(２) 津波情報 

情報の種類 内     容 

津波到達予想時刻・予想される

津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波の

高さを５段階の数値または２種類の巨大地震の場合の表

現で発表（発表される津波の高さは、「(1)ア 大津波警報・

津波警報・津波注意報」を参照）。 

また、地震の発生場所(震源)やその規模（マグニチュー

ド）を発表。 

各地の満潮時刻・津波の到達予

想時刻に関する情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表。 

また、地震の発生場所(震源)やその規模（マグニチュー

ド）を発表。 

津波観測に関する情報 

（注１） 

実際に津波を観測した場合に、その時刻や高さを発表。 

また、地震の発生場所(規模)やその規模（マグニチュー

ド）を発表。 

沖合の津波観測に関する情報 

（注２） 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、沖合の観測値から推

測される沿岸における津波の到達時刻や高さを発表（予

報区単位）。 

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表。 

津波予報（津波の心配がない場合を除く）を含めて発表。 

略 

２ 避難対策の検討 

市は、大阪府沿岸に大津波警報が発表されたとき、又は強い揺れもしくは長い時間ゆっくり

とした揺れを感じたとき、葛の葉町三丁目の一部区域に対して、避難勧告又は避難指示の発令

を検討するとともに、沿岸市町との連絡体制を確保し、津波避難者受入れ体制の整備を検討す

る。 

 

第３節 発災直後の情報収集伝達…P119 

略 

第２ 実施責任者 

略 

報 告 項 目 報告主管部 
報 告 先 

（大 阪 府） 
報告項目 報告主管部 

報 告 先 

（ 大 阪

府 ） 

人的・住家

被害関係 
本部事務局 政 策 企 画 部 

道路・橋

梁 関 係 

都市デザイン

部 
都 市 整 備 部 

危 険 物 等

施設関係 
消 防 本 部 政 策 企 画 部 河川関係 

都市デザイン

部 
都 市 整 備 部 

社 会 福 祉

施設関係 

生きがい健

康 部 
健 康 医 療 部 

砂防・崖

くずれ関

係 

都市デザイン

部 
都 市 整 備 部 

医 療 関 係 
生きがい健

康 部 
健 康 医 療 部 

下水道関

係 
上下水道部 都 市 整 備 部 

ごみ処理施

設等関係 
環境産業部 環境農林水産部 公園関係 

都市デザイン

部 
都 市 整 備 部 

水 道 関 係 上下水道部 健 康 医 療 部 

公 共 住

宅・宅地

造成地・

災害危険

区域関係 

都市デザイン

部 

住宅まちづく

り 部 

農地・ため

池関係 
環境産業部 環境農林水産部 

教育・文

化財関係 

学校教育部 

生涯学習部 
府教育委員会 

山地災害関

係 
環境産業部 環境農林水産部   
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資料編  ○ １－３ 防災関係機関連絡先一覧 

     ○ ３－８ 災害概況・被害状況即報、災害確定報告様式 

     ○ ３－９ 被害状況調査報告基準 

     ○ ３－１０ 非常通信経路 

略 

 

第４節 災害広報 

略 

第１ 計画の方針 

災害時において人心の安定と速やかな応急復旧作業の推進を図るため、府及び防災関係機関

と相互に協議調整し、住民をはじめ出勤者及び帰宅困難者、訪日外国人を含む観光客に対し、

自らの判断で適切な行動がとれるように迅速かつ的確な広報・広聴活動を様々な手段を用いた

実施に努める。 

略 

第３ 広報活動 

１ 広報の内容 

(１) 住民に対する広報 

ア 広報紙の内容変更･臨時発行、広報番組の内容変更等 

イ 広報車による広報 

ウ 市防災行政無線による広報 

エ 避難所への職員の派遣、広報紙･ちらしの掲示･配布 

オ 新聞、ラジオ、テレビによる広報 

カ 防災情報メール・ＳＮＳ等 

キ インターネットの活用 

ク ケーブルテレビ等への情報提供 

ケ 点字やファックス等多様な手段の活用により、視覚障がい者、聴覚障がい者、外国人等に

配慮したきめ細かな広報 

コ 町会・自治会、自主防災組織や民生委員・児童委員、ボランティア等の協力による災害情

報の伝達 

略 

 

第３章 消火、救助、救急、医療救護 

第１節 消火・救助・救急活動 

略 

第７ 現地調整所の設置 

 市は、和泉警察署、府、自衛隊等と相互に連携した救助･救急活動が実施できるよう、情報連

絡を密に行うとともに、活動区域や役割分担等の調整を図るため、必要に応じて被災地等に合

同調整所を設置する。 

 

第２節 医療救護活動 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 要救助者数の状況把握 

２ 医療機関の被害状況及び活動状況の把握 

３ 医療救護班の編成と医師会・歯科医師会・薬剤師会への応援要請 

４ 救護所の設置（設置場所の決定） ⇒ 地域住民へ広報 

５ 医薬品等の確保 ⇒ ①薬剤師会、市内医薬店からの調達、②府

へ要請 

６ 重傷者の搬送 

 (１) 医療機関の受入れ状況の把握 

 (２) 搬送手段の確保 ⇒ ①救急自動車、②ヘリコプター等 

健康づくり推進室 

和泉市立総合医療

センター 

医師会・歯科医師

会・薬剤師会 

 

第１ 計画の方針 

災害のため医療機関が混乱し、被災地の住民が医療及び助産の途を失った場合には、応急的

な医療及び助産を施し、被災者を保護する。また、災害医療コーディネーター（災害時小児周

産期リエゾンなどを含む）に対して適宜助言及び支援を求める。 

 

資料編  ○ ３－８ 指定避難場所一覧災害概況・被害状況即報、災害確定報告様式 

     ○ ３－９ 被害状況調査報告基準 

     ○ １－３ 防災関係機関連絡先一覧 

     ○ ３－１０ 非常通信経路 

略 

 

第４節 災害広報…P122 

略 

第１ 計画の方針 

 災害時において人心の安定と速やかな応急復旧作業の推進を図るため、府及び防災関係機関

と相互に協議調整し、被災者をはじめ住民に対し迅速かつ的確な広報・広聴活動を実施する。 

略 

 

 

第３ 広報活動 

１ 広報の内容 

(１) 住民に対する広報 

ア 広報紙の内容変更･臨時発行、広報番組の内容変更等 

イ 広報車による広報 

ウ 市防災行政無線による広報 

エ 避難所への職員の派遣、広報紙･ちらしの掲示･配布 

オ 新聞、ラジオ、テレビによる広報 

カ 防災情報メール 

キ インターネットの活用 

ク ケーブルテレビ等への情報提供 

ケ 点字やファックス等多様な手段の活用により、視覚障がい者、聴覚障がい者、外国人等に

配慮したきめ細かな広報 

コ 町会・自治会、自主防災組織や民生委員・児童委員、ボランティア等の協力による災害情報

の伝達 

略 

 

第３章 消火、救助、救急、医療救護 

第１節 消火・救助・救急活動…P122 

略 

第７ 現地調整所の設置 

 市は、和泉警察署、府、自衛隊等と相互に連携した救助･救急活動が実施できるよう、情報連

絡を密に行うとともに、活動区域や役割分担等の調整を図るため、必要に応じて被災地等に現

地調整所を設置する。 

 

第２節 医療救護活動…P126 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 要救助者数の状況把握 

２ 医療機関の被害状況及び活動状況の把握 

３ 医療救護班の編成と医師会・歯科医師会・薬剤師会への応援要請 

４ 救護所の設置（設置場所の決定） ⇒ 地域住民へ広報 

５ 医薬品等の確保 ⇒ ①薬剤師会、市内医薬店からの調達、②府

へ要請 

６ 重傷者の搬送 

 (１) 医療機関の受入状況の把握 

 (２) 搬送手段の確保 ⇒ ①救急自動車、②ヘリコプター等 

健康づくり推進室 

和泉市立総合医療

センター 

医師会・歯科医師

会・薬剤師会 

 

第１ 計画の方針 

 災害のため医療機関が混乱し、被災地の住民が医療及び助産の途を失った場合には、応急的

な医療及び助産を施し、被災者を保護する。 
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略 

第３ 応急医療体制の確保 

略 

２ 医療救護の実施 

 医療救護は、和泉市立総合医療センターの医療救護班が行う。ただし、災害の規模、被害状

況により和泉市立総合医療センターのみでは対処できない場合は、医師会・歯科医師会・薬剤

師会、府及び日本赤十字社大阪府支部に協力要請を行う。 

また、和泉保健所内に保健所保健医療調整本部が設置された場合、保健所保健医療調整本部

を通じて医療救護班の派遣要請を行う。 

 なお、府等から派遣された医療救護班の受入れ及び配置調整及び医師会・歯科医師会・薬剤

師会への協力要請は健康づくり推進室が行う。 

略 

 

 

 

 

 

 

３ 医療救護班の業務 

(１) 患者に対する応急処置 

(２) 医療機関への搬送の要否及びトリアージ 

(３) 搬送困難な患者及び軽症患者に対する医療 

(４) 助産救護 

(５) 被災住民等の健康管理 

(６) 死亡の確認 

(７) その他状況に応じた処置 

４ 救護所の設置・運営 

 市は、必要に応じ被災現場付近の安全な場所に応急救護所を設置し、搬送前の応急措置やト

リアージ等を行うとともに、避難所等に医療救護所を設置し、軽症患者の医療や被災住民等の

健康管理を行う。なお、医師会・歯科医師会・薬剤師会と調整の上、医療機関の開設者から承

諾が得られた場合には、当該医療機関を医療救護所として指定する。 

 市は、救護所を設置した場合には、その旨の標識を掲示するとともに、速やかに当該場所を

広報車等を使用して地域住民に知らせる。 

第４ 後方医療活動 

略 

４ ヘリコプター緊急離発着場の確保 

 重症患者の後方医療機関への搬送や医薬品等の搬送などを迅速、円滑に行うため、和泉市総

合スポーツセンターをヘリコプター緊急離発着場とする。 

 

第５ 市災害医療センター等での受入れ 

 市災害医療センター（和泉市立総合医療センター）は、市域内における医療救護活動の拠点

として患者を受入れ治療を行う。 

 なお、和泉市立総合医療センターのみでの対応が困難な場合は、市内災害協力病院及び医師

会・歯科医師会・薬剤師会と調整を行い、患者の受入れ治療を行うとともに、地域災害拠点病

院（岸和田徳洲会病院）に協力を求める。 

略 

資料編  ○ ２－１０ 市域にかかる災害医療センター等一覧 

     ○ ２－１１ 医師会・歯科医師会・薬剤師会連絡先 

     ○ ２－１３ 災害時用臨時ヘリポート一覧 

     ○ ３－１１ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準 

 

 

第４章 避難行動 

第１節 避難誘導 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 住民に対する避難勧告、指示の有効な広報手段の選定 

２ 避難指示の周知内容 ⇒ ①避難対象地域 ②避難理由 ③避難先 

              ④避難経路 ⑤避難時の注意事項 

３ 避難誘導の留意事項 

各課・室共通 

消防団 

和泉警察署 

自衛隊 

略 

第３ 応急医療体制の確保 

略 

２ 医療救護の実施 

 医療救護は、和泉市立総合医療センターの医療救護班が行う。ただし、災害の規模、被害状況

により和泉市立総合医療センターのみでは対処できない場合は、医師会・歯科医師会・薬剤師

会、府及び日本赤十字社大阪府支部に協力要請を行う。 

また、和泉保健所内に地域災害医療本部が設置された場合、地域災害医療本部を通じて医療

救護班の派遣要請を行う。 

 なお、府等から派遣された医療救護班の受入れ及び配置調整及び医師会・歯科医師会・薬剤

師会への協力要請は健康づくり推進室が行う。 

略 

３ 医療救護班の編成 

(１)  和泉市立総合医療センターの医療救護班は３班編成とし、その構成等は次のとおりであ

る。 

ア 構成  １班（医師１名、看護師２名、その他１名） 

イ 参集場所  和泉市立総合医療センター 

(２) 医師会・歯科医師会・薬剤師会の連絡先は、資料編に掲載のとおりである。 

４ 医療救護班の業務 

(１) 患者に対する応急処置 

(２) 医療機関への搬送の要否及びトリアージ 

(３) 搬送困難な患者及び軽症患者に対する医療 

(４) 助産救護 

(５) 被災住民等の健康管理 

(６) 死亡の確認 

(７) その他状況に応じた処置 

５ 救護所の設置・運営 

 市は、必要に応じ被災現場付近の安全な場所に応急救護所を設置し、搬送前の応急措置やト

リアージ等を行うとともに、避難所等に医療救護所を設置し、軽症患者の医療や被災住民等の

健康管理を行う。なお、医師会・歯科医師会・薬剤師会と調整の上、医療機関の開設者から承諾

が得られた場合には、当該医療機関を医療救護所として指定する。 

 市は、救護所を設置した場合には、その旨の標識を掲示するとともに、速やかに当該場所を

広報車等を使用して地域住民に知らせる。 

第４ 後方医療活動 

略 

４ ヘリコプター緊急離発着場の確保 

 重症患者の後方医療機関への搬送や医薬品等の搬送などを迅速、円滑に行うため、関西トラ

ンスウェイスポーツスタジアム（和泉市総合スポーツセンター）をヘリコプター緊急離発着場

とする。 

第５ 市災害医療センター等での受入れ 

 市災害医療センター（和泉市立総合医療センター）は、市域内における医療救護活動の拠点

として患者を受入れ治療を行う。 

 なお、和泉市立総合医療センターのみでの対応が困難な場合は、市内災害協力病院及び医師

会・歯科医師会・薬剤師会と調整を行い、患者の受入れ治療を行うとともに、地域災害拠点病院

（市立堺病院）に協力を求める。 

略 

資料編  ○ ２－１０ 市域にかかる災害医療センター等一覧 

     ○ ２－１１ 医師会・歯科医師会・薬剤師会連絡先 

     ○ ３－１１ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準 

     ○ ２－１３ 災害時用臨時ヘリポート一覧 

 

 

第４章 避難行動 

第１節 避難誘導…P129 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 住民に対する避難勧告、指示の有効な広報手段の選定 

２ 避難勧告、指示の周知内容⇒①避難対象地域 ②避難理由 ③避難先 

                 ④避難経路 ⑤避難時の注意事項 

３ 避難誘導の留意事項 

各課・室共通 

消防団 

和泉警察署 

自衛隊 
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 (１) 自治会・町内会など集団避難の奨励 

 (２) 安全な避難経路の選定 

 (３) 避難行動要支援者の優先避難 

４ 危険箇所の避難対策 ⇒ ①危険箇所の防災パトロール ②伝達系統

の確立 

第１ 計画の方針 

市域内において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、必要と認める地域の必要と

認める居住者等に対して避難のための立退きを指示し、安全な場所に避難させる等人命の被害

の軽減を図る。その際、市は、危険の切迫性・地域の特性等に応じて避難指示等の伝達文の内

容を工夫すること、その対象者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確に

して、対象者ごとにとるべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民の積極的

な避難行動の喚起に努めるとともに、自らが定める「避難行動要支援者支援プラン」等に沿っ

た避難行動要支援者に対する避難支援に努める。 

第２ 実施責任者 

 避難指示の実施責任者は、災害の種類により次のとおり定める。なお、市長は関係機関と連

絡を密にし、住民の避難の的確な措置を実施する。 

実施責

任者 
災害の種類 要 件 根 拠 法 

市 長 

（指示） 

災 害 全 般 災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において、人命又は身体を災

害から保護し、その他災害の拡大を防

止するため特に必要があると認めると

き及び急を要すると認めるとき。 

災害対策基本法第60条 

知 事 

（指示） 

災 害 全 般 市長がその全部又は大部分の事務を行

うことができなくなったと認めると

き。 

災害対策基本法第60条 

警 察 官 

（指

示） 

災 害 全 般 市長が避難のための立退きを指示する

ことができないと認めるとき、又は市

長から要求があったとき。 

災害対策基本法第61条 

人命若しくは身体に危険を及ぼし、又

は財産に重大な損害を及ぼすおそれの

ある天災等危険な事態がある場合 

警察官職務執行法（昭和2

3年法律第136号）第4条 

知 事 又

は そ の

命 を 受

け た 職

員 

（指

示） 

洪 水 洪水の氾濫により著しい危険が切迫し

ていると認められるとき。 

水防法第29条 

地 す べ り 地すべりにより著しい危険が切迫して

いると認められるとき。 

地すべり等防止法第25条 

水 防 管

理 者 

（指

示） 

洪 水 洪水により著しい危険が切迫している

と認められるとき。 

水防法第29条 

自 衛 官 

（指

示） 

災 害 全 般 災害の状況により特に急を要する場合

で、警察官がその現場にいない場合 

自衛隊法第94条 

第３ 避難指示等の発令 

市長は、府の助言等も活用し、住民の生命又は身体を災害から保護し、被害の拡大を防止す

るため、特に必要があると認める場合は、避難指示等を行う。住民が自らの判断で避難行動を

とることができるよう、避難指示等は、災害種別ごとに避難行動が必要な地域を示して発令す

るとともに、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応し

たとるべき避難行動がわかるように伝達する。 

特に、土砂災害については、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市をいくつかの地域

に分割した上で、土砂災害に関するメッシュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含ま

れる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令できるよう、発令範囲

をあらかじめ具体的に設定する。 

 (１) 自治会・町内会など集団避難の奨励 

 (２) 安全な避難経路の選定 

 (３) 避難行動要支援者の優先避難 

４ 危険箇所の避難対策 ⇒ ①危険箇所の防災パトロール ②伝達系

統の確立 

第１ 計画の方針 

 市域内において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、危険区域内にある住民に

対して避難のための立退きを勧告し、又は指示し、安全な場所に避難させる等人命の被害の軽

減を図る。その際、市は、危険の切迫性・地域の特性等に応じて避難勧告等の伝達文の内容を工

夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動がわかるように伝

達することなどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努めるとともに、自らが定める「避

難行動要支援者支援プラン」に沿った避難行動要支援者に対する避難支援に努める。 

 

第２ 実施責任者 

 避難の勧告又は指示の実施責任者は、災害の種類により次のとおり定める。なお、市長は関

係機関と連絡を密にし、住民の避難の的確な措置を実施する。 

実施責任

者 
災害の種類 要 件 根 拠 法 

市 長 

（勧告・

指示） 

災 害 全 般 災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において、人命又は身体を災

害から保護し、その他災害の拡大を防

止するため特に必要があると認めると

き及び急を要すると認めるとき。 

災害対策基本法第60条 

知 事 

（勧告・

指示） 

災 害 全 般 市長がその全部又は大部分の事務を行

うことができなくなったと認めると

き。 

災害対策基本法第60条 

警 察 官 

（指

示） 

災 害 全 般 市長が避難のための立退きを指示する

ことができないと認めるとき、又は市

長から要求があったとき。 

災害対策基本法第61条 

人命若しくは身体に危険を及ぼし、又

は財産に重大な損害を及ぼすおそれの

ある天災等危険な事態がある場合 

警察官職務執行法（昭

和23年法律第136号）第

４条 

知事又は

その命を

受けた職

員 

（指

示） 

洪 水 洪水の氾濫により著しい危険が切迫し

ていると認められるとき。 

水防法第29条 

地 す べ り 地すべりにより著しい危険が切迫して

いると認められるとき。 

地すべり等防止法第25

条 

水防管理

者 

（指

示） 

洪 水 洪水により著しい危険が切迫している

と認められるとき。 

水防法第29条 

自 衛 官 

（指

示） 

災 害 全 般 災害の状況により特に急を要する場合

で、警察官がその現場にいない場合 

自衛隊法第94条 

第３ 避難指示、避難勧告等の発令 

市長は、府の助言等も活用し、住民の生命又は身体を災害から保護し、被害の拡大を防止す

るため、特に必要があると認める場合は、避難勧告等を行う。住民が自らの判断で避難行動を

とることができるよう、避難勧告等は、災害種別ごとに避難行動が必要な地域を示して発令す

る。 

特に、土砂災害については、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をいくつかの地

域に分割した上で、土砂災害に関するメッシュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含

まれる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難勧告等を発令できるよう、発令範

囲をあらかじめ具体的に設定する。 
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 発令時の状況 住民に求める行動 

【
警
戒
レ
ベ
ル
３
】 

高
齢
者
等
避
難 

・災害のおそれあり 危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等※は危険な場所から避難（立退き避難

又は屋内安全確保）する。 

※避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施

設利用者の高齢者及び障害のある人等、及びそ

の人の避難を支援する者 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出

を控えるなど普段の行動を見合わせ始めたり、

避難の準備をしたり、自主的に避難するタイミ

ングである。 

例えば、地域の状況に応じ、早めの避難が望ま

しい場所の居住者等は、このタイミングで自主

的に避難することが望ましい。 

【
警
戒
レ
ベ
ル
４
】 

避
難
指
示 

・災害のおそれ高い 危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内

安全確保）する。 

【
警
戒
レ
ベ
ル
５
】 

緊
急
安
全
確
保 

・災害発生又は切迫 

（必ず発令される情報では

ない） 

命の危険 直ちに安全確保！ 

・立退き避難することがかえって危険である場

合、緊急安全確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安

全にとることができるとは限らず、 

また本行動をとったとしても身の安全を確保で

きるとは限らない。 

（注１） 市は、住民に対して避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意

するとともに、避難指示を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやす

い時間帯における高齢者等避難の発令に努める。 

（注２） 津波災害は、危険区域からの一刻も早い避難が必要であることから、「高齢者等避難」

は発令せず、基本的には「避難指示」のみ発令。 

前表については、内閣府の「避難情報に関するガイドライン」（令和 3 年 5 月）を踏

まえ、避難のための準備や移動に要する時間を考慮した、立退き避難が必要な場合を想

定しているが、避難指示が発令された際、既に周囲で水害や土砂災害が発生している等、

遠方の指定避難所等への立退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと住民自身

で判断した場合には、近隣のより安全な建物等の緊急的な退避場所への避難や、屋内で

もより安全な場所へ移動する安全確保措置をとることも避難行動とし、市はこのことを

住民へ平時から周知しておく。 

市は、市域の河川特性等を考慮し、洪水、土砂災害に対する「避難勧告等判断・伝達マニュ

アル」を作成する。また、近年の都市型豪雨等に対応するため、タイムライン等の最新の知見

を参考にするなど、適宜、マニュアルを改訂する。 

 また、避難指示を行うときは、次の点に配慮する。 

 

１ 避難の一般的基準 

避難指示は、原則として次のような状態になったとき発する。 

略 

２ 避難行動要支援者への配慮 

市長は、避難行動要支援者については、避難行動に時間を要することを踏まえ、「避難勧告等

判断・伝達マニュアル」等に基づき、避難準備情報を発表・伝達する。また、避難行動要支援

者支援プラン等に基づき、避難行動要支援者への避難指示等を実施する。 

３ 避難指示等の発令判断に関する留意点 

市長は、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶお

それがあると認めるときは、地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難

のための安全確保に関する措置を指示する。 

さらに避難のための立退きを指示しようとする場合等において、必要があると認めるときは、

指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・知事に対し、指示に関する事項について、助言を

求めることとし、迅速に対応できるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決め、連絡先の共

有を徹底するなど、必要な準備を整える。 

さらに、避難のための立退きを指示する場合等において、その通信のため特別の必要がある

ときは、電気通信設備を優先的に利用し、又はインターネットを利用した情報の提供を行うこ

とを求める。 

 発令時の状況 住民に求める行動 

【
警
戒
レ
ベ
ル
３
】 

避
難
準
備
・
高
齢
者
等
避
難
開
始 

・災害発生の可能性があ

り、避難勧告や避難指示

（緊急）を発令することが

予想される状況（注１） 

・避難に時間のかかる要配慮者とその支援者は立退

き避難する。 

・その他の人は立退き避難の準備を整えるととも

に、以後の防災気象情報、水位情報等に注意を払い、

自発的に避難を開始する。 

・特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険

性がある区域や急激な水位上昇のおそれがある河

川沿いでは、避難準備が整い次第、当該災害に対応

した指定避難所や指定緊急避難場所へ立退き避難

する。 

【
警
戒
レ
ベ
ル
４
】 

避
難
勧
告 

・災害による被害が予想さ

れ、人的被害が発生する可

能性が高まった状況 

・予想される災害に対応した指定避難所や指定緊急

避難場所へ速やかに立退き避難する。 

・指定避難所や指定緊急避難場所への立退き避難は

かえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判断す

る場合には、「近隣の安全な場所」への避難や、少し

でも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋

内安全確保」を行う。 

【
警
戒
レ
ベ
ル
４
】 

避
難
指
示
（
緊
急
） 

・災害が発生する等状況が

さらに悪化し、人的被害の

危険性が非常に高まった

状況 

・既に災害が発生していてもおかしくない極めて危

険な状況となっており、未だ避難していない人は、

予想される災害に対応した指定避難所や指定緊急

避難場所へ緊急に避難する。 

・指定避難所や指定緊急避難場所への立退き避難は

かえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判断す

る場合には、「近隣の安全な場所」への避難や、少し

でも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋

内安全確保」を行う。 

・津波災害から、立退き避難する。（注２） 

（注１） 市は、住民に対して避難勧告等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意

するとともに、避難勧告及び避難指示（緊急）を夜間に発令する可能性がある場合には、

避難行動をとりやすい時間帯における避難準備・高齢者等避難開始の発令に努める。 

（注２） 津波災害は、危険区域からの一刻も早い避難が必要であることから、「避難準備・高齢

者等避難開始」「避難勧告」は発令せず、基本的には「避難指示（緊急）」のみ発令。 

前表については、内閣府の「避難勧告等に関するガイドライン」（平成 29 年 1月）を

踏まえ、避難のための準備や移動に要する時間を考慮した、立退き避難が必要な場合を

想定しているが、避難勧告や避難指示（緊急）が発令された際、既に周囲で水害や土砂

災害が発生している等、遠方の指定避難所等への立退き避難はかえって命に危険を及ぼ

しかねないと住民自身で判断した場合には、近隣のより安全な建物等の緊急的な退避場

所への避難や、屋内でもより安全な場所へ移動する安全確保措置をとることも避難行動

とし、市はこのことを住民へ平時から周知しておく。 

市は、市域の河川特性等を考慮し、同ガイドラインを踏まえ、洪水、土砂災害に対する「避難

勧告等の判断・伝達マニュアル」を作成する。また、近年の都市型豪雨等に対応するため、タイ

ムライン等の最新の知見を参考にするなど、適宜、マニュアルを改訂する。 

 また、避難勧告等を行うときは、次の点に配慮する。 

 

１ 避難の一般的基準 

避難の勧告又は指示は、原則として次のような状態になったとき発する。 

略 

２ 避難行動要支援者への配慮 

市長は、避難行動要支援者については、避難行動に時間を要することを踏まえ、「避難勧告等

判断・伝達マニュアル」等に基づき、避難準備情報を発表・伝達する。また、避難行動要支援者

支援プラン等に基づき、避難行動要支援者への避難勧告等を実施する。 

３ 避難勧告等の発令判断に関する留意点 

市長は、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶお

それがあると認めるときは、地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難

のための安全確保に関する措置を指示する。 

さらに避難のための立退きを指示しようとする場合等において、必要があると認めるときは、

指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・知事に対し、勧告又は指示に関する事項について、

助言を求めることとし、迅速に対応できるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決め、連絡先

の共有を徹底するなど、必要な準備を整える。 

さらに、避難のための立退きを指示する場合等において、その通信のため特別の必要がある

ときは、電気通信設備を優先的に利用し、又はインターネットを利用した情報の提供を行うこ

とを求める。 
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また、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を

絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築

に努める。 

４ 避難指示等の解除 

避難指示等の解除にあたっては、十分に安全性の確認に努める。 

第４ 洪水、土砂災害による避難準備の指示 

 市長は、気象情報、水位情報、土砂災害警戒情報等によって、過去の災害発生例、地形等か

ら判断して、土砂災害警戒区域、土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所、

山地災害危険地区において、「避難勧告等判断・伝達マニュアル」等に定める基準を超過した場

合は、その必要な地域の住民に対し、広報車等により避難の準備を広報する。広報内容は、次

のとおりである。 

略 

第５ 住民への周知 

市長は、避難指示等の実施にあたっては、対象となる地域名、避難先、避難理由等を明示し、

直ちに次の方法により周知徹底を図る。周知にあたっては、避難行動要支援者に配慮する。 

略 

３ いずみメール、ＳＮＳ 

 いずみメール登録者及びＳＮＳ登録者に、一斉に配信し、伝達する。 

略 

第６ 避難指示等の内容 

 避難指示等をする場合は、次の内容を明示して実施する。 

１ 避難指示等の実施者名 

２ 避難対象地域 

３ 予想される災害危険及び避難理由 

４ 避難先 

５ 避難経路 

６ 避難時の注意事項（火災・盗難の予防、携行品、服装）等 

第７ 避難の方法 

略 

３ 避難者の確認 

(１) 避難の避難指示を発した地域に対しては、避難終了後速やかに和泉警察署等の協力を得

て巡回を行い、帰宅困難者等の有無の確認に努める。 

(２) 避難の避難指示に従わない者に対しては極力説得し、なお説得に応じない者がある場合

で、人命救助のために特に必要があるときは、和泉警察署に連絡する等、必要な措置をと

る。 

第８ 知事への報告 

 市長は、避難の避難指示を行ったときは、速やかに知事に報告する。また、避難を行うこと

により、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、地域の居住者

等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置を指示する

が、これらの措置を講じた場合も同様に知事に報告する。 

第９ 関係機関への連絡 

１ 施設の管理者への連絡 

 市の避難所として指定している学校長等に、事前に連絡し協力を求める。 

２ 和泉警察署、消防本部等への連絡 

 避難住民の誘導、整理のため、和泉警察署、消防本部等の関係機関に避難指示の内容を伝え

るとともに協力を求める。 

３ 近隣・遠隔地市町村への連絡 

 地域住民が避難のため、近隣・遠隔地市町村内の施設を利用することもあり、また避難の誘

導、経路によって協力を求めなければならない場合には、近隣・遠隔地市町村に対して連絡す

る。 

 

第２節 避難所の開設・運営等 

略 

第２ 避難所の開設 

市長は、自ら避難指示を行ったとき、又は、住民の自主的避難が予想されるとき、その他必要

と認めるときは、避難所運営マニュアルに基づき、直ちに指定避難場所から必要な施設を選定

し、避難所の開設を行い避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよ

う、避難所の開設状況等を適切に府に報告するよう努めるものとする。 

なお、避難所の受入れ能力を超える避難者が生じた場合は、協定締結している施設の管理者な

ど関係機関への要請や、必要によっては公共宿泊施設、民間施設の管理者等、関係機関への要

また、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を

絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築

に努める。 

４ 避難勧告等の解除 

避難勧告等の解除にあたっては、十分に安全性の確認に努める。 

第４ 洪水、土砂災害による避難準備の指示 

 市長は、気象情報、水位情報、土砂災害警戒情報等によって、過去の災害発生例、地形等から

判断して、土砂災害警戒区域、土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所、山

地災害危険地区において、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」等に定める基準を超過した場

合は、その必要な地域の住民に対し、広報車等により避難の準備を広報する。広報内容は、次の

とおりである。 

略 

第５ 住民への周知 

市長は、避難勧告等の実施にあたっては、対象となる地域名、避難先、避難理由等を明示し、

直ちに次の方法により周知徹底を図る。周知にあたっては、避難行動要支援者に配慮する。 

略 

３ いずみメール 

 いずみメール登録者に、一斉にメール配信し、伝達する。 

略 

第６ 避難勧告等の内容 

 避難勧告等をする場合は、次の内容を明示して実施する。 

１ 避難勧告等の実施者名 

２ 避難対象地域 

３ 予想される災害危険及び避難理由 

４ 避難先 

５ 避難経路 

６ 避難時の注意事項（火災・盗難の予防、携行品、服装）等 

第７ 避難の方法 

略 

３ 避難者の確認 

(１) 避難の勧告、指示を発した地域に対しては、避難終了後速やかに和泉警察署等の協力を

得て巡回を行い、帰宅困難者等の有無の確認に努める。 

(２) 避難の勧告、指示に従わない者に対しては極力説得し、なお説得に応じない者がある場

合で、人命救助のために特に必要があるときは、和泉警察署に連絡する等、必要な措置を

とる。 

第８ 知事への報告 

 市長は、避難の勧告又は指示を行ったときは、速やかに知事に報告する。また、避難を行うこ

とにより、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、地域の居住

者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置を指示す

るが、これらの措置を講じた場合も同様に知事に報告する。 

第９ 関係機関への連絡 

１ 施設の管理者への連絡 

 市の避難所として指定している学校長等に、事前に連絡し協力を求める。 

２ 和泉警察署、消防本部等への連絡 

 避難住民の誘導、整理のため、和泉警察署、消防本部等の関係機関に勧告・指示の内容を伝え

るとともに協力を求める。 

３ 近隣・遠隔地市町村への連絡 

 地域住民が避難のため、近隣・遠隔地市町村内の施設を利用することもあり、また避難の誘

導、経路によって協力を求めなければならない場合には、近隣・遠隔地市町村に対して連絡す

る。 

 

第２節 避難所の開設・運営等…P135 

略 

第２ 避難所の開設 

市長は、自ら避難の勧告、指示を行ったとき、又は、住民の自主的避難が予想されるとき、その

他必要と認めるときは、避難所運営マニュアルに基づき、直ちに指定避難場所から必要な施設

を選定し、避難所を開設する。 

なお、避難所の受入れ能力を超える避難者が生じた場合は、協定締結している施設の管理者な

ど関係機関への要請や、必要によっては屋外避難所の設置、また府への要請などにより必要な

施設の確保を図る。 
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請、屋外避難所の設置、また府への要請などにより必要な施設の確保を図る。 

また、避難所の開設にあたっては、避難行動要支援者に配慮し、被災地以外の地域にあるもの

も含め、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所として借り上げるなど、多様な避難所の確保

に努める。 

さらに、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による

孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難場所を設置・維持することの適否を検討する。 

略 

第３ 指定避難所の管理、運営 

１ 避難受入れの対象者 

(１) 災害によって現に被害を受けた者 

ア 住家が被害を受け居住の場所を失った者であること。 

イ 現に災害を受けた者であること。 

(２) 災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

ア 避難指示が発せられた場合 

イ 避難指示は発せられていないが、緊急に避難することが必要である場合 

(３) その他避難が必要と認められる者 

略 

３ 指定避難所の管理、運営の留意点 

市は、避難者による自主的な運営を促すとともに、災害時避難所運営マニュアルに基づき、

次の事項に留意して、避難所の円滑な管理、運営に努める。 

また、避難所の運営における女性の参画を推進するため、避難所運営組織に女性を加えると

ともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮する。特に女性専用の物干し場、更衣室、

授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、乳幼児連れ・女性のみの世帯のエリ

アの設定、間仕切り用のパーテーション等の活用、女性や子どもに対する暴力を予防するため

巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭の

ニーズに配慮した避難所の運営に努める。 

(１) 指定避難所ごとに受入れ避難者に係る情報の早期把握及び自宅、テント及び車等、指定

避難所外で生活している被災者等に係る情報の把握に努め、府への報告を行う。 

(２) 混乱防止のための避難者心得の掲示 

(３) 応急対策の実施状況・予定等の情報の掲示 

(４)  生活環境への配慮を行い、常に良好なものとするため、食事供与の状況、男女別トイレ

の設置状況等の把握に努める 

(５)  避難行動要支援者への配慮 

(６)  避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用

頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理

の状況など避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じる。 

(７)  外国人に対して、言語、生活習慣、文化等の違いに配慮した運営に努める。 

(８)  相談窓口の設置（女性相談員の配置に配慮する。） 

(９) 避難者の住民票の有無に関わらず適切に受入れること。 

(10)  家庭動物のためのスペース確保及び動物飼養者の周辺への配慮を徹底するとともに、獣

医師会の他、動物取扱業者等の民間団体から必要な支援が受けられるよう、連携に努めること。 

(11)  避難所の中に、配偶者からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等の被害を受け、加害者

から追跡されて危害を受けるおそれのある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所等が知

られることのないよう当該避難者の個人情報の管理を徹底する。 

(12) 高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者へ配慮した運営に努める。 

(13）指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営

に関する役割分担等を定めるよう努める。 

(14）各避難所の運営者とともに、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等

との定期的な情報交換に努める 

略 

 

資料編  ○ ２－１５ 避難場所一覧 

     ○ ３－１１ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準 

略 

 

 

 

 

 

 

また、避難所の開設にあたっては、避難行動要支援者に配慮し、被災地以外の地域にあるもの

も含め、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所として借り上げるなど、多様な避難所の確保に

努める。 

さらに、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による

孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難場所を設置・維持することの適否を検討する。 

略 

 

第３ 指定避難所の管理、運営 

１ 避難受入れの対象者 

(１) 災害によって現に被害を受けた者 

ア 住家が被害を受け居住の場所を失った者であること。 

イ 現に災害を受けた者であること。 

(２) 災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

ア 避難勧告・指示が発せられた場合 

イ 避難勧告・指示は発せられていないが、緊急に避難することが必要である場合 

(３) その他避難が必要と認められる者 

略 

３ 指定避難所の管理、運営の留意点 

市は、避難者による自主的な運営を促すとともに、災害時避難所運営マニュアルに基づき、次

の事項に留意して、避難所の円滑な管理、運営に努める。 

また、避難所の運営における女性の参画を推進するため、避難所運営組織に女性を加えるとと

もに、男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮する。特に女性専用の物干し場、更衣室、授

乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、乳幼児連れ・女性のみの世帯のエリア

の設定、間仕切り用のパーテーション等の活用、女性や子どもに対する暴力を予防するため巡

回警備や防犯ブザーの配布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニ

ーズに配慮した避難所の運営に努める。 

(１) 指定避難所ごとに受入れ避難者に係る情報の早期把握及び自宅、テント及び車等、指定

避難所外で生活している被災者等に係る情報の把握に努め、府への報告を行う。 

(２) 混乱防止のための避難者心得の掲示 

(３) 応急対策の実施状況・予定等の情報の掲示 

(４)  生活環境への配慮を行い、常に良好なものとするため、食事供与の状況、男女別トイレ

の設置状況等の把握に努める 

(５)  避難行動要支援者への配慮 

(６)  避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用

頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の

状況など避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じる。 

(７)  外国人に対して、言語、生活習慣、文化等の違いに配慮した運営に努める。 

(８)  相談窓口の設置（女性相談員の配置に配慮する。） 

(９)  動物飼養者の周辺への配慮の徹底 

（新設） 

 

(10)  避難所の中に、配偶者からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等の被害を受け、加害者

から追跡されて危害を受けるおそれのある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所等が知

られることのないよう当該避難者の個人情報の管理を徹底する。 

(11) 高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者へ配慮した運営に努める。 

(12）指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営

に関する役割分担等を定めるよう努める。 

(13）各避難所の運営者とともに、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等

との定期的な情報交換に努める。 

略 

 

資料編  ○ ３－１１ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準 

     ○ ２－１５ 避難場所一覧 

略 
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第３節 避難行動要支援者等への支援 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 安否確認・被災状況の把握 ⇒ 町会・自治会、民生委員・児童

委員、社会福祉協議会、地域住

民、自主防災組織、ボランティ

ア団体等への協力要請 

 (１) 避難行動要支援者 

 (２) 社会福祉施設・職員・入所者等 

２ 搬送体制の確立 ⇒ 救急自動車等の調達 

３ 負傷者の受入れ医療機関の確保 

４ 福祉ニーズの把握 ⇒ 巡回相談の実施（被災住宅・避難所・応

急仮設住宅等） 

５ 補装具・各日常生活用具の調達及び必要人数の把握 

６ 保健師等による巡回健康相談等の実施 

７ 心の健康に関する相談窓口の設置 

福祉総務課 

高齢介護室 

障がい福祉課 

生活福祉課 

保険年金室 

子育て支援室 

健康づくり推進室 

こども未来室 

社会福祉協議会 

第１ 計画の方針 

 被災した避難行動要支援者等に対し、被災状況やニーズの把握に努めるとともに、継続した

福祉サービスの提供を行う。また、被災者の心身両面での健康維持に必要な措置を講じる。 

第２ 避難行動要支援者等の安否確認・避難誘導及び被災状況の把握 

１ 市は、発災時等においては、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、名簿を効果

的に利用し、「避難行動要支援者支援プラン」に基づき、町会・自治会、民生委員・児童委員、

社会福祉協議会をはじめ自主防災組織等の協力を得ながら、避難行動要支援者について避難支

援や迅速な安否確認等が行われるように努める。 

 また、市は、被災により保護者を失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

２ 市は、所管する社会福祉施設の施設設備、入所者、職員及び福祉関係スタッフ等の被災状

況の迅速な把握に努める。 

第３ 被災した避難行動要支援者等への支援活動 

避難誘導、避難所での生活環境、応急仮設住宅への受入れにあたっては、避難行動要支援者

等に十分配慮する。特に避難所での健康状態の把握、男女のニーズの違いへの配慮、福祉施設

職員等の応援体制、応急仮設住宅への優先的入居等に努める。また、情報の提供についても十

分配慮する。 

１ 搬送及び受入れ先の確保 

 施設管理者は、災害により負傷した入所者等を搬送するための手段や受入れ先の確保を図る。

市は、施設管理者の要請に基づき、移送車両を確保するとともに、医療施設等の受入れ先を確

保する。 

２ 福祉ニーズの把握 

 市は、被災した避難行動要支援者等に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において福

祉サービスが組織的・継続的に提供できるよう、民生委員・児童委員、ボランティア等の協力

を得て、福祉ニーズの迅速な把握に努める。 

３ 在宅福祉サービスの継続的提供 

 市は、被災した避難行動要支援者等に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において、

補装具や日常生活用具の交付、ホームヘルパーの派遣等、在宅福祉サービスの継続的な提供に

努める。 

 また、市は、府と連携を図り被災した児童やその家族の心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

等に対応するため、心のケア対策に努める。 

４ 避難行動要支援者等の施設への緊急入所等 

 市は、府と連携を図り社会福祉施設入所者が安心して生活を送れるよう、必要な支援を行う

とともに、居宅、避難所等では生活できない避難行動要支援者等については、本人の意思を尊

重した上で、福祉避難所（二次的避難所）への避難及び社会福祉施設等への緊急一時入所を迅

速かつ円滑に行う。 

 社会福祉施設等は、施設の機能を維持しつつ、可能な限り受入れるよう努める。 

５ 広域支援体制の確立 

 避難行動要支援者等に関する被災状況等の情報を集約し、府等に報告するとともに、必要に

応じて、介護職員等の福祉関係職員の派遣や避難行動要支援者等の他の地域の社会福祉施設へ

入所等が迅速に行えるよう関係機関に要請する｡ 

第４ 被災者の健康維持活動 

 市は、府と連携を図り、被災者の健康状態、栄養状態を把握するとともに、助言、加療等、

被災者の健康維持に必要な活動を実施する。 

１ 巡回相談等の実施 

(１) 被災者の健康管理や生活環境の整備を行うため、避難所、社会福祉施設及び応急仮設住

第３節 避難行動要支援者等への支援…P138 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 安否確認・被災状況の把握 ⇒ 民生委員・児童委員、校区社会

福祉協議会、地域住民、自主防

災組織、ボランティア団体等

への協力要請 

 (１) 避難行動要支援者 

 (２) 社会福祉施設・職員・入所者等 

２ 搬送体制の確立 ⇒ 救急自動車等の調達 

３ 負傷者の受入れ医療機関の確保 

４ 福祉ニーズの把握 ⇒ 巡回相談の実施（被災住宅・避難所・応

急仮設住宅等） 

５ 補装具・各日常生活用具の調達及び必要人数の把握 

６ 保健師等による巡回健康相談等の実施 

７ 心の健康に関する相談窓口の設置 

健康づくり推進室 

保険年金室 

高齢介護室 

福祉総務課 

障がい福祉課 

生活福祉課 

こども未来室 

総合福祉会館 

北部総合福祉会館 

市社会福祉協議会 

第１ 計画の方針 

 被災した避難行動要支援者に対し、被災状況やニーズの把握に努めるとともに、継続した福

祉サービスの提供を行う。また、被災者の心身両面での健康維持に必要な措置を講じる。 

第２ 避難行動要支援者の安否確認・避難誘導及び被災状況の把握 

１ 市は、発災時等においては、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、名簿を効果

的に利用し、「避難行動要支援者支援プラン」に基づき、町会・自治会、民生委員・児童委員、

市社会福祉協議会をはじめ自主防災組織等の協力を得ながら、避難行動要支援者について避難

支援や迅速な安否確認等が行われるように努める。 

 また、市は、被災により保護者を失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

２ 市は、所管する社会福祉施設の施設設備、入所者、職員及び福祉関係スタッフ等の被災状

況の迅速な把握に努める。 

第３ 被災した避難行動要支援者等への支援活動 

避難誘導、避難所での生活環境、応急仮設住宅への受入れにあたっては、避難行動要支援者

に十分配慮する。特に避難所での健康状態の把握、男女のニーズの違いへの配慮、福祉施設職

員等の応援体制、応急仮設住宅への優先的入居、高齢者、障がい者向け応急仮設住宅の設置等

に努める。また、情報の提供についても十分配慮する。 

１ 搬送及び受入先の確保 

 施設管理者は、災害により負傷した入所者等を搬送するための手段や受入先の確保を図る。

市は、施設管理者の要請に基づき、移送車両を確保するとともに、医療施設等の受入れ先を確

保する。 

２ 福祉ニーズの把握 

 市は、被災した避難行動要支援者に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において福祉

サービスが組織的・継続的に提供できるよう、民生委員・児童委員、ボランティア等の協力を得

て、福祉ニーズの迅速な把握に努める。 

３ 在宅福祉サービスの継続的提供 

 市は、被災した避難行動要支援者に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において、補装

具や日常生活用具の交付、ホームヘルパーの派遣等、在宅福祉サービスの継続的な提供に努め

る。 

 また、市は、府と連携を図り被災した児童やその家族の心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

等に対応するため、心のケア対策に努める。 

４ 避難行動要支援者の施設への緊急入所等 

 市は、府と連携を図り社会福祉施設入所者が安心して生活を送れるよう、必要な支援を行う

とともに、居宅、避難所等では生活できない避難行動要支援者については、本人の意思を尊重

した上で、福祉避難所（二次的避難所）への避難及び社会福祉施設等への緊急一時入所を迅速

かつ円滑に行う。 

 社会福祉施設等は、施設の機能を維持しつつ、可能な限り受入れるよう努める。 

５ 広域支援体制の確立 

 避難行動要支援者に関する被災状況等の情報を集約し、府等に報告するとともに、必要に応

じて、介護職員等の福祉関係職員の派遣や避難行動要支援者の他の地域の社会福祉施設へ入所

等が迅速に行えるよう関係機関に要請する｡ 

第４ 被災者の健康維持活動 

 市は、府と連携を図り、被災者の健康状態、栄養状態を把握するとともに、助言、加療等、被

災者の健康維持に必要な活動を実施する。 

１ 巡回相談等の実施 

(１) 被災者の健康管理や生活環境の整備を行うため、避難所、社会福祉施設及び応急仮設住
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宅等において、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。 

(２) 被災者の栄養状況を把握し、食料の供給機関等との連絡をとり、給食施設や食生活改善

ボランティア団体の協力を得て、不足しやすい栄養素を確保するための調理品の提供や調理方

法等の指導を行う。 

(３) 高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

(４) 府の指導を得て、保健・医療等のサービスの提供、食事の栄養改善等を行う。 

２ 心の健康相談等の実施 

災害による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）、生活の激変による依存症等に対応するため、

心の健康に関する相談窓口を設置する。 

略 

第４節 広域一時滞在 

関係機関 各課・室共通 

市は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避難の長期化等に鑑み、市域外への広域的

な避難及び応急仮設住宅等への受入れが必要であると判断した場合において、他市町村への受

入れについては、当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては、府

に対し当該他の都道府県との協議を求める。 

また、他の都道府県又は市町村から被災住民の受入れの協議を受けた場合は、被災住民の受

入れについて、関係市町村長と協議を行う。協議を受けたときは、正当な理由がある場合を除

き、被災住民を受入れることとし、一時滞在の用に供するため、受入れた被災住民に対し公共

施設等を提供する。 

 

第５章 交通、緊急輸送活動 

 

第１節 交通規制・緊急輸送活動 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 緊急輸送の方法 ⇒ ①自動車、②鉄道、③ヘリコプター 

２ 公用車の集中管理及び配車 ⇒ 総務管財室（使用可能車両の把

握及び配車計画の確立等） 

３ 車両の確保 

 (１) 市保有車両、公共的団体の車両、民間輸送車両等 

 (２) 知事へ調達斡旋要請 

４ 車両燃料の確保 

５ 緊急交通路の確保 ⇒ 道路・橋梁等の被害状況調査及び安全点

検 

６ 啓開作業実施業者との作業手順の取決め 

７ 交通関係業者、一般通行者への交通規制に関する広報の実施 

公民協働推進室 

総務管財室 

都市整備室 

土木維持管理室 

消防本部 

和泉警察署 

泉北高速鉄道(株) 

西日本旅客鉄道

(株) 

略 

第２ 緊急輸送 

略 

７ 重要物流道路等における道路啓開等の支援 

国は、迅速な救急救命活動や緊急支援物資の輸送などを支えるため、国土交通大臣が指定し

た重要物流道路及びその代替・補完路において、道路啓開や災害復旧を代行できる制度を活用

し支援を行う。 

略 

資料編  ○ ２－１３ 災害時用臨時ヘリポート一覧 

     ○ ３－１２ 市保有車車種別台数内訳 

     ○ ３－１３ 緊急通行車両等事前届出書及び届出済証 

     ○ ３－１４ 緊急通行車両確認証明書及び標章 

 

第２節 交通の維持復旧 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 施設の被害調査 ⇒ （被害が生じた場合） ⇒ 市及び府に

報告 

２ 交通の確保 ⇒ 障害物の除去（廃棄又は保管） 

３ 復旧の順位 ⇒ ①被害状況、②緊急性、③復旧の難易度を考

慮 

４ 関係機関への連絡 

  ○ 連絡事項 ⇒ ①運行状況、②復旧状況、③今後の見通し 

都市整備室 

土木維持管理室 

西日本旅客鉄道(株) 

泉北高速鉄道(株) 

西日本高速道路(株) 

南海バス(株) 

略 

宅において、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。 

(２) 被災者の栄養状況を把握し、食料の供給機関等との連絡をとり、給食施設や食生活改善

ボランティア団体の協力を得て、不足しやすい栄養素を確保するための調理品の提供や調理方

法等の指導を行う。 

(３) 高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

(４) 府の指導を得て、保健・医療等のサービスの提供、食事の栄養改善等を行う。 

２ 心の健康相談等の実施 

災害による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）、生活の激変による依存症等に対応するため、

心の健康に関する相談窓口を設置する。 

略 

第４節 広域一時滞在 

 

市は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避難の長期化等に鑑み、市域外への広域的

な避難及び応急仮設住宅等への受入れが必要であると判断した場合において、他市町村への受

入れについては、当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れついては、府に

対し当該他の都道府県との協議を求める。 

また、他の都道府県又は市町村から被災住民の受入れの協議を受けた場合は、被災住民の受

入れについて、関係市町村長と協議を行う。協議を受けたときは、正当な理由がある場合を除

き、被災住民を受け入れることとし、一時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し

公共施設等を提供する。 

 

第５章 交通、緊急輸送活動 

 

第１節 交通規制・緊急輸送活動…P141 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 緊急輸送の方法 ⇒ ①自動車、②鉄道、③ヘリコプター 

２ 公用車の集中管理及び配車 ⇒ 総務管財室（使用可能車両の把

握及び配車計画の確立等） 

３ 車両の確保 

 (１) 市保有車両、公共的団体の車両、民間輸送車両等 

 (２) 知事へ調達斡旋要請 

４ 車両燃料の確保 

５ 緊急交通路の確保 ⇒ 道路・橋梁等の被害状況調査及び安全点

検 

６ 啓開作業実施業者との作業手順の取決め 

７ 交通関係業者、一般通行者への交通規制に関する広報の実施 

公民協働推進室 

総務管財室 

道路河川室 

土木維持管理室 

消防本部 

和泉警察署 

泉北高速鉄道(株) 

西日本旅客鉄道

(株) 

略 

第２ 緊急輸送 

略 

（新設） 

 

 

 

略 

資料編  ○ ２－１３ 災害時用臨時ヘリポート一覧 

     ○ ３－１２ 市保有車車種別台数内訳 

     ○ ３－１３ 緊急通行車両事前届出書及び届出済証 

     ○ ３－１４ 緊急通行車両確認申請書、確認証明書及び標章 

 

第２節 交通の維持復旧…P145 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 施設の被害調査 ⇒ （被害が生じた場合） ⇒ 市及び府に

報告 

２ 交通の確保 ⇒ 障害物の除去（廃棄又は保管） 

３ 復旧の順位 ⇒ ①被害状況、②緊急性、③復旧の難易度を考

慮 

４ 関係機関への連絡 

  ○ 連絡事項 ⇒ ①運行状況、②復旧状況、③今後の見通し 

道路河川室 

土木維持管理室 

西日本旅客鉄道(株) 

泉北高速鉄道(株) 

西日本高速道路(株) 

大阪府道路公社 

南海バス(株) 

略 
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第２ 交通の安全確保 

１ 被害状況の報告 

 各施設管理者は、速やかに施設の被害状況を調査し、被害が生じた場合は、その状況を市及

び府に報告する。 

２ 各施設管理者における対応 

略 

(２) 道路施設（市、府、近畿地方整備局、西日本高速道路株式会社） 

ア あらかじめ定めた基準により、通行の禁止又は制限を実施する。 

イ 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて消防本部、和泉警察署

に通報し、出動の要請を行う。 

ウ 交通の混乱を防止するため、通行車両の迂回路への誘導等適切な措置を講ずる。 

略 

第６ 南海バス株式会社施設災害応急対策計画 

 

第６章 二次災害防止、ライフライン確保 

第１節 公共施設応急対策 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 公共土木施設等及び公共建築物の被害状況及び危険箇所の把握 

         ↓ 

 (１) 関係機関、住民への連絡及び広報 

 (２) 必要に応じ、避難対策又は立入制限 

 (３) 災害発生した場合 ⇒ 府へ報告 

２ 所要人員、資機材の調達体制の確立 

３ 応急工事 ⇒ 危険度をチェック 

各建築物所管課 

産業振興室 

建築・開発指導室 

都市整備室 

土木維持管理室 

和泉警察署 

略 

 

第２節 民間建築物等応急対策 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 被害状況の早期把握 

２ 被災施設・危険箇所の点検 
必要に応じ①避難措置、②立入制限 

公民協働推進室 

産業振興室 

都市政策室 

建築・開発指導室 

建築住宅室 

都市整備室 

土木維持管理室 

文化遺産活用課 

消防本部 

和泉警察署 

３ 府へ被災建築物応急危険度判定士の派遣要請 

４ 府へ被災宅地危険度判定士の派遣要請 

５ 危険物等施設、放射性物質施設、文化財の被害状況の報告 

         ↓ 

 (１) 関係機関、住民への連絡及び広報 

 (２) 必要に応じ、避難対策又は立入制限等の応急措置 

 

第１ 計画の方針 

 関係機関は、建築物の倒壊、有害物質の漏洩、 アスベストの飛散等などに備え、施設の点検、

応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の二次災害防止対策を講ずるとともに、二

次災害への心構えについて住民の啓発に努める。 

第２ 民間建築物等 

略 

３ 空き家等の対策 

市は、平常時より空き家等の所有者等の特定を図り、当該所有者等の責任において空き家等

の適切な管理が行われるよう意識啓発に努める。 

 府は、不動産、建築、法律等の専門家団体との連携により、空き家等の適正管理に係る相談

窓口体制を整備し、市町村とともに、相談窓口の普及啓発に努める。 

 市は、必要に応じて、空き家等の所有者等を探索し、当該所有者等に家屋等の危険度を周知

し、倒壊等の二次災害の防止に努める。 

 

 

 

 

 

 

第２ 交通の安全確保 

１ 被害状況の報告 

 各施設管理者は、速やかに施設の被害状況を調査し、被害が生じた場合は、その状況を市及

び府に報告する。 

２ 各施設管理者における対応 

略 

(２) 道路施設（市、府、近畿地方整備局、西日本高速道路株式会社、大阪府道路公社） 

ア あらかじめ定めた基準により、通行の禁止又は制限を実施する。 

イ 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて消防本部、和泉警察署

に通報し、出動の要請を行う。 

ウ 交通の混乱を防止するため、通行車両の迂回路への誘導等適切な措置を講ずる。 

略 

第６ 南海バス施設災害応急対策計画 

 

第６章 二次災害防止、ライフライン確保 

第１節 公共施設応急対策…P148 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 公共土木施設等及び公共建築物の被害状況及び危険箇所の把握 

         ↓ 

 (１) 関係機関、住民への連絡及び広報 

 (２) 必要に応じ、避難対策又は立入制限 

 (３) 災害発生した場合 ⇒ 府へ報告 

２ 所要人員、資機材の調達体制の確立 

３ 応急工事 ⇒ 危険度をチェック 

各建築物所管課 

農林課 

建築・開発指導室 

道路河川室 

土木維持管理室 

和泉警察署 

略 

 

第２節 民間建築物等応急対策…P150 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 被害状況の早期把握 

２ 被災施設・危険箇所の点検 
必要に応じ①避難措置、②立入制限 

公民協働推進室 

農林課 

都市政策課 

建築・開発指導室 

建築住宅課 

道路河川室 

土木維持管理室 

文化財振興課 

消防本部 

和泉警察署 

３ 府へ被災建築物応急危険度判定士の派遣要請 

４ 府へ被災宅地危険度判定士の派遣要請 

５ 危険物等施設、放射性物質施設、文化財の被害状況の報告 

         ↓ 

 (１) 関係機関、住民への連絡及び広報 

 (２) 必要に応じ、避難対策又は立入制限等の応急措置 

 

第１ 計画の方針 

 関係機関は、建築物の倒壊、アスベストの飛散などに備え、二次災害防止対策を講ずるとと

もに、二次災害への心構えについて住民の啓発に努める。 

 

第２ 民間建築物等 

略 

 

（新設） 
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第３節 ライフラインの確保 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 施設設備の被害状況の早期調査 

 (１) 被害が発生した場合 ⇒ 府に報告、関係機関に通

報 

 (２) 二次災害が発生するおそれがある場合等 ⇒ 関

係機関、付近住民に通報 

２ 復旧の順位 ⇒ 必要度の高いものを優先 

３ 関係機関、住民等への広報 ⇒ ①被害状況、②供給状

況、③復旧状況、 

                 ④今後の見通し 

土木維持管理室 

経営総務課 

お客さまサービス課 

水道工務課 

下水道整備課 

浄水課 

関西電力(株) 

関西電力送配電(株) 

大阪ガス(株) 

西日本電信電話(株) 

(株)ＮＴＴドコモ(関西支社) 

ＫＤＤＩ(株) 

ソフトバンク（株） 

略 

第３ 上水道 

略 

２ 応急給水及び復旧 

（１）市域で震度 5弱以上の震度を観測した場合、その他の災害により必要な場合、応急給水・

復旧活動等に必要な情報の収集、総合調整、指示、支援を行う。 

(２) 給水車、給水タンク、耐震性緊急貯水槽等により、応急給水を行うとともに、速やかな

応急復旧に努める。 

(３) 被害状況に応じて、急性期医療機関や指定避難所へ応急給水を行う。 

(４) 被害状況等によっては、相互応援協定に基づき大阪広域水道企業団や近隣市に、また日

本水道協会に応援を要請する。 

３ 広報 

 水道施設の被害状況や給水状況を関係機関に伝達するほか、ホームページに掲載することで

幅広い広報に努める。 

第４ 下水道 

１ 応急措置 

(１) 停電等によりマンホール形式ポンプ場の機能が停止した場合は、排水不能が起こらない

よう、発動機によるポンプ運転を行う等必要な措置を講ずる。 

(２) 下水管渠の被害には、汚水、雨水の通水に支障のないよう応急措置を講ずる。 

(３) 被害の拡大が予想される場合は、必要に応じて、施設の稼動の停止又は制限を行うとと

もに、消防本部、和泉警察署及び付近住民に通報する。 

２ 応急対策 

(１) 被害状況に応じて、資料編の相互応援協定一覧に記載の民間企業等の協力により必要度

の高いものから応急対策を行う。 

(２) 被害状況等によっては、大阪府を通じ、近畿ブロック支援に関する申し合わせに基づく

応援及び、日本下水道管路管理業協会からの協定に基づく支援を受ける。 

３ 広報 

(１) 生活水の節水に努めるよう広報する。 

(２) 被害状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関に伝達するほか、ホームページに掲載す

ることで幅広い広報に努める。 

第５ 電力（関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社） 

２ 応急供給及び復旧 

(１) 電力設備被害状況、一般被害情報等を集約するための体制、システムを整備し、総合的

に被害状況の把握に努める。 

(２) 被害状況によっては、他の電力会社との協定に基づき、電力の供給を受ける。 

(３) 緊急を要する重要施設を中心に、発電機車両等により応急送電を行う。 

(４) 単独復旧が困難な場合は、協定に基づき応援を要請する。 

３ 広報 

二次災害を防止するため、断線垂下している電線には触れないこと、屋外避難時はブレーカ

ーを必ず切ることなど電気施設及び電気機器の使用上の注意について、広報活動を行う。 

また被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報す

る。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止エリア、復旧状況

等の広報に努める。 

第６ ガス（大阪ガス株式会社） 

第３節 ライフラインの確保…P152 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 施設設備の被害状況の早期調査 

 (１) 被害が発生した場合 ⇒ 府に報告、関係機関に通

報 

 (２) 二次災害が発生するおそれがある場合等 ⇒ 関

係機関、付近住民に通報 

２ 復旧の順位 ⇒ 必要度の高いものを優先 

３ 関係機関、住民等への広報 ⇒ ①被害状況、②供給状

況、③復旧状況、 

                 ④今後の見通し 

土木維持管理室 

経営総務課 

お客さまサービス課 

水道工務課 

下水道整備課 

浄水課 

関西電力(株) 

大阪ガス(株) 

西日本電信電話(株) 

ＫＤＤＩ(株) 

略 

第３ 上水道 

略 

２ 応急給水及び復旧 

（１）市は、大阪府域で震度５弱以上の震度を観測した場合、その他の災害により必要な場合、 

応急給水・復旧活動等に必要な情報の収集、総合調整、指示、支援を行う。 

(２) 給水車、給水タンク、耐震性緊急貯水槽等により、応急給水を行うとともに、速やかな応

急復旧に努める。 

(３) 被害状況に応じて、医療機関、社会福祉施設等の給水重要施設へ優先的な応急給水を行

う。 

(４) 被害状況等によっては、他の水道事業者等に対し応援を要請する。 

３ 広報 

 水道施設の被害状況や給水状況を関係機関、報道機関に伝達するほか、各水道事業体等のホ

ームページ上に応急復旧の状況等を掲載することで幅広い広報に努める。 

第４ 下水道 

１ 応急措置 

(１) 停電等によりポンプ場の機能が停止した場合は、排水不能が起こらないよう、発動機に

よるポンプ運転を行う等必要な措置を講ずる。 

(２) 下水管渠の被害には、汚水、雨水の疎通に支障のないよう応急措置を講ずる。 

(３) 被害の拡大が予想される場合は、必要に応じて、施設の稼動の停止又は制限を行うとと

もに、消防本部、和泉警察署及び付近住民に通報する。 

２ 応急対策 

(１) 被害状況に応じて、市指定排水設備工事業者等の協力により必要度の高いものから応急

対策を行う。 

(２) 被害状況等によっては、協定や要請に基づき、他の下水道管理者から支援を受ける。 

 

３ 広報 

(１) 生活水の節水に努めるよう広報する。 

(２) 被害状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達するとともに、広報車

等により被災地域住民に対し被害状況、復旧の見通し等について広報する。 

第５ 電力（関西電力株式会社） 

２ 応急供給及び復旧 

(１) 電力設備被害状況、一般被害情報等の集約により総合的に被害状況の把握に努める。 

(２) 被害状況によっては、他の電力会社との協定に基づき、電力の供給を受ける。 

(３) 緊急を要する重要施設を中心に、発電機車両等により応急送電を行う。 

(４) 単独復旧が困難な場合は、協定に基づき応援を要請する。 

 

３ 広報 

二次災害を防止するため、断線垂下している電線には触れないこと、屋外避難時はブレーカ

ーを必ず切ることなど電気施設及び電気機器の使用上の注意について、広報活動を行う。 

 

 

 

第６ ガス（大阪ガス株式会社） 
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略 

３ 広報 

(１) 二次災害を防止するため、ガス漏洩時の注意事項についての情報を広報する。 

(２) 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報す

る。 

   加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止エリア、復旧状

況等の広報に努める。 

第７ 電気通信（西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ株式

会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

１ 通信の非常疎通措置 

 災害に際し、次により臨機に措置を行い、通信輻輳の緩和及び重要通信の確保を図る。 

(１) 応急回線の作成、網措置等疎通確保の措置を行う。 

(２) 通信の疎通が著しく困難となり、重要通信の確保が必要な場合は、臨機に利用制限等の

措置を行う。 

(３) 非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取扱う。 

(４) 災害用伝言ダイヤルの提供、利用制限等の措置を講ずる（西日本電信電話株式会社）。ま

た、インターネットによる災害用伝言板サービスを提供する。 

２ 被災地域特設公衆電話の設置（株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社）は除く） 

 災害救助法が適用された場合等には、避難場所・避難所に、被災者が利用する特設公衆電話

を設置する。 

略 

 

第４節 農産物等応急対策 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 被害状況の早期調査実施 

２ 技術指導による農作物被害の縮小 

３ 種子・農薬・飼料の確保 ⇒ 府へ要請 

４ 家畜伝染病の防除 ⇒ 関係機関、関係団体による技術

指導及び防疫対策 

５ 森林被害の対策、林産物被害の縮小 

産業振興室 

泉州農と緑の総合事務所 

いずみの農業協同組合 

大阪府森林組合 

 

第７章 被災者の生活支援 

第２節 緊急物資の供給 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

○給水活動 

１ 水道施設の被災状況の早期把握と応急給水体制の確立 

２ 応急給水の種類 

 （１）運搬給水 急性期医療機関や指定福祉避難所への運搬給

水 

 （２）拠点給水 耐震性緊急貯水槽から行う給水 

指定避難所に設置された簡易貯水槽から行

う給水 

 （３）仮設給水 消火栓からの仮設配管による給水 

    ※仮設給水実施については、被害状況等を勘案して判断 

する。（臨時対応） 

３ 住民への広報 ⇒ ①応急給水の実施（給水方法、場所、時

間帯等）、②復旧の見通し 

○食料・生活必需品の供給 

１ 供給要請の取りまとめ ⇒ 必要量・必要品目 

２ 災害時の調達 

 (１) 協定締結業者に供給依頼 

 (２) 府へ応援要請 

 (３) 他の市町村、大阪地域センター、日本赤十字社等への応援

要請（府へ報告） 

３ 緊急物資集積場所 ⇒ 市立体育館、市立コミュニティ体育

館 

４ 炊出しの実施 

 (１) 場 所 ⇒ 各避難所（給食施設）等 

 (２) 留意点 ⇒ 要配慮者への配慮 

公民協働推進室 

契約検査室 

福祉総務課 

経営総務課 

お客さまサービス課 

水道工務課 

浄水課 

学校園管理室 

略 

３ 広報 

(１) 二次災害を防止するため、ガス漏洩時の注意事項についての情報を広報する。 

(２) 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報す

る。 

 

 

第７ 電気通信（西日本電信電話株式会社（大阪支店）、（株）NTT ドコモ（関西支社）、ＫＤＤ

Ｉ株式会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

１ 通信の非常疎通措置 

 災害に際し、次により臨機に措置を行い、通信輻輳の緩和及び重要通信の確保を図る。 

(１) 応急回線の作成、網措置等疎通確保の措置を行う。 

(２) 通信の疎通が著しく困難となり、重要通信の確保が必要な場合は、臨機に利用制限等の

措置を行う。 

(３) 非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取扱う。 

(４) 災害用伝言ダイヤルの提供、利用制限等の措置を講ずる（西日本電信電話株式会社）。ま

た、インターネットによる災害用伝言板サービスを提供する。 

２ 被災地域特設公衆電話の設置（（株）NTT ドコモ（関西支社）は除く） 

 災害救助法が適用された場合等には、避難場所・避難所に、被災者が利用する特設公衆電話

を設置する。 

略 

 

第４節 農産物等応急対策…P155 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 被害状況の早期調査実施 

２ 技術指導による農作物被害の縮小 

３ 種子・農薬・飼料の確保 ⇒ 府へ要請 

４ 家畜伝染病の防除 ⇒ 関係機関、関係団体による技術

指導及び防疫対策 

５ 森林被害の対策、林産物被害の縮小 

農林課 

泉州農と緑の総合事務所 

いずみの農業協同組合 

大阪府森林組合 

 

第７章 被災者の生活支援 

第２節 緊急物資の供給…P160 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

○給水活動 

１ 水道施設の被災状況の早期把握 

２ 給水資器材の確保 

３ 災害の状況に応じた給水体制の確立 

 (１) 給水順序 ⇒ 緊急性の高い所から（医療機関、避難所、

社会福祉施設等） 

 (２) 給 水 量 ⇒ １人１日３ℓ（各地区の被災者数の把握） 

 (３) 給水方法 ⇒ ①給水拠点での給水、②給水タンク車等

による搬送給水、③仮設給水栓・共用

栓の設置、応急仮配管の敷設、④給水

用資器材（ポリ容器、給水袋）による給

水、⑤ボトル水等の配布 

４ 住民への広報 ⇒ ①応急給水の実施（給水方法、場所、時

間帯等）、②復旧の見通し 

○食料・生活必需品の供給 

１ 供給要請の取りまとめ ⇒ 必要量・必要品目 

２ 災害時の調達 

 (１) 協定締結業者に供給依頼 

 (２) 府へ応援要請 

 (３) 他の市町村、大阪地域センター、日本赤十字社等への応援

要請（府へ報告） 

３ 緊急物資集積場所 ⇒ 市立体育館、市立コミュニティ体育

館 

４ 炊出しの実施 

 (１) 場 所 ⇒ 各避難所（給食施設）等 

いずみアピール課 

公民協働推進室 

契約検査室 

経営総務課 

お客さまサービス課 

水道工務課 

浄水課 

教育総務室 

大阪広域水道企業団 
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５ 仕分け・配送要員の確保 

 

第１ 計画の方針 

市は、被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水及び毛布等生活必需品等を効率的に調

達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行うものとし、関係機関は、その備蓄する物資・資

機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有

を図り、相互に協力するよう努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た

物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具等も含めるなど被災地の

実情を考慮するとともに、要配慮者や男女等のニーズの違いに配慮する。 

また、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立

状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需品等の円滑な供給に十分配慮する。 

さらに、在宅での避難者、応急仮設住宅で暮らす避難者、所在が確認できる広域避難者に対

しても物資等が供給されるよう努める。 

なお、市は、供給すべき物資が不足し、調達する必要があるときは、府や物資関係省庁〔厚

生労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、消防庁〕又は非常災害対策本部等に対し、物資

の調達を要請する。 

略 

第３ 応急給水活動 

市は、発災後、被災状況を速やかに把握し、応急給水活動計画に基づき、応急給水を実施す

る。また、必要に応じて日本水道協会に協力を依頼する。 

 

 

１ 応急給水活動 

応急給水活動を円滑に実施するため、次の措置を講ずる。 

(１) 耐震性緊急貯水槽設置場所での給水の実施 

(２) 急性期医療機関や指定福祉避難所への運搬給水や指定避難所での給水の実施 

(３) 仮設給水栓による給水の実施（臨時対応） 

(４) 住民への応急給水活動に関する情報の提供 

(５) アルミ缶備蓄水の配布 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

２ 応急給水拠点 

  応急給水拠点は、資料編に掲載の指定避難所（市内）とする。 

略 

資料編 ○ ２－１ 相互応援協定一覧 

    ○ ２－１５ 避難場所一覧 

○ ３－１１ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準 

    ○ ３－１５ 応急給水用資機材一覧 

    ○ ３－１６ 耐震性貯水槽（飲料用）設置場所一覧 

    ○ ３－１７ 大阪府災害救助用食料緊急引渡要領 

略 

第４ 食料の供給 

略 

名      称 所    在    地 電 話 番 号 

 市立市民体育館 府中町四丁目 20 番 3号 0725―45―0525 

 市立コミュニティ体育館 光明台一丁目 44 番 8号 0725―57―0100 

 

 

第３節 住宅の応急確保 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 応急修理対象範囲 ⇒ 必要最小限度の部分 

２ 応急仮設住宅の設置場所の選定 

 ①公有地を優先、②保健衛生、交通、教育等を考慮 

３ 建設上の留意点 ⇒ 要配慮者に配慮した仮設住宅 

公民協働推進室 

建築住宅室 

 

 (２) 留意点 ⇒ 要配慮者への配慮 

５ 仕分け・配送要員の確保 

 

第１ 計画の方針 

市は、被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水及び毛布等生活必需品等を調達・確保

し、ニーズに応じて供給・分配を行うものとし、関係機関と相互に協力するよう努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た

物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具等も含めるなど被災地の

実情を考慮するとともに、要配慮者や男女等のニーズの違いに配慮する。 

また、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立

状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需品等の円滑な供給に十分配慮する。 

さらに、在宅での避難者、応急仮設住宅で暮らす避難者、所在が確認できる広域避難者に対

しても物資等が供給されるよう努める。 

なお、市は、供給すべき物資が不足し、調達する必要があるときは、府や物資関係省庁〔厚生

労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、消防庁〕又は非常災害対策本部等に対し、物資の調

達を要請する。 

略 

 

 

第３ 給水活動 

市及び大阪府広域水道企業団は、相互に協力して、被災状況に応じた速やかな給水に努める。 

なお、大阪広域水道企業団は、府域で震度５弱以上の震度を観測した場合には、市と協力し

て、直ちに大阪広域水道震災対策中央本部及びブロック本部を設置し、給水活動に必要な情報

の収集、総合調整、指示、支援を行う。 

１ 給水活動 

給水活動を円滑に実施するため、次の措置を講ずる。 

(１) 配水池、耐震性緊急貯水槽等の給水拠点での給水の実施 

(２) 給水車・トラック等による給水の実施 

(３) 仮設給水栓・共用栓の設置、応急仮配管の敷設による給水の実施 

(４) 給水用資機材の調達 

(５) 住民への給水活動に関する情報の提供 

(６) 飲料水の水質検査 

(７) ボトル水等の配布 

２ 給水量 

 飲料水の供給を行うときは、１人につき１日３ を基準とする。 

３ 給水の優先順位 

 給水は、医療機関、指定避難場所、社会福祉施設等緊急性の高いところから行う。 

４ 給水拠点 

  給水拠点は、資料編に掲載のとおりである。 

略 

資料編 ○ ３－１５ 応急給水用資器材一覧 

    ○ ３－１６ 給水拠点一覧 

    ○ ３－１７ 大阪府災害救助用食料緊急引渡要領 

    ○ ２－１ 相互応援協定一覧 

    ○ ３－１１ 災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準 

略 

 

第４ 食料の供給 

略 

名      称 所    在    地 電 話 番 号 

 市立市民体育館 府中町四丁目 20 番 3号 （0725）45―0525 

 市立コミュニティ体育館 光明台一丁目 44 番 8号 （0725）57―0100 

 

 

第３節 住宅の応急確保…P163 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 応急修理対象範囲 ⇒ 必要最小限度の部分 

２ 応急仮設住宅の設置場所の選定 

 ①公有地を優先、②保健衛生、交通、教育等を考慮 

３ 建設上の留意点 ⇒ 要配慮者に配慮した仮設住宅 

公民協働推進室 

建築住宅課 
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４ 応急仮設住宅入居者の選考 

 (１) 特定の資産のない被災者の実情を調査 

 (２) 要配慮者を優先 

５ 住宅相談窓口の設置 

略 

第４ 応急仮設住宅の建設 

略 

３ 建設場所等 

 建設場所、建設戸数等については、府と十分に調整して市災害対策本部で決定するが、建設

場所は、災害時用臨時ヘリポートの運用状況に留意し、和泉市総合スポーツセンター、和泉市

立光明池緑地運動場及び和泉市立光明池球技場とする。なお、災害規模及び災害種別に応じ、

保健衛生、交通、教育等を考慮し、公有地を優先して選定する。やむを得ない場合は、私有地

を利用するものとし、その場合には所有者等と十分協議する。 

略 

第７ 公共住宅への一時入居 

 市は、応急仮設住宅の建設状況に応じ、被災者の住宅を確保するため、市営住宅の空き家へ

の一時入居の措置を講じるとともに、府営住宅、都市再生機構住宅等の各管理者へ同様の措置

を要請する。 

第８ 住宅に関する相談窓口の設置等 

１ 府は、応急住宅、空き家、融資等住宅に関する相談や情報提供のため、住宅相談窓口を設

置する。また、専門家団体に働きかけ、被災者の住まいの再建のための相談にきめ細かく、迅

速に対応できる体制を組織化する。 

２ 市は、民間賃貸住宅への被災者の円滑な入居を確保するため、貸主団体及び不動産業関係

団体への協力要請等適切な措置を講ずる。 

略 

 

第４節 応急教育 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 状況に応じた学校の措置 

 (１) 登校（園）後の措置 

   児童の教職員による付添下校 

 (２) 登校（園）前の措置 

   広報車、電話による臨時休校等の措置の伝達 

２ 応急教育の実施 

 (１) 校舎の全部又は大部分が使用不可 ⇒ 町会・自治会館、寺院そ

の他公共施設の利用 

 (２) 校舎の一部が使用可 ⇒ 特別教室、体育館等の活用、二部授業 

 (３) 長期間避難所等として利用 ⇒ 関係機関と調整 

３ 教科書、いす、机等の調達 

 ①発行者、業者からの調達 

 ②使用済教科書等の活用 

４ 教職員体制の確立 ⇒ ①当該学校長との連絡・調整 ②府（教育委員

会）との調整 

５ 学校給食の確保 ⇒ 学校給食施設・設備の安全及び衛生的な学校給

食の実施を確保 

６ 状況に応じた保育の実施 

 (１) 保育園児の安全確保 

 (２) 長期にわたって保育が不能な場合、特設保育所の設置 

教育・こども

部 

第２ 応急教育 

１ 児童、生徒及び園児の安全確保 

(１) 登校（園）後の措置 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、各学校（園）と協議の上、必要に応じて授

業打ち切りの措置をとる。 

 帰宅させる場合は、注意事項を十分徹底させるとともに、児童には教職員が地区別に付き添

う。 

(２) 登校（園）前の措置 

 登校（園）前に臨時休業等の措置を決定したときは直ちに広報車、電話等により伝達し、児

童、生徒及び園児に対して周知徹底を図る。また、災害が広域にわたることが予想される場合

には、府からラジオ・テレビ等を通じて統一的な指示が行われるので、この指示に従って適切

４ 応急仮設住宅入居者の選考 

 (１) 特定の資産のない被災者の実情を調査 

 (２) 要配慮者を優先 

５ 住宅相談窓口の設置 

略 

第４ 応急仮設住宅の建設 

略 

３ 建設場所等 

 建設場所、建設戸数等については、府と十分に調整して決定するが、建設場所は、災害時用臨

時ヘリポートの運用状況に留意し、関西トランスウェイスポーツスタジアム（和泉市総合スポ

ーツセンター）、光明池緑地運動広場及び光明池球技場とする。なお、災害規模及び災害種別に

応じ、保健衛生、交通、教育等を考慮し、公有地を優先して選定する。やむを得ない場合は、私

有地を利用するものとし、その場合には所有者等と十分協議する。 

略 

第７ 公共住宅への一時入居 

 市は、応急仮設住宅の建設状況に応じ、被災者の住宅を確保するため、市営住宅の空き家へ

の一時入居の措置を講じるとともに、府営住宅、都市再生機構住宅、雇用促進住宅等の各管理

者へ同様の措置を要請する。 

第８ 住宅に関する相談窓口の設置等 

１ 府は、応急住宅、空き家、融資等住宅に関する相談や情報提供のため、住宅相談窓口を設

置する。また、専門家団体に働きかけ、被災者の住まいの再建のための相談にきめ細かく、迅速

に対応できる体制を組織化する。 

２ 市は、民間賃貸住宅への被災者の円滑な入居を確保するため、家賃状況の把握に努める

とともに、貸主団体及び不動産業関係団体への協力要請等適切な措置を講ずる。 

略 

 

第４節 応急教育…P165 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 状況に応じた学校の措置 

 (１) 登校（園）後の措置 

   児童の教職員による付添下校 

 (２) 登校（園）前の措置 

   広報車、電話による臨時休校等の措置の伝達 

２ 応急教育の実施 

 (１) 校舎の全部又は大部分が使用不可 ⇒ 町会・自治会館、寺院そ

の他公共施設の利用 

 (２) 校舎の一部が使用可 ⇒ 特別教室、体育館等の活用、二部授業 

 (３) 長期間避難所等として利用 ⇒ 関係機関と調整 

３ 教科書、いす、机等の調達 

 ①発行者、業者からの調達 

 ②使用済教科書等の活用 

４ 教職員体制の確立 ⇒ ①当該学校長との連絡・調整 ②府（教育委員

会）との調整 

５ 学校給食の確保 ⇒ 学校給食施設・設備の安全及び衛生的な学校給

食の実施を確保 

６ 状況に応じた保育の実施 

 (１) 保育園児の安全確保 

 (２) 長期にわたって保育が不能な場合、特設保育所の設置 

教育総務室 

こども未来室 

指導室 

第２ 応急教育 

１ 児童、生徒及び園児の安全確保 

(１) 登校（園）後の措置 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、各学校（園）長と協議の上、必要に応じて授

業打ち切りの措置をとる。 

 帰宅させる場合は、注意事項を十分徹底させるとともに、児童には教職員が地区別に付き添

う。 

(２) 登校（園）前の措置 

 登校（園）前に臨時休業等の措置を決定したときは直ちに広報車、電話等により伝達し、児

童、生徒及び園児に対して周知徹底を図る。また、災害が広域にわたることが予想される場合

には、府（教育委員会）からラジオ・テレビ等を通じて統一的な指示が行われるので、この指示
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に処理する。 

略 

５ 教科書、いす、机等の調達 

(１) 教科書については、支給の対象となる児童及び生徒を学年別に把握し、迅速に発行者又

は業者から調達する。なお、業者からの調達が困難な場合は、被害を受けなかった児童及び生

徒の保護者に対し、使用済で保存されている教科書を極力提供してもらうよう努める。 

(２) いす、机、黒板等備品については、修理可能な場合は、応急修理を行うものとし、不足

分は学校内で調達を図る。それでも不足する場合は、市で調達を図る。 

６ 就学援助等 

(１) 市は、被災により就学が困難となり、また学資の支弁が困難となった市立学校の児童・

生徒に対する就学援助費の支給について、必要な措置を講ずる。 

(２) 市は、災害救助法に基づき、就学上支障のある児童・生徒に対して、学用品等を支給す

る。 

(３) 市及び各学校は、被災児童・生徒の体と心の健康管理を図るため、子ども家庭センター

等の専門機関との連携を図りながら、臨時健康診断、教職員によるカウンセリング、電話相談

等を実施する。 

７ 学校給食の応急措置 

 学校は、給食施設、設備、物資等に被害があった場合は、市に報告し、協議の上、給食実施

の可否を決定する。この場合、下記の事項に留意する。 

略 

(４) 給食用委託工場（製パン・炊飯・牛乳）が被災した場合、市は、速やかに被害状況を大

阪府学校給食会に報告する。 

略 

 

８ 教職員体制の確立 

 教職員及び児童・生徒の被災状況や文教施設の状況を踏まえ、応急教育を実施するに必要な

教職員体制を確立する。 

(１) 教職員及び児童・生徒の被災状況や文教施設の状況を踏まえ、当該学校と連絡・調整を

図りながら、応急教育実施に必要な教職員体制の確立を図る。 

(２) 府と速やかに調整を図り、必要な措置を講ずる。 

 

第５節 自発的支援の受入れ 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 被災者のニーズの的確な把握 

２ ボランティアの受入れ窓口 ⇒ 社会福祉協議会 

３ 義援金品の受付 ⇒ 福祉総務課 

４ 緊急物資集積場所 ⇒ 市立市民体育館、市立コミュニティ体育

館 

５ 支援受入れ 

 (１) 確認事項 ⇒ ①支援内容、②到着予定日時、③到着予定場

所、④活動内容等 

 (２) 受入れ準備 ⇒ ①活動拠点、②宿泊場所、③案内者、通訳 

６ 郵便業務に係る災害特別事務取扱い及び援護対策 ⇒ 日本郵

便(株) 

公民協働推進室 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

日本郵便(株) 

第１ 計画の方針 

 市内外から寄せられる支援申し入れに対して、市は関係機関との連携を密にし、社会福祉協

議会の「災害ボランティアセンター設置／運営マニュアル」等を活用して、適切に対処するよ

う努める。 

第２ ボランティアの受入れ 

市は、社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯ等と連携して、社会福祉協議会の「災害

ボランティアセンター設置／運営マニュアル」等を活用し、相互に協力するとともに、中間支

援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を

含めた連携体制の構築に努め、情報を共有する場を設置するなど、被災者のニーズや支援活動

の全体像を把握するものとする。また、災害の状況及びボランティアの活動計画を踏まえ、能

率的な支援活動を展開できるよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について配慮する

ものとする。 

１ 受入れ窓口の開設 

 市は、ボランティアの受入れ・活動の調整を行うため、ボランティアの窓口である社会福祉

に従って適切に処理する。 

略 

５ 教科書、いす、机等の調達 

(１) 教科書については、支給の対象となる児童及び生徒を学年別に把握し、迅速に発行者又

は業者から調達する。なお、業者からの調達が困難な場合は、被害を受けなかった児童及び生

徒の保護者に対し、使用済で保存されている教科書を極力提供してもらうよう努める。 

(２) いす、机、黒板等備品については、修理可能な場合は、応急修理を行うものとし、不足分

は学校内で調達を図る。それでも不足する場合は、市（教育委員会）で調達を図る。 

６ 就学援助等 

(１) 市（教育委員会）は、被災により就学が困難となり、また学資の支弁が困難となった市立

学校の児童・生徒に対する就学援助費の支給について、必要な措置を講ずる。 

(２) 市（教育委員会）は、災害救助法に基づき、就学上支障のある児童・生徒に対して、学用

品等を支給する。 

(３) 市（教育委員会）及び各学校長は、被災児童・生徒の体と心の健康管理を図るため、子ど

も家庭センター等の専門機関との連携を図りながら、臨時健康診断、教職員によるカウンセリ

ング、電話相談等を実施する。 

７ 学校給食の応急措置 

 学校長は、給食施設、設備、物資等に被害があった場合は、市教育委員会に報告し、協議の

上、給食実施の可否を決定する。この場合、下記の事項に留意する。 

略 

(４) 給食用委託工場（製パン・炊飯・牛乳）が被災した場合、市（教育委員会）は、速やかに

被害状況を大阪府学校給食会に報告する。 

略 

 

８ 教職員体制の確立 

 教職員及び児童・生徒の被災状況や文教施設の状況を踏まえ、応急教育を実施するに必要な

教職員体制を確立する。 

(１) 教職員及び児童・生徒の被災状況や文教施設の状況を踏まえ、当該学校長と連絡・調整

を図りながら、応急教育実施に必要な教職員体制の確立を図る。 

(２) 府（教育委員会）と速やかに調整を図り、必要な措置を講ずる。 

 

第５節 自発的支援の受入れ…P168 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 被災者のニーズの的確な把握 

２ ボランティアの受入れ窓口 ⇒ 市社会福祉協議会 

３ 義援金品の受付 ⇒ 福祉総務課 

４ 緊急物資集積場所 ⇒ 市立市民体育館、市立コミュニティ体育

館 

５ 支援受入れ 

 (１) 確認事項 ⇒ ①支援内容、②到着予定日時、③到着予定場

所、④活動内容等 

 (２) 受入れ準備 ⇒ ①活動拠点、②宿泊場所、③案内者、通訳 

６ 郵便業務に係る災害特別事務取扱い及び援護対策 ⇒ 日本郵

便株式会社 

いずみアピール課 

公民協働推進室 

福祉総務課 

市社会福祉協議会 

日本郵便(株) 

第１ 計画の方針 

 市内外から寄せられる支援申し入れに対して、市は関係機関との連携を密にし、府の「災害

時におけるボランティア活動支援制度」等を活用して、適切に対処するよう努める。 

 

第２ ボランティアの受入れ 

市は、市社会福祉協議会等と相互に協力・連携し、ボランティアが被災者のニーズに応えて

円滑に活動できるよう適切に対処する。 

 

 

 

 

 

１ 受入れ窓口の開設 

 市は、ボランティアの受入れ・活動の調整を行うため、ボランティアの窓口である市社会福
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協議会と緊密に連絡を取り合い、ボランティア活動を積極的に推進する。 

２ 受入れ方法 

 受入れは、「災害時におけるボランティア活動受付カード」に必要事項を記載する方法により

行う。 

略 

第３ 義援金品の受付・配分 

 市に寄託された被災者あての義援金品の受付、配分は次により行う。 

１ 義援金 

(１) 受付 

 市に寄託される義援金は、福祉総務課に窓口を設置し、受け付ける。 

(２) 配分 

 市は、府又は日本赤十字社等から配分を委託された義援金を配分する。 

略 

 

第８章 社会環境の確保 

第１節 保健衛生活動 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

  

１ 被害状況の把握 

 ２ 被災地域及び避難所等における防疫指導 

 ３ 防疫用器具器材・薬品等の現状把握 

 ４ 防疫用器具器材・薬品等の確保 ⇒ ①備蓄、②業者、府等

からの調達 

 ５ 住民への衛生指導及び広報活動 

６ 被災者の健康維持活動 ⇒ ①巡回相談、②心の健康相談 

 ７ 動物保護等の実施 

 

生活環境課 

健康づくり推進室 

学校園管理室 

略 

第２ 防疫活動 

 市は、府の指導、指示により、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以

下「感染症法」という）及び災害防疫実施要綱（昭和 40 年厚生省公衆衛生局長通知）に基づき、

患者等の人権に配慮しながら、防疫活動を実施する｡なお、自らの防疫活動が十分ではないと認

められるときは、府に協力を要請する。また、被災地において感染症の発生、拡大がみられる

場合は、防災担当部局と保健担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう

努めるものとする。 

１ 消毒活動 

 感染症が発生するおそれがある地区を重点的に消毒するとともに、そ族、昆虫等の駆除を行

う。 

２ 住居等の消毒 

 被災地域等において感染症が発生し、又は無症状病原体保有者が発見されたときは、和泉保

健所と連携し速やかに患者の住居及びその周辺の消毒を行う。 

略 

３ 避難所の防疫指導 

 避難所内の防疫指導を行い、感染症の早期発見及び給食施設等の衛生管理並びに衛生的観念

の普及徹底を図る。 

４ 臨時予防接種の実施 

 被災地区の感染症の未然防止又は拡大防止のため府の命令により市長は、予防接種の種類、

対象者、期日又は期間を指定して、和泉保健所、医師会等の協力を得て、迅速に予防接種を実

施する。 

５ 衛生教育及び広報活動 

 パンフレット等の配布、防災行政無線の活用、また報道機関等を通じ、速やかに地域住民に

対する衛生教育及び広報活動を行い、感染症の予防等に関する注意事項を周知させる。また、

災害発生時においては、あらゆる機会をとらえ、防疫指導等を行う。 

６ 薬品等の調達・配布 

 災害の状況に応じて関係業者から防疫に必要な薬品（消毒薬剤、害虫駆除薬剤等）を調達し、

消毒薬を配布するとともに、手指の消毒の励行等の感染症の予防に関する衛生指導を行う。 

第３ 被災者の健康維持活動 

府及び市は、相互に連携し、被災者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、助言、

加療等、被災者の健康維持に必要な活動を実施する。特に、要配慮者の心身双方の健康状態に

は特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等での受入れ、介護職員等の派遣、車椅子等の手配

祉協議会と緊密に連絡を取り合い、ボランティア活動を積極的に推進する。 

２ 受入方法 

 受入れは、府の「災害時におけるボランティア活動登録カード」に必要事項を記載する方法

により行う。 

略 

第３ 義援金品の受付・配分 

 市に寄託された被災者あての義援金品の受付、配分は次により行う。 

１ 義援金 

(１) 受付 

 市に寄託される義援金は、生活福祉課に窓口を設置し、受け付ける。 

(２) 配分 

 市は、府又は日本赤十字社等から配分を委託された義援金を配分する。 

略 

 

第８章 社会環境の確保 

第１節 保健衛生活動…P171 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

  

１ 被害状況の把握 

 ２ 被災地域及び避難所等における防疫指導 

 ３ 防疫用器具器材・薬品等の現状把握 

 ４ 防疫用器具器材・薬品等の確保 ⇒ ①備蓄、②業者、府等

からの調達 

 ５ 住民への衛生指導及び広報活動 

６ 被災者の健康維持活動 ⇒ ①巡回相談、②心の健康相談 

 ７ 動物保護等の実施 

 

生活環境課 

健康づくり推進室 

浄水課 

教育総務室 

略 

第２ 防疫活動 

 市は、府の指導、指示により、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以

下「感染症法」という）及び災害防疫実施要綱（昭和 40 年厚生省公衆衛生局長通知）に基づき、

患者等の人権に配慮しながら、防疫活動を実施する｡なお、自らの防疫活動が十分ではないと認

められるときは、府に協力を要請する。 

１ 消毒活動 

 感染症が発生するおそれがある地区を重点的に消毒するとともに、ねずみ族、昆虫等の駆除

を行う。 

２ 生活用水の供給 

 感染症の予防上、知事が生活用水の使用を停止したときは、知事の指示に従い、その停止期

間中生活用水の供給を行う。 

３ 住居等の消毒 

 被災地域等において感染症が発生し、又は無症状病原体保有者が発見されたときは、和泉保

健所と連携し速やかに患者の住居及びその周辺の消毒を行う。 

略 

４ 避難所の防疫指導 

 避難所内の防疫指導を行い、感染症の早期発見及び給食施設等の衛生管理並びに衛生的観念

の普及徹底を図る。 

５ 臨時予防接種の実施 

 被災地区の感染症の未然防止又は拡大防止のため府の命令により市長は、予防接種の種類、

対象者、期日又は期間を指定して、和泉保健所、医師会等の協力を得て、迅速に予防接種を実施

する。 

６ 衛生教育及び広報活動 

 パンフレット等の配布、防災行政無線の活用、また報道機関等を通じ、速やかに地域住民に

対する衛生教育及び広報活動を行い、感染症の予防等に関する注意事項を周知させる。また、

災害発生時においては、あらゆる機会をとらえ、防疫指導等を行う。 

７ 薬品等の調達・配布 

 災害の状況に応じて関係業者から防疫に必要な薬品（消毒薬剤、害虫駆除薬剤等）を調達し、

消毒薬を配布するとともに、手指の消毒の励行等の感染症の予防に関する衛生指導を行う。 

第３ 被災者の健康維持活動 

市は、府と相互に連携し、被災者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、助言、加療

等、被災者の健康維持に必要な活動を実施する。 
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等を福祉事業者、ＮＰＯ・ボランティア等の協力を得つつ、計画的な実施に努める。 

略 

第４ 保健衛生活動における連携体制 

 市は、発災後迅速に保健衛生活動が行えるよう、災害時の派遣・受入れが可能となる体制の

整備、災害時のマニュアルの整備及び保健師等に対する研修・訓練の実施等体制整備に努める。 

略 

第５ 動物保護等の実施 

市と府は、「大阪府災害時等動物救護対策要綱」及び「大阪府災害時等動物救護活動ガイドライ

ン」に基づき、相互に連携し、被災動物の保護及び動物による人等への危害防止を実施する。 

略 

 

第２節 廃棄物の処理 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 処理施設等の被害状況の調査 

２ 臨時集積所の選定及び広報 

３ がれき等不燃物の一時保管場所の選定 

４ 収集順序の確立 

 (１) ごみ……生活上重大な支障を与えるごみ、腐敗性の高

い生ごみ、浸水地域のごみ等 

 (２) し尿……避難所等 

 (３) がれき…危険なもの、通行上支障のあるもの等 

５ 住民への施設復旧状況の広報 

６ 住民への協力要請 ⇒ ①自己処理、②集積場所への運搬、

③分別、④風呂の水の汲み置き等 

７ 仮設トイレの準備 ⇒ 避難所・住家密集地等への設置 

８ ごみ、し尿処理の人員、資機材等の確保 ⇒ 不足の場合 

⇒ 府、近

隣・遠隔地

市町村、関

係団体へ

の応援要

請 

環境保全課 

生活環境課 

産業振興室 

土木維持管理室 

泉北環境整備施設組合 

第１ 計画の方針 

 災害時におけるし尿、ごみ及び災害廃棄物等について、被災地の衛生状態の保持及び復旧活

動の円滑な推進のため、適正な処理を実施する。 

略 

第３ し尿処理 

略 

４ 処理方法 

市は、収集したし尿の処理をし尿処理施設で行う。なお、災害が大規模なため処理能力を超

えるとき若しくは処理が困難な場合は、必要に応じて市災害対策本部で処理方法等を決定する。

また、仮設トイレの管理については、必要な消毒剤、消臭剤等及び散布機器を確保し、十分な

衛生上の配慮を行う。 

略 

第５ 災害廃棄物等処理 

略 

３ 処理活動 

(１) 災害廃棄物等処理については、有害廃棄物・危険廃棄物、通行上支障のあるもの等を優

先的に収集・運搬する。 

(２) 災害廃棄物等の適正な分別・処理・処分を行うとともに、可能な限り木材やコンクリー

ト等の再生利用を行い、最終処分量の低減を図る。 

(３) アスベスト等有害な廃棄物による環境汚染の未然防止に努めるとともに、住民及び作業

者の健康管理及び安全管理に十分配慮する。 

(４) 損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者等と連

携した解体体制を整備する。 

(５) 災害廃棄物等処理において、最終処分までの処理ルートが確保できない場合は、府に応

援を要請する。 

(６) 災害廃棄物等の焼却処分にあたっては、焼却できるものと分け、焼却炉により処分する。 

(７) その他、災害廃棄物等の処理に際して、二次的環境汚染が発生しないよう、監視する。 

(８) 必要に応じて、府、隣接市町村、関係団体に応援を要請する。なお、ボランティア、Ｎ

 

 

第４ 保健衛生活動における連携体制 

 市は、発災後迅速に保健衛生活動が行えるよう、災害時の派遣・受入が可能となる体制の整

備、災害時のマニュアルの整備及び保健師等に対する研修・訓練の実施等体制整備に努める。 

略 

第５ 動物保護等の実施 

市は、府と相互に連携し、被災動物の保護及び動物による人等への危害防止を実施する。 

略 

 

 

第２節 廃棄物の処理…P173 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 処理施設等の被害状況の調査 

２ 臨時集積所の選定及び広報 

３ がれき等不燃物の一時保管場所の選定 

４ 収集順序の確立 

 (１) ごみ……生活上重大な支障を与えるごみ、腐敗性の高

い生ごみ、浸水地域のごみ等 

 (２) し尿……避難所等 

 (３) がれき…危険なもの、通行上支障のあるもの等 

５ 住民への施設復旧状況の広報 

６ 住民への協力要請 ⇒ ①自己処理、②集積場所への運搬、

③分別、④風呂の水の汲み置き等 

７ 仮設トイレの準備 ⇒ 避難所・住家密集地等への設置 

８ ごみ、し尿処理の人員、資機材等の確保 ⇒ 不足の場合 

⇒ 府、近

隣・遠隔地

市町村、関

係団体へ

の応援要

請 

環境保全課 

生活環境課 

農林課 

土木維持管理室 

泉北環境整備施設組合 

第１ 計画の方針 

 災害時におけるし尿、ごみ及び災害廃棄物等について、被災地の衛生状態の保持及び復旧活

動の円滑な促進のため、適正な処理を実施する。 

略 

第３ し尿処理 

略 

４ 処理方法 

市は、収集したし尿の処理をし尿処理施設で行うことを原則とするが、災害が大規模なため

処理能力を超えるとき若しくは処理が困難な場合は、必要に応じて水洗便所の使用の制限を行

うものとし、仮設トイレの管理については、必要な消毒剤、消臭剤等及び散布機器を確保し、十

分な衛生上の配慮を行う。 

略 

第５ 災害廃棄物等処理 

略 

３ 処理活動 

(１) 災害廃棄物等処理については、有害廃棄物・危険廃棄物、通行上支障のあるもの等を優

先的に収集・運搬する。 

(２) 災害廃棄物等の適正な分別・処理・処分を行うとともに、可能な限り木材やコンクリー

ト等の再生利用を行い、最終処分量の低減を図る。 

(３) アスベスト等有害な廃棄物による環境汚染の未然防止に努めるとともに、住民及び作業

者の健康管理及び安全管理に十分配慮する。 

(４) 損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者等と連

携した解体体制を整備する。 

(５) 災害廃棄物等処理において、最終処分までの処理ルートが確保できない場合は、府に応

援を要請する。 

(６) 災害廃棄物等の焼却処分にあたっては、焼却できるものと分け、焼却炉により処分する。 

(７) その他、災害廃棄物等の処理に際して、二次的環境汚染が発生しないよう、監視する。 

（新設） 
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ＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉協議会、ＮＰＯ等と

連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、効率的に災害廃棄物等の搬

出を行うものとする。 

略 

 

第３節 遺体対策 

第５ 遺体対策 

略 

２ 遺体安置所の設定 

略 

名     称 住        所 電  話  番  号 
北部コミュニティセンター 和泉市小野町甲 15 番 3号 0725―43―0010 

略 

４ 遺体の火葬 

略 

名     称 住      所 電  話  番  号 炉 数 

い ず み 霊 園 和泉市小野町甲 15番 3号 0725―43―1242 9 基 

略 

 

第４節 社会秩序の維持 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 和泉警察署との連携体制の確立 

２ 被害状況、応急・復旧対策に関する情報の積極的な提供 

３ 商工会議所等に対する物価安定の協力要請 

４ 生活必需品等の必要量の迅速な確保 

産業振興室 

和泉警察署 

商工会議所 

略 

 

第４編 事故等災害応急対策 

第２節 道路災害応急対策 

関係機関 都市整備室、土木維持管理室、和泉警察署、消防本部 

略 

第１ 情報収集伝達体制 

 大規模事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の情報収集伝達は、次により行う。 

１ 情報収集伝達経路 

 

西日本高

速 道 路

(株) 

 

 

 

 

     

近 畿 

 

地 方 

 

整 備 局 

 

      

   
大 阪 府 

  

     

   

道路環境課 

  

     

 和 泉 市    

 和泉市消防本部    

   危機管理室   

   

 

   

 
和 泉 警 察 署 

  
消 防 庁 

 

    

         

 

 

第４節 高層建築物、市街地災害応急対策 

略 

第２ 火災の警戒 

１ 火災気象通報 

 大阪管区気象台は、気象の状況が火災予防上危険であると認めるときは、知事に通報する。

知事は市長に伝達する。 

 通報基準は、大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一

とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災気象

通報として通報しないことがある。 

 

 

 

略 

 

第３節 遺体対策 

第５ 遺体対策 

略 

２ 遺体安置所の設定 

略 

名     称 住        所 電  話  番  号 
北部コミュニティセンター 和泉市小野町甲 15 番 3号 （0725）43―0010 

略 

４ 遺体の火葬 

略 

名     称 住      所 電  話  番  号 炉 数 

い ず み 霊 園 和泉市小野町甲 15番 3号 （0725）43―1242 9 基 

略 

 

第４節 社会秩序の維持…P179 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 和泉警察署との連携体制の確立 

２ 被害状況、応急・復旧対策に関する情報の積極的な提供 

３ 商工会議所等に対する物価安定の協力要請 

４ 生活必需品等の必要量の迅速な確保 

いずみアピール課 

商工労働室 

和泉警察署 

商工会議所 

略 

 

第４編 事故等災害応急対策 

第２節 道路災害応急対策…P182 

関係機関 道路河川室、土木維持管理室、和泉警察署、消防本部 

略 

第１ 情報収集伝達体制 

 大規模事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の情報収集伝達は、次により行う。 

１ 情報収集伝達経路 

 

西日本高

速道路株

式会社 

 

 

 

大阪府道

路公社 

     

近 畿 

 

地 方 

 

整 備 局 

 

      

   
大 阪 府 

  

     

   

道路環境課 

  

     

 和 泉 市    

 和泉市消防本部    

   危機管理室   

   

 

   

 
和 泉 警 察 署 

  
消 防 庁 

 

    

         

 

 

第４節 高層建築物、市街地災害応急対策…P187 

略 

第２ 火災の警戒 

１ 火災気象通報 

大阪管区気象台は、気象の状況が火災予防上危険であると認めるときは、知事に通報する。

知事は市長に伝達する。 

実効湿度が60％以下で、最小湿度が40％以下となり、大阪府内（生駒山地の山頂部付近を除

く）のいずれかで、最大風速（10分間平均風速の最大値）が10ｍ／ｓとなる見込みのとき。 

ただし、降雨、降雪が予測される場合は通報を取りやめることができる。 
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略 

 

４ 住民への周知 

 市は、市防災行政無線、メール、ＳＮＳ、広報車等を利用し、又は状況に応じて消防団、町

会・自治会などの住民組織と連携して、住民に警報を周知する。周知にあたっては、避難行動

要支援者に配慮する。 

略 

 

第５節 林野火災応急対策 

関係機関 産業振興室、消防本部、消防団、和泉警察署 

略 

第４ 火災通報等 

略 

 

２ 通報連絡体制 

 林野における火災の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 火災の警戒 

１ 火災気象通報 

 大阪管区気象台は、気象の状況が火災予防上危険であると認めるときは、知事に通報する。

知事は市長に伝達する。 

 通報基準は、大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一

とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災気象

通報として通報しないことがある。 

略 

４ 住民への周知 

 市は、市防災行政無線、メール、ＳＮＳ、広報車などを利用し、又は状況に応じて自主防災

組織などの住民組織と連携して、住民に警報を周知する。周知にあたっては、避難行動要支援

者に配慮する。 

略 

 

第６節 その他事故等災害応急対策 

関係機関 各課・室共通 

略 

 

 

第５編 災害復旧・復興対策 

 

第１章 災害復旧対策 

第１節 復旧事業の推進 

略 

第５ 特定大規模災害 

府は、特定大規模災害（著しく異常かつ激甚な災害が発生し、緊急災害対策本部が設置され

た災害）を受けた市又は市長から要請があり、かつ市の工事の実施体制等の地域の実情を勘案

して円滑かつ迅速な復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲

で、市又は市長に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、市に対する支援を行

う。 

略 

略 

 

４ 住民への周知 

 市は、市防災行政無線、メール、広報車等を利用し、又は状況に応じて消防団、町会・自治会

などの住民組織と連携して、住民に警報を周知する。周知にあたっては、避難行動要支援者に

配慮する。 

略 

 

第５節 林野火災応急対策…P190 

関係機関 農林課、消防本部、消防団、和泉警察署 

略 

第４ 火災通報等 

略 

 

２ 通報連絡体制 

 林野における火災の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 火災の警戒 

１ 火災気象通報 

 大阪管区気象台は、気象の状況が火災予防上危険であると認めるときは、知事に通報する。

知事は市長に伝達する。 

 実効湿度が 60％以下で、最小湿度が 40％以下となり、大阪府内（生駒山地の山頂部付近を除

く）のいずれかで、最大風速（10 分間平均風速の最大値）が 10ｍ／ｓとなる見込みのとき。 

 ただし、降雨、降雪が予測される場合は通報を取りやめることができる。 

 

略 

４ 住民への周知 

 市は、市防災行政無線、メール、広報車などを利用し、又は状況に応じて自主防災組織などの

住民組織と連携して、住民に警報を周知する。周知にあたっては、避難行動要支援者に配慮す

る。 

略 

 

第６節 その他事故等災害応急対策 

 

略 

 

 

第５編 災害復旧・復興対策 

 

第１章 災害復旧対策 

第１節 復旧事業の推進…P195 

略 

（新設） 

 

 

 

 

 

略 
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第２節 被災者の生活確保 

関係機関 
公民協働推進室、税務室、滞納債権整理回収課、くらしサポート課、生活福祉

課、都市政策室、建築住宅室、社会福祉協議会 

略 

 

第２ 災害援護資金・生活福祉資金等の貸付 

 市及び社会福祉協議会は、住居、家財等に被害を受けた世帯に対し、資金を貸し付ける。 

１ 災害援護資金貸付 

 市は、自然災害により府域に災害救助法が適用された場合、災害弔慰金の支給等に関する法

律に基づき、和泉市災害弔慰金の支給等に関する条例の定めるところにより、被災世帯に対し

て生活の立て直しに資するため、災害援護資金を貸し付ける。 

２ 生活福祉資金の貸付 

 社会福祉協議会は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づき、市内居住の低所得世帯に対して、

災害を受けたことによる困窮から自立更生するのに必要な資金を貸し付ける。ただし、1 の災

害援護資金の対象者を除いた低所得世帯（世帯収入が生活保護基準の 1.8 倍）を対象とする。 

第３ 罹災証明書の交付等 

市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するた

め、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹

災証明書を交付する。住家等の被害の程度を調査するにあたっては、必要に応じて、航空写真、

被災者が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法によ

り実施するものとする。 

また、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要す

る事項等を一元的に集約した被災者台帳を積極的に作成・活用し、被災者の援護の総合的かつ

効率的な実施に努める。 

なお、府は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、被災者台帳を作成する市町

村からの要請に応じて、被災者に関する情報を提供する。また、発災後速やかに住家被害の調

査や罹災証明書の交付に係る事務の市町村向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっ

ては、ビデオ会議システムを活用し、各市町村に映像配信を行うなど、より多くの市町村担当

者の参加が可能となるような工夫をするよう努める。加えて、被害が複数の市町村にわたる場

合には、調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう、定期的に、各市町村における課

題の共有や対応の検討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等により、被災市町村間の

調整を図る。 

 独立行政法人都市再生機構は、府又は国土交通省からの要請に基づき、その業務の遂行に支

障のない範囲で専門的知識を有する職員を被災地に派遣するものとする。 

 

資料編  ○ ４－１ 災害による罹災証明書 

略 

第６ 住宅の確保 

 市は、府及び関係機関と連携し、住宅の供給促進を図るとともに、自力で住宅を確保する者

に対して支援を行う。なお、住宅を早期に供給するための方策について、あらかじめ検討を行

う。 

略 

（削除） 

 

 

 

４ 家賃補助 

 市は、災害により住居がり災し、やむを得ず賃貸住宅に入居した世帯に対し、災害による家

賃補助金交付要綱に基づき、一時的措置として家賃の一部を補助する。 

 ただし、災害救助法が適用された場合には、当該補助金は支給しない。 

略 

第７ 被災者生活再建支援金 

略 

(３) 支給対象世帯 

 自然災害により、その居住する住宅が、次の程度の被害を受けたと認められる世帯が対象と

なる。 

ア  住宅が全壊した世帯 

イ  住宅が半壊し、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

 

第２節 被災者の生活確保…P196 

関係機関 公民協働推進室、税務室、福祉総務課、生活福祉課、都市政策課、建築住宅課 

 

略 

 

第２ 災害援護資金・生活福祉資金等の貸付 

 市及び市社会福祉協議会は、住居、家財等に被害を受けた世帯に対し、資金を貸し付ける。 

１ 災害援護資金貸付 

 市は、自然災害により府域に災害救助法が適用された場合、災害弔慰金の支給等に関する法

律に基づき、和泉市災害弔慰金の支給等に関する条例の定めるところにより、被災世帯に対し

て生活の立て直しに資するため、災害援護資金を貸し付ける。 

２ 生活福祉資金の貸付 

 市社会福祉協議会は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づき、市内居住の低所得世帯に対して、

災害を受けたことによる困窮から自立更生するのに必要な資金を貸し付ける。ただし、１の災

害援護資金の対象者を除いた低所得世帯（世帯収入が生活保護基準の 1.8 倍）を対象とする。 

第３ り災証明書の交付等 

 市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するた

め、り災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者にり災

証明書を交付する。 

また、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要す

る事項等を一元的に集約した被災者台帳を積極的に作成・活用し、被災者の援護の総合的かつ

効率的な実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編  ○ ４－１ 災害によるり災証明書 

略 

第６ 住宅の確保 

 市は、府及び関係機関と連携し、住宅の供給促進を図るとともに、自力で住宅を確保する者

に対して支援を行う。なお、住宅を早期に供給するための方策について、あらかじめ検討を行

う。 

略 

４ 大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法の適用申請 

市は、建物の復興に伴い借地・借家関係をめぐる混乱が相当予想され、被災者の住居、営業等の

生活の安定が阻害されるおそれのある場合は、府を通じて国に大規模な災害の被災地における

借地借家に関する特別措置法（平成 25 年法律第 61 号）の適用申請を行う。 

５ 家賃補助 

 市は、災害により住居がり災し、やむを得ず賃貸住宅に入居した世帯に対し、災害による家

賃補助金交付要綱に基づき、一時的措置として家賃の一部を補助する。 

 ただし、災害救助法が適用された場合には、当該補助金は支給しない。 

略 

第７ 被災者生活再建支援金 

略 

(３) 支給対象世帯 

 自然災害により、その居住する住宅が、次の程度の被害を受けたと認められる世帯が対象と

なる。 

ア  住宅が全壊した世帯 

イ  住宅が半壊し、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 
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ウ  災害による危険な状態が継続し、長期にわたり居住不可能な状態が継続している世帯 

エ  住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ住宅に居住することが困難である世帯（大規

模半壊世帯） 

オ 住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模半壊世

帯） 

(４) 支給金額 

支給額は、以下の「ア」「イ」の合計額となる。 

ア 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

・上記(3)ア～ウの世帯  100 万円 

・上記(3)エの世帯  50 万円 

※ 世帯人数が 1人の場合は、それぞれ 3／4の額となる。 

イ 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

・住宅を建設又は購入した場合  200 万円 

・住宅を補修した場合  100 万円 

・住宅を賃借した場合（公営住宅を除く）  50 万円 

※ いったん住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入する場合は合計で 200 万円、

いったん住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を補修する場合は合計で 100 万円となる。 

※  世帯人数が 1人の場合は、それぞれ 3／4の額となる。 

※  中規模半壊の場合は、それぞれ 1／2 の額となる。 

略 

 

第３節 中小企業の復旧支援 

関係機関 産業振興室 

市は、被災した中小企業の再建を促進するための資金及び事業費の融資が迅速かつ円滑に行

われるよう、必要な措置を講ずる。 

なお、府及び市は、あらかじめ商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害発生時に中小

企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるものとする。 

１ 中小企業の被害状況調査、再建資金の需要把握など、府の講じる措置に協力するとともに、

商工会議所その他関係機関と協力し、災害融資制度の周知徹底を図り、融資相談窓口を開設す

る。 

２ 被災した中小企業者等が融資を受けた場合、利子に対する補給等の措置を講ずる。 

 

 

第４節 農林業関係者の復旧支援 

関係機関 産業振興室 

略 

 

第５節 ライフライン等の復旧 

関係機関 

土木維持管理室、経営総務課、水道工務課、下水道整備課、浄水課、関西電力

(株)、関西電力送配電(株)、大阪ガス(株)、西日本電信電話(株)、（株）ＮＴＴ

ドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ(株)、ソフトバンク（株）、西日本旅客鉄道(株)、

泉北高速鉄道(株)、日本放送協会 

略 

第１ 上水道 

１ 復旧計画 

(１) 水道施設の被害状況を詳細に把握し、応急復旧、要員配置、資機材調達、作業日程の情

報を加味した復旧計画を策定する。 

(２) 復旧計画の策定にあたっては、基幹管路の復旧を優先するとともに急性期医療機関等の

重要施設を優先することを原則とするが、被災状況、各施設の被害状況、各施設の復旧難易度

を勘案し、復旧効果の大きいものを優先する。 

(３) 単独復旧が困難な場合、大阪広域水道企業団や近隣市との相互応援協定に基づく応援や

日本水道協会に協力を求める。 

２ 広報 

被害状況、応急給水状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関に伝達するほかホームページに

掲載することで幅広い広報に努める。 

第２ 下水道 

１ 復旧計画 

(１) 下水道施設の被害状況を詳細に把握し、応急復旧、要員配置、資機材調達、作業日程の

情報を加味した復旧計画を策定する。 

ウ  災害による危険な状態が継続し、長期にわたり居住不可能な状態が継続している世帯 

エ  住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ住宅に居住することが困難である世帯（大規

模半壊世帯） 

 

 

 (４) 支給金額 

支給額は、以下の「ア」「イ」の合計額となる。 

ア 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

・上記(3)ア～ウの世帯  １００万円 

・上記(3)エの世帯  ５０万円 

※ 世帯人数が１人の場合は、それぞれ３／４の額となる。 

イ 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

・住宅を建設又は購入した場合  ２００万円 

・住宅を補修した場合  １００万円 

・住宅を賃借した場合（公営住宅を除く）  ５０万円 

※ いったん住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入する場合は合計で２００万円、

いったん住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を補修する場合は合計で１００万円となる。 

※  世帯人数が１人の場合は、それぞれ３／４の額となる。 

 

略 

 

第３節 中小企業の復旧支援…P200 

関係機関 商工労働室 

市は、被災した中小企業の再建を促進するための資金及び事業費の融資が迅速かつ円滑に行

われるよう、必要な措置を講ずる。 

 

 

１ 中小企業の被害状況調査、再建資金の需要把握など、府の講じる措置に協力するとともに、

商工会議所その他関係機関と協力し、災害融資制度の周知徹底を図り、融資相談窓口を開設す

る。 

２ 被災した中小企業者等に対し、経営安定のための資金を貸し付ける。 

 

 

第４節 農林業関係者の復旧支援…P201 
関係機関 農林課 

略 

 

第５節 ライフライン等の復旧…P202 

関係機関 

土木維持管理室、経営総務課、お客様サービス課、水道工務課、下水道整備

課、浄水課、関西電力(株)、大阪ガス(株)、西日本電信電話(株)、ＫＤＤＩ(株)、

西日本旅客鉄道(株)、泉北高速鉄道(株)、日本放送協会 

 

略 

第１ 上水道 

１ 復旧計画（市、大阪府広域水道企業団） 

(１) 水道施設の被害状況を詳細に把握し、応急復旧、要員配置、資機材調達、作業日程の情報

を加味した復旧計画を策定する。 

(２) 復旧計画の策定にあたっては、医療機関、社会福祉施設等の重要施設を優先することを

原則とするが、被災状況、各施設の被害状況、各施設の復旧難易度を勘案し、復旧効果の大きい

ものを優先する。 

(３) 単独復旧が困難な場合、協定に基づき他の水道事業者からの応援を受ける。 

２ 広報 

被害状況、応急給水状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広く広報す

る。加えて、各水道事業体等のホームページ上に稼働状況、復旧状況等を掲載することで幅広

い情報伝達に努める。 

第２ 下水道（市、府） 

１ 復旧計画 

(１) 下水道施設の被害状況を詳細に把握し、応急復旧、要員配置、資機材調達、作業日程の情

報を加味した復旧計画を策定する。 
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(２) 復旧計画の策定にあたっては、重要な幹線（河川・軌道を横断する管路、緊急輸送路に

埋設されている管路、相当範囲の排水区を受け持つ管路及び防災拠点等の施設から排水を受け

る管路）を優先することを原則とするが、被災状況、各施設の被害状況、各施設の復旧難易度

を勘案し、復旧効果の大きいものを優先する。 

(３) 単独復旧が困難な場合、大阪府を通じ、近畿ブロック支援に関する申し合わせに基づく

応援及び、日本下水道管路管理業協会からの協定に基づく支援を受ける。 

２ 広報 

被害状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関に伝達するほか、ホームページに掲載すること

で幅広い広報に努める。 

 

第３ 電力（関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社） 

略 

２ 広報 

被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報する。加

えて、関西電力送配電株式会社のホームページ上に停電エリア、復旧状況など掲載することで

幅広い情報伝達に努める。 

略 

第５ 電気通信（西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ（関西支社）、ＫＤＤＩ株式

会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

略 

付編 東海地震の警戒宣言に伴う対応 

略 

第３節 警戒宣言発令時の対応措置 

略 

第３ 住民・事業所に対する広報 

略 

２ 広報の手段 

(１) 防災関係機関は、報道機関と連携して広報を行う。 

(２) 市は、市防災行政無線、メール、ＳＮＳ、広報車などを活用し、消防団、町会・自治会

等の住民組織とも連携して広報を行う。 

(３) 広報にあたっては、避難行動要支援者に配慮する。 

 

 

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

略 

第２章 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

 

第１ 南海トラフ地震臨時情報について 

気象庁は、南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析されたＭ6.8 以上の地震が

発生、またはプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を観測した場合、大規模地震

発生との関連性について調査を開始する南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表する。また、

気象庁に設置した「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」における評価を踏まえ、以下

の情報を発表する。 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ8.0 以上の地震が発生したと評価が出さ

れた場合に発表 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ7.0 以上Ｍ8.0 未満又はプレート境界以

外や想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの範囲でＭ7.0 以上の地震（ただし、太平洋プレー

トの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生若しくは南海トラフ沿いの想定震源域内の

プレート境界で通常と異なるゆっくりすべりが観測されたと評価された場合に発表 

３ 南海トラフ地震臨時情報（調査終了） 

上記 1、2のいずれの発表条件も満たさなかった場合に発表 

第２ 防災対応について 

府、市をはじめ防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒・巨大地震注意）

の発表条件を満たす地震又は現象が発生した後に発生する可能性が平常時に比べて相対的に高

まったと評価された南海トラフ地震（以下「後発地震」という。）に備え、以下の基本的な考え

方に基づき防災対応を行うとともに、住民等へ周知する。 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ8.0 以上の地震の発生から 1 週間

(２) 復旧計画の策定にあたっては、医療機関、社会福祉施設等の重要施設を優先することを

原則とするが、被災状況、各設備の被害状況、各施設の復旧難易度を勘案し、復旧効果の大きい

ものを優先する。 

 

(３) 単独復旧が困難な場合、協定に基づき他の下水道事業者からの応援を受ける。 

 

２ 広報 

被害状況、稼働状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報する。加え

て、ホームページ上に稼働状況、復旧状況など掲載することで幅広い情報伝達に努める。 

 

第３ 電力（関西電力株式会社） 

略 

２ 広報 

被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報する。加え

て、関西電力のホームページ上に停電エリア、復旧状況など掲載することで幅広い情報伝達に

努める。 

略 

第５ 電気通信（西日本電信電話株式会社（大阪支店）、（株）NTT ドコモ（関西支社）、ＫＤＤ

Ｉ株式会社（関西総支社）、ソフトバンク株式会社 等） 

略 

付編 東海地震の警戒宣言に伴う対応 

略 

第３節 警戒宣言発令時の対応措置…P212 

略 

第３ 住民・事業所に対する広報 

略 

２ 広報の手段 

(１) 防災関係機関は、報道機関と連携して広報を行う。 

(２) 市は、市防災行政無線、メール、広報車等を活用し、消防団、町会・自治会等の住民組織

とも連携して広報を行う。 

(３) 広報にあたっては、避難行動要支援者に配慮する。 

 

 

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画…P215 

略 

（新設） 
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（当該地震発生から 168 時間経過した以降の正時までの期間、以下同じ。）、以下の警戒措置等

を行う。 

(1) 後発地震が発生してからの避難では津波の到達までに避難が間に合わないおそれがある地

域 における、地域住民等の避難及び施設等の従業員・利用者等の安全確保 

(2) 日頃からの地震の備えの再確認（家具等の固定、避難場所・避難経路の確認、家族等との

安否確認手段の取決め、家庭等における備蓄の確認 等） 

(3) 行政機関、企業等における情報収集・連絡体制の確認及び施設・設備等の点検 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ7.0 以上Ｍ8.0 未満又はプレート

境界以外や想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの範囲でＭ7.0 以上の地震（ただし、太平洋

プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）の発生から 1 週間、若しくは南海トラフ沿

いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりの変化が収まってから、通

常と異なる変化が観測されていた期間と概ね同程度の期間が経過するまでの間、以下の措置等

を行う。 

(1) 日頃からの地震の備えの再確認（家具等の固定、避難場所・避難経路の確認、家族等との

安  否確認手段の取決め、家庭等における備蓄の確認 等） 

(2) 行政機関、企業等における情報収集・連絡体制の確認及び施設・設備等の点検 

第３ ｢南海トラフ地震臨時情報｣等の伝達について 

１ 伝達情報及び系統 

(1) 南海トラフ地震臨時情報（調査中・巨大地震警戒・巨大地震注意） 

 

(2) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の伝達系統 

 

２ 伝達事項 

(1) 南海トラフ地震臨時情報（調査中・巨大地震警戒・巨大地震注意）の内容 

(2) 国からの指示、国民に対する周知及び呼びかけの内容 

 

第３章 地震発生時の応急対策等 
略 

第４章 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事

項 

第１ 津波からの防護 

津波からの防護については、「第 2編 災害予防対策 第 3章 災害予防対策の推進」によるも

のとする。 

略 

第３ 迅速な救助に関する事項 

迅速な救助については、「第 3編 災害応急対策 第 3章 消火、救助、救急、医療救護」「第 3

編 災害応急対策 第 5章 交通、緊急輸送活動」によるものとする。 

略 

第５章 防災訓練、地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 
略 
第６章 地震・津波防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項 

略 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 地震発生時の応急対策等…P216 
略 

第３章 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事

項…P216 

第１ 津波からの防護 

津波からの防護については、「第２章 災害予防対策 第３章 災害予防対策の推進」によるも

のとする。 

略 

第３ 迅速な救助に関する事項 

迅速な救助については、「第３編 災害応急対策 第３章 消火、救助、救急、医療救護」「第３

編 災害応急対策 第５章 交通対策、緊急輸送活動」によるものとする。 

略 

第４章 防災訓練、地震防災上必要な教育及び広報に関する事項…P217 
略 

第５章 地震・津波防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項…P217 

略 

 

付編３ 南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の当面の対応
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について…P219 

 

第１章 対応方針 

 

中央防災会議防災対策実行会議「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワー

キンググループ」の報告（平成 29 年 9月）を踏まえ、政府として、南海トラフ沿いで異常な

現象が観測された場合に実施する新たな防災対応を定める予定となった。 

新たな防災対応が定められるまでの当面の間、気象庁は「南海トラフ地震に関連する情報」を

発表することとし、当該情報が発表された場合の政府の対応が示された。 

この政府の対応を受けて、組織体制や情報伝達体制等の対応については、以下によるものとす

る。 

 

第１節 「南海トラフ地震に関連する情報」の発表…P220 

 

新たな防災対応が定められるまでの当面の間、気象庁は「南海トラフ地震に関連する情報」を

発表する。（気象庁が発表する当該情報は以下のとおりで、平成 29 年 11 月 1 日から運用開

始。） 

 

１ 「南海トラフ地震に関連する情報」について 

気象庁は、以下の場合、「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。このため、南海トラ

フ全域を対象として地震発生の可能性を評価するにあたって、有識者から助言いただくため

に、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する。 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地

震に関連する

情報（臨時） 

○南海トラフ沿いで異常な現象（※１）が観測され、その現象

が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開

始した場合、または調査を継続している場合 

○観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規模な

地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まったと評価さ

れた場合 

○南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的に高ま

った状態ではなくなったと評価された場合 

南海トラフ地

震に関連する

情報（定例） 

○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合に

おいて評価した調査結果を発表する場合 

※1：南海トラフ沿いでマグニチュード 7 以上の地震が発生した場合や東海地域に設置された

ひずみ計に有意な変化を観測した場合などを想定 

なお、本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情報）の

発表は行わない。 

 

第２節 「南海トラフ地震に関連する情報」発表時の措置…P220 

 

市は、「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された際の情報収集・連絡体制の整備や、住

民への広報、所管する防災上重要な施設等がある場合には必要に応じ、これらの点検、大規模

地震発生後の災害応急対応の確認など、地震と地震発生に伴う津波への備えを徹底するものと

する。 

 

第１ ｢南海トラフ地震に関連する情報｣等の伝達 

１ 伝達情報及び系統 

(1) 南海トラフ地震に関連する情報（臨時・定例） 

 

 

 

 

 

(2) 関係省庁災害警戒会議の情報 

 

 

 

※関係省庁災害警戒会議：関係省庁の職員が参集し、関係省庁による今後の取組確認及び内閣

府による国民への呼びかけを実施 

大阪管区気

象台 

大阪府危機管

理室 

市、消防本

部 

住民・その

他 

大阪管区気

象台 

大阪府危機管

理室 

市、消防本

部 

住民・その

他 
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(3) 大阪府防災・危機管理指令部会議の情報 

 

 

２ 伝達事項 

(1) 南海トラフ地震に関連する情報（臨時・定例） 

第１章第１節による気象庁が発表する情報 

(2) 関係省庁災害警戒会議の情報 

関係省庁災害警戒会議の開催結果の情報 

(3) 大阪府防災・危機管理指令部会議の情報 

府が南海トラフ沿いの大規模な地震発生に備え、今後の対応を検討した情報 

 

第２ 警戒態勢の準備 

市は、南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模な地震と

関連するかどうか調査を開始、または調査を継続している旨の「南海トラフ地震に関連する情

報」（臨時）が発表された場合、その後の調査の結果に伴う「南海トラフ地震に関連する情

報」（臨時）の発表に備えて、必要な体制等の準備を行う。 

府は、国からの情報収集、市町村、消防機関等への情報伝達、留意事項の周知を行う。 

 

第３ 警戒態勢の確立 

市は、南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時に比べて相対的に高まった旨の

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の発表があった場合、可能性がなくなった旨の

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発せられるまでの間、警戒活動を行う。 

府は、「大阪府防災・危機管理指令部」を設置する。市町村は、連絡体制を確保するため府に

準じた組織体制をとる。 

府は、大阪府防災・危機管理指令部による会議を開催し、政府による関係省庁災害警戒会議の

情報を受けて、今後の対応を検討するとともに、大規模地震発生後の災害応急対応の確認、防

災上重要な施設及び必要な資器材等の準備、点検を行い、地震と地震発生に伴う津波への備え

を徹底する。 

府及び市は、地震と地震発生に伴う津波への備えについて、住民等に対して再確認を目的とし

た呼びかけや混乱防止のための広報を行う。 

 

 

大阪府危機管理室 市、消防本部 住民・その他 


